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Ⅰ 緒 言 
 
1.1 研究の背景 
1.1.1 農村生態系の特質と生物多様性 
農村生態系は，過去から現在までの人間活動によって形
成・保全されてきた二次的自然である。その構成要素とし
て，農地（水田，畑，樹園地），農用林野（採草地，放牧地，
薪炭林等の農用林），農業施設（農業水路，ため池，農道等），
居住地（農家，庭，屋敷林）等，様々な土地利用が混在し
ている。これらの土地利用は日常的な維持管理によって多
様な遷移段階にあること，更に様々な遷移段階の土地利用
がモザイク状に配置されることにより，生態系の多様性が
高い状態が保たれてきた。 
その多様な土地利用およびモザイクの組み合わせに，
様々な生物が，長い年月をかけて適応してきた。採食や渡
り等の一時的な利用も含めて，3,000 種以上の動物が農村で
観察されている（農と自然の研究所，2009）。これらの中に
は，生態系のモザイクを利用する種，特に陸域・水域の両
方を利用する種も多い。例えばニホンアカガエル Rana 
japonica は，水田で産卵，幼生期を過ごし，変態後は近隣
の樹林や草地で生活する。本種の生息には水域と陸域，そ
して両者の接続性，すなわちネットワークが必要である。 
農村生態系に生息する種の中には，形態あるいは遺伝子
の地域的な多様性に富む種もいる。例えば，ニホンアカガ
エルやツチガエル R. rugosa，あるいはドジョウ Misgurnus 
anguillicaudatus は，同一種でも，国内での地理的な分布が
異なる複数の遺伝子集団に分けられる（Sumida and Ogata，
1998；三浦，2005；小出水ら，2009b）。更に，河川流域内，
もしくは数 km スケールの小河川内でも，複数の異なる遺
伝子集団が存在することがドジョウやホトケドジョウ
Lefua echigonia について報告されている（小出水ら，2009a；
西田ら，2012）。以上のように，農村生態系は，長い年月を
かけて，生態系の多様性，生物種の多様性および遺伝子の
多様性，すなわち生物多様性の高い状態が形成・維持され
てきた。 
二次的自然の重要性は，いまや国際的な共通認識である。
2010 年に名古屋で開催された生物多様性条約第 10 回締約
国会議（COP10）において，愛知目標の展望として「2050
年までに生物多様性が評価され，保全され，賢明に利用さ
れ」ることとされた。そのための目標の 1 つとして「2020
年までに，農業，養殖業，林業が行われる地域が，生物多
様性の保全を確保するよう持続的に管理される」（目標 7）
こととされた。これは，農村生態系を含む，いわゆる里地，
里山，里海等の二次的自然の保全と持続的な利用を推進す
るものである。 
1.1.2 農村生態系の変質と保全 
一方で，農村生態系およびその生物多様性は劣化傾向に
ある。2010年に閣議決定された生物多様性国家戦略2010
では，我が国の生物多様性の危機の構造を，4 つの危機（①
人間活動や開発による危機，②人間活動の縮小による危機，
③人間により持ち込まれたものによる危機，④地球温暖化
による危機）に大別している。農村生態系では，これらの
危機にも関連するが，農業生産性・土地生産性の向上に寄
与してきた農業農村整備が，複合的に影響していると考え
られる（Fig. 1）。農業農村整備による農村生態系への影響
として，①区画の拡大に伴う生物生息空間の喪失，②湿田
の乾田化に伴う生物生息空間の悪化，③用排水路の構造の
問題，④生息場間のネットワークの分断が考えられる。 
農業水路に注目すると，土水路の場合には，水中もしく
は陸上の多様な空間が様々な生物にとっての採食場や休息
場，捕食者からの一時的な避難場，繁殖場，越冬場を含め
た生息場として，あるいは水路の横断・縦断方向の移動経
路として機能していた。しかし，コンクリート製の農業水
路（以下，「コンクリート水路」とする）では，水深・流
速・通水期間の変化，落差工による縦断方向の移動障害，
深い側壁による横断方向の移動障害等によって，それらの
機能は消失もしくは著しく低下している場合が多い。農業
水路において，水理性能・水利性能・構造性能を重視した
工法の採用により，農業生産に必要な量の水を必要な時期
に供給し，速やかに排除できるようになった一方で，農村
生態系がダメージを受ける側面がある。 
1999 年に制定された食料・農業・農村基本法では，今後
の食料・農業・農村政策で目指す基本理念の一つとして，
農業の有する多面的機能（国土の保全，水源かん養，自然
環境の保全等）の発揮が掲げられ，また「農業の生産性の
向上を促進するため，地域の特性に応じて，環境との調和
に配慮しつつ（中略）農業生産の基盤の整備に必要な施策
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を講ずるものとする」（第 24 条）とされた。2001 年に土
地改良法が改正され，農業農村整備事業の実施にあたり環
境との調和への配慮が事業実施の原則に位置づけられた。
農業農村整備事業では，農業生産性向上と農家や地域住民
の生活を重視することと同時に，環境との調和に配慮する
ことが責務となったといえる。 
市民団体や地域の組織，NPO 等による生態系保全活動も
活発化している。例として，コンクリート水路からのカエ
ル類等の脱出用スロープ（たかしま有機農法研究会による）
や水田魚道（メダカ里親の会，たかしま有機農法研究会，
ナマズのがっこう等による）の設置が挙げられる。地域で
の保全活動に関連して，2007 年に始まった農地・水・環境
保全向上対策（2011 年から農地・水保全管理支払交付金に
移行）では，生態系保全や景観形成等の農村環境向上活動
が，化学肥料・化学合成農薬を低減する営農活動や農地・
農業水利施設の維持管理活動とともに支援されている。  
このような情勢の中，様々な生物の生息・生育環境およ
び移動経路の保全策が行われてきた。対策の基本方針や調
査・計画手法，工種横断的な環境配慮手法は，食料・農業・
農村政策審議会農村振興分科会農業農村整備部会技術小委
員会（2002，2003，2004，2006）や水谷（2007）にまとめ
られている。ただし，ミティゲーションの原則によれば事
業の影響の「回避」，低減（「最小化」，「修正」，「影響の軽
減／除去」），「代償」の順で検討するべきとされるが（食料・
農業・農村政策審議会農村振興分科会農業農村整備部会技
術小委員会，2006），現状では代償としての保全策が採用さ
れる場合が多い。例えば土水路を現況保存する事例は少な
く，新たに創設されたコンクリート水路の一部の区間で対
策を行う事例が多い。更に近自然的もしくは多自然的な工
法よりもコンクリート製のワンドや魚巣ブロック等の人工
素材による事例が多い。土水路や近自然的・多自然的な水
路が第一に目指されるべきであるが，この現状を考えると，
コンクリート水路での保全策を効果的なものとすることは
重要な研究課題といえる。 
1.1.3 農村生態系におけるカエル類の減少と保全策 
カエル類は，生活史の中で陸域と水域の両方を必要とす
ること，昆虫等の小動物を捕食し，大型の鳥類・哺乳類の
餌となる食物網の中位の栄養段階にあること等から，地域
の生態系を指標する生物とされる（Mattoon，2002）。農村
生態系における生物多様性の定量評価の一案として提案さ
れている「農業に有用な生物の多様性を評価するための指
標生物」（田中，2010）に，ニホンアカガエルやトウキョウ
ダルマガエルR. porosa porosa等のカエル類数種も含まれる
 
Fig. 1 農村生態系の変質とその要因 
Changes of ecosystem in rural areas and their factors  
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落葉かき
など
多様性が低下生態系・生物種・遺伝子が多様
（農林水産省農林水産技術会議事務局ら，2012a，b）。この
理由は，カエル類が農業害虫の捕食者と位置づけられるこ
と，そして食物網の中位の栄養段階にあり，その多様性は
下位の栄養段階の餌昆虫や上位の捕食者の多様性をある程
度反映するだろう（田中，2010）と予想されることにある。
野生復帰が試みられているトキ Nipponia nippon・コウノト
リ Ciconia boyciana や他の大型鳥類の生息場を保全する上
で，その餌となるカエル類の安定的な生息が重要と考えら
れている（例えば環境省自然環境局ほか，2005）。またカエ
ル類は，その親しみやすい姿や鳴き声から農家や地域住民
に季節の楽しみや癒しを与える生物といえる。なお，害虫
管理や食物連鎖による物質循環への寄与は生態系サービス
のうちの調整サービスと位置付けられ，楽しみや癒しは文
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Fig. 2 農業農村整備事業後の水田におけるカエル類の減少要因 
 Factors causing decrease in frog populations after land improvement projects 
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※移動対策が施されても，効果が検証されていない場合が多い
農業農村整備事業後の水田域では，カエル類の生息量が
少ないことが報告されている（Fujioka and Lane，1997；東・
武内，1999；大澤ら，2005）。また，茨城県桜川流域の 115
地点でカエル 3 種の生息状況を調べ，分布傾向を解析した
結果（Watabe et al.，2012），トウキョウダルマガエルは 30a
区画の水田での出現率が低く，ニホンアカガエルおよびシ
ュレーゲルアオガエル Rhacophorus schlegelii は整備済みの
水田で出現率が低かった。これらの報告は因果関係ではな
く統計的な傾向を示したものであり，カエル類が減少した
原因を実際に特定することは困難であるが，コンクリート
水路による移動障害が一因とされている。すなわち，移動
経路上にあるコンクリート水路に転落し，その後に脱出で
きないこと，更に水田―樹林間の移動，あるいは別の水田
への移動が妨げられることが問題とされている。他にも，
大区画化や畦畔のコンクリート化による生息に適した畦畔
の面積の減少，乾田化によるニホンアカガエル等の繁殖場
（早春期の水たまり）の消失，表土の剥ぎ取りや現況の土水
路の埋め戻しによる個体の死亡等が原因と考えられている
（Fig. 2）。そのため，カエル類は，農業農村整備事業等で保
全対象生物に選定されることが多い。 
上述のうち，コンクリート水路による移動障害を解消す
るため，コンクリート水路に個体が転落しないためのフタ
等の構造物（以下，「転落防止工」とする）や，転落した個
体が脱出できるスロープ等の構造物（以下，「脱出工」とす
る）を設ける対策（以下，「移動対策」とする）が行なわれ
るようになっている。しかし II 章で述べるように，これら
の対策には，効果の評価がほとんど行われていないこと，
開発・改良・施工に不可欠なカエル類の運動能力・行動特
性等の知見が乏しいこと等の課題がある。そのため，本報
ではコンクリート水路による移動障害とその対策について
研究を展開する。 
 
1.2 既往の研究 
1.2.1 農業水路における生物の生息場・水域ネットワ
ークの保全策 
カエル類と同じく農業水路の新設・改修時に保全対象と
なりやすい魚類については，様々な生態系配慮策の実施に
併せて，工法開発や定量的な評価に関する知見が着実に蓄
積してきた。例えば人工ワンド（和田ら，2006）や井桁護
岸（高橋ら，2009）を設けた環境配慮型水路，人工池（杉
原・水谷，2006），水路の落差工等に設置する魚道（守山ら，
2006；大平ら，2007；竹村ら，2009），水田魚道（鈴木ら，
2001，2004；加藤ら，2005）での知見が挙げられる。一方
で，カエル類の保全策については，コンクリート水路への
フタの設置（水谷ら，2005；川嶋，2007）に関する知見し
か見あたらない。 
1.2.2 農村地域に生息するカエル類の生態および行動 
化的サービスと位置付けられる。
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本州・四国・九州の本島の水田や農業水路に生息・繁殖
するカエル類 12 種（Table 1）について，生息場の選好性を
含めた生息分布特性（Fujioka and Lane，1997；片野ら，2001；
夏原・神原，2001；大澤・勝野，2001，2005，2007；鈴木
ら，2002；中茎ら，2003；大澤ら，2003，2005，2006；片
桐ら，2006；村上・大澤，2008），食性（Hirai and Matsui，
2001，2002），移動実態（Osawa and Katsuno，2001；戸金ら，
2010），産卵生態（下山，1982，1986，1993，1996；芹沢，
1983，1985；芹沢・芹沢，1990；芹沢ら，1990；門脇，2002；
富岡，1990；Iwai et al.，2007；山本・千賀，2010），胚・幼
生の生存・成長（Kobayashi，1962；倉本ら，1971；Matsushima 
and Kawata，2005；渡部ら，2009），変態後の成長（戸金ら，
2005），年齢構造（Marunouchi et al., 2002；Togane et al.，2009），
個体群動態（長田，1978；富岡，2000；松田，2004；福山
ら，2007）等，生態に関する基礎的な知見が蓄積されてい
る。これらにより，ニホンアカガエルおよびヤマアカガエ
ルが水田―樹林間を移動すること，トウキョウダルマガエ
ルが水田域内を移動すること等が明らかになっている。 
水平方向の跳躍能力（土井，2002；工藤，2011）や斜面
の登攀（とうはん）能力（大河内ら，2001；土井，2001，
2009；池田ら，2009）等，運動能力についても数例の報告
がある。これらにより，コンクリート水路の垂直な壁を登
攀する能力が低いことがトウキョウダルマガエルおよびア
ズマヒキガエルについて報告されている。 
1.2.3 コンクリート水路によるカエル類への影響 
松澤ら（2008）は，ほ場整備済みの谷津田域の U 字溝で，
5 種（シュレーゲルアオガエル，トウキョウダルマガエル，
ニホンアマガエル，ニホンアカガエル，ツチガエル）602
個体の転落を確認した。またコンクリート水路に接する水
田畦畔では，ニホンアカガエルおよびトウキョウダルマガ
エルの生息密度が低いことが報告されている（Fujioka and 
Lane，1997；東・武内，1999；大澤ら，2005）。 
 
1.3 研究の目的および構成 
I 章の「緒言」に続く II 章では，コンクリート水路によ
る移動障害とそれを解消するための対策（移動対策）の実
態を分析し，研究課題を論じる。すなわち，移動対策のう
ち，特に脱出工の効果が調べられていないこと，その開発・
改良・施工に不可欠であるはずのカエル類の運動能力・行
動特性等の知見がほとんどないことが課題である。そこで，
III 章では，トウキョウダルマガエルおよびニホンアカガエ
ルを対象とした実験に基づき，脱出工の性能を明らかにす
る。また，性能を高めるための脱出工の構造および水路の
条件を明らかにする。IV 章では，個体群動態モデルによる
シミュレーションに基づき，移動対策による個体群保全効
果を評価する。V 章の「結言」では，研究成果を整理し，
コンクリート水路による移動障害について改めて考察する
とともに，よりよい移動対策について検討する。また，本
研究で開発された個体群動態モデルの更なる活用法を検討
する。 
本報では課題が残るものの，カエル類の保全技術に関す
る研究の最終的なゴールは，個別の保全手法をより効果的
なものにすることとともに，保全予定地域での事前調査に
基づいて個体群の消失リスクを診断し，保全の目標に対し
て最適と予測される保全策の組み合わせを提案できる手法
を構築することである。 
 
1.4 研究対象種 
II 章では農村地域に生息するカエル類全般を検討の対象
とした。III 章および IV 章では，トウキョウダルマガエル
（Fig. 3 の a）およびニホンアカガエル（Fig. 3 の b）に対
象種を絞って，実験および個体群動態のシミュレーション
 
a トウキョウダルマガエル  b ニホンアカガエル 
 
Fig. 3 トウキョウダルマガエルおよびニホンアカガエル 
The Tokyo Daruma Pond Frog and the Japanese Brown Frog 
 
Table 1 農村地域に生息・繁殖するカエル類 
Native frog species living and reproducing in rural areas 
種  名 学  名 主な繁殖場 非繁殖期の主な生息場 
アズマヒキガエル Bufo japonicus formosus  水田，水たまり，ため池 樹林，人家の庭 
ニホンヒキガエル B. j. japonicus  水田，水たまり，ため池 樹林，人家の庭 
ニホンアマガエル Hyla japonica  水田，水たまり 樹林，草地，人家の庭 
ニホンアカガエル Rana japonica  水田，土水路 樹林 
ヤマアカガエル  R. ornativentris  水田，土水路，水たまり 樹林 
トノサマガエル  R. nigromaculata  水田 水田，土水路 
トウキョウダルマガエル R. porosa porosa  水田 水田，土水路 
ナゴヤダルマガエル R. p. brevipoda  水田 水田，土水路 
ツチガエル R. rugosa  水田，小川，渓流 土水路 
ヌマガエル R. limnocharis  水田 水田，草地 
モリアオガエル Rhacophorus arboreus  ため池, 水田 樹林 
シュレーゲルアオガエル Rh. schlegelii  水田，土水路 樹林 
長谷川（2003），林（2007）をもとに作成。 
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を行なうこととした。 
トウキョウダルマガエルは体長（頭胴長）3～9cm で，仙
台平野，関東平野，新潟県中・南部，長野県北・中部の平
地に自然分布し，一年を通じて水田や土水路等の水辺に生
息する（前田・松井，1999）。ニホンアカガエルは体長 3～
7cm で，本州・四国・九州の平地ないし丘陵地に分布し（前
田・松井，1999），水田で繁殖し，非繁殖期には周辺の樹林
や草地に生息する（Osawa and Katsuno，2001）。2 種の選定
理由は以下の 4 点である。 
①かつては農村地域の普通種であったが，現在は地域によ
って個体群の消滅が懸念されている。トウキョウダルマ
ガエルは環境省レッドリストで「準絶滅危惧（NT）」に
指定され（環境省自然環境保全局，2006）， 8 都県の都
道府県版レッドデータブックに記載されている（野生生
物調査協会・Envision 環境保全事務所，2011）。ニホンア
カガエルは 25 都府県の都道府県版のレッドデータブッ
クに記載されている（野生生物調査協会・Envision 環境
保全事務所，2011）。 
②両種は，前述のようにコンクリート水路に接する水田で
は個体数密度が低いことが報告されている（Fujioka and 
Lane，1997；東・武内，1999；佐藤・東，2004；大澤ら，
2005）。 
③両種はともに指に吸盤を持たないことから，吸盤を持つ
種（ニホンアマガエルやシュレーゲルアオガエル）より
も，コンクリート水路から脱出しにくいと推察される。 
④実験を行なう上で，捕獲・飼育が比較的容易である。両
種はともに，茨城県もしくは栃木県で供試個体を入手し
やすく，かつ飼育も比較的容易である。 
 
Ⅱ コンクリート水路による移動障害とその対策の
研究課題 
 
2.1 コンクリート水路による移動障害 
2.1.1 農村地域に生息するカエルの種および移動生態 
本州・四国・九州の本島には，16 種・亜種（以下，「種」
とする）のカエル類が生息する。そのうち 12 種が水田や農
業水路を繁殖場もしくは生息場として利用する（Table 1）。 
ニホンアカガエルおよびヤマアカガエルは，水田で繁殖
し，繁殖後の個体および変態後の個体は，水田から，隣接
する樹林もしくは草地に移動・分散（以下，「移動」とする）
する（Osawa and Katsuno，2001）。同様に水田（もしくはた
め池）―樹林間を移動する移動性の種に，シュレーゲルア
オガエル，モリアオガエル，ニホンヒキガエルおよびアズ
マヒキガエルがいる（前田・松井，1999）。 
トウキョウダルマガエル，ナゴヤダルマガエル，トノサ
マガエル，ツチガエルおよびヌマガエルの 5 種は，水際か
らほとんど離れない定住性の種とされる（前田・松井，1999）。
このうち，ナゴヤダルマガエルの幼体を標識・再捕獲した
研究の結果では，同一の畦畔で生活する個体が多かった（吉
村，2008）。一方で，定住性の種の中にも，圃区を越えて水
田域内を移動する種がいる。例えば，戸金ら（2010）は，
ラジオテレメトリー調査により，トウキョウダルマガエル
が非繁殖期にため池を含む水田域内を移動し，移動距離は
最大で 176m（追跡期間：23 日間）であったことを報告し
ている。 
カエル類の移動に関して，道路での轢死（ロードキル）
は国内外で問題（轢死した個体を食べようとした鳥類が轢
かれる，二次的なロードキルも発生しうる）とされている
（養父，1997）。ロードキル対策として，道路の下にトンネ
ルを設ける（養父，1997），壁等を設けてカエル類の道路へ
の侵入を防ぐ（葦名・柳川，2006），あるいはドイツでは集
中的な移動時期に道路を封鎖する（ロイター，2011）等の
対策が行なわれている。ただし，農道では一般に交通量が
少ないことからロードキルによる影響は小さいと推察さ
れ，これに対して後述のように，移動経路上にあるコンク
リート水路がカエル類の移動障害としてより大きな問題と
考えられる。 
2.1.2 カエル類の生息場・移動経路としての農業水路 
農業水路のうち土水路では，水中もしくは陸上の多様な
空間が，他の生物と同様に，カエル類の採食場や休息場，
捕食者からの一時的な避難場，繁殖場，越冬場を含めた生
息場となる。また水田―樹林間の移動，もしくは水田域内
の移動の際の移動経路でもある。 
農業農村整備後の水田域に設置されることが多いコンク
リート水路は，以下の特徴をもち（森，2007），土水路と大
きく環境が異なる。 
・標準断面は矩形または台形である。 
・水深はほぼ一定である。 
・流速は大きく，狭い区間でみればほぼ一定である。 
・底質はコンクリートで，土砂が堆積している箇所もある。 
・堆積した土砂に植物が生えることがあるが，土水路に比 
 べて少ない。 
・水路の途中に設けられた落差工や垂直（もしくは急勾配）
の水路壁が，生物の移動を妨げている。 
そのため，コンクリート水路は，上述の生息場・移動経路
としての機能が損なわれている場合が多い。 
2.1.3 カエル類のコンクリート水路への転落と移動障
害 
コンクリート水路では，カエル類が水路から脱出できな
いことが，生息場としての機能の劣化とともに問題となっ
ている（林・高橋，2007）。コンクリート水路は水田域内を
分断していたり，水田―樹林間の境界に敷設されていたり
するため，前述のように水田域内を移動する際，もしくは
水田―樹林間を移動する際に，移動経路上にあるコンクリ
ート水路に個体が転落する。また，農家による水田の畦畔
や水路の草刈りの際，個体が退避しようとして水路に転落
することもある。しかし，コンクリート水路の垂直な壁は
指に吸盤のない種が登攀できない（例えばダルマガエル類，
ヒキガエル類について報告されている。大河内ら，2001；
土井，2001）。また吸盤を持つアオガエル類やニホンアマガ
エルも，水が流れている水路で水路壁にしがみつくこと，
更に日射等によって乾いた水路壁をよじ登ることは困難だ
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と考えられる。 
実際，松澤ら（2008）は，ほ場整備済みの谷津田域にお
いて，幅 30cm の U 字溝に転落したカエル類を計数し，シ
ュレーゲルアオガエル（全個体数 602 に占める割合 61%），
トウキョウダルマガエル（19%），ニホンアマガエル（15%），
ニホンアカガエル（4%）およびツチガエル（1%）の転落
を確認している。松﨑（2010）は，松澤ら（2008）と同じ
フィールドで U 字溝に転落したニホンアカガエルを救出し，
うち死亡個体の割合は 2～47%（3 年間で，年により傾向が
異なった）と報告している。またコンクリート水路に接す
る水田では，ニホンアカガエルおよびトウキョウダルマガ
エルの生息密度が低い実態が報告されている（Fujioka and 
Lane，1997；東・武内，1999；佐藤・東，2004；大澤ら，
2005）。 
以上のように，コンクリート水路では，個体が転落し，
その後に脱出できない状態にある。更に水田―樹林間の個
体の移動もしくは別の水田への移動が妨げられている状態
にある。コンクリート水路による移動障害は，ニホンアカ
ガエル等の移動性の種とトウキョウダルマガエル等の定住
性の種の両方にとってマイナスと考えられる。 
 
2.2 コンクリート水路における移動対策の実態と課題 
2.2.1 コンクリート水路における移動対策の事例 
コンクリート水路による移動障害を解消するため，カエ
ル類の転落を防ぐためのフタ等の転落防止工や水路からの
脱出を可能にするスロープ等の脱出工が設置され始めてい
る（Fig. 4）。これらの移動対策（移動障害を解消する対策）
について，商業誌や試験報告，講演要旨集等も含めて収集
した事例を Table 2 に示す。 
事例（Table 2）を整理すると，移動対策はいくつかのタ
イプに分けられる。転落防止工では，水路区間の全面（数
十～数百 m）にフタを設置するもの（全面タイプ，Fig. 4
の a），それができない場合に一部の区間（数 m）にフタを
設置するもの（部分タイプ，Fig. 4 の b）がある。脱出工で
は，対象区間のコンクリート壁面を傾斜させ，その斜壁面
に凹凸をつけたもの（全面タイプ，Fig. 4 の c），および一
部の区間（数十 cm～数 m）の両側もしくは片側を拡幅し，
スロープやフトンカゴを設置したもの（部分タイプ，Fig. 4
の d）がある。これらの脱出工の多くは，いずれも水利事
業等での水路施工時にしか設置できない。仮に既存のコン
クリート水路に設置する場合には，既存の水路を撤去して
新たに脱出工を設置することになるため，大掛かりな工事
が必要であり，現実的ではない。しかし，カエル類の生息
地によっては既設のコンクリート水路での対策こそ必要だ
と考えられるため，アタッチメントとして設置できる簡便
な着脱式の脱出工（Fig. 4 の e）も必要である。この例とし
てマツ材および麻紐を用いた脱出スロープ（森，2001）や，
集水桝へのネットの設置（高橋，2006），「亀かえるスロー
プ」（本多，2011；Fig. 4 の e）が考案されている。 
なお，Table 2 に記載した以外にも，農業農村整備事業の
個別地区で対策が行なわれていることがある。しかし，事
業計画書や設計書等にすら具体的な工法や仕様の記載がな
い場合も多い。このことは，事業の完了後もしくは担当者
の異動後には，設置された移動対策の詳細を把握できなく
なる危険性を示唆する。対策の知見を蓄積・共有する上で，
情報の一元的な集約・管理が望まれる。 
2.2.2 移動対策の評価の現状と課題 
転落防止工のうち，全面タイプの設置によってニホンア
カガエルがコンクリート水路を横断できることが確認され
ている（中村ら，2002；水谷ら，2005；川嶋，2007）。部分
タイプの転落防止工について，フタの設置場所や設置密度
と個体の横断の成功との関係は明らかではない。 
 
転落 
防止工  
a 全面タイプ（数十 m の区間にフタを設置） 
 
b 部分タイプ（数 m の区間にフタを設置） 
  
脱出工  c 全面タイプ（数十 m の区間を緩傾斜化） 
 
 
d 部分タイプ（数十 cm～数 m の    e 着脱式 
区間にスロープを設置） 
   
Fig. 4 移動障害を解消するための対策の種類 
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脱出工については，設置事例（Table 2）が多い一方で，
これらの中には開発者の経験に基づいて設計されているも
のも多い。設置後にも定量的な効果の把握はほとんど行わ
れていない。カエル類がどの程度脱出できるか，もしくは
個体群を保全できるか等の効果を示している論文は見当た
らない。査読つきでない学会要旨等で報告はあるが（森，
2001；坂本・岡，2006；高橋，2006；加島・渡邊，2006；
大平ら，2008；福井県農業試験場，2009；池田ら，2009；
吹田，2011；横山ら，2011），これらは試験方法等が詳細に
記載されていないため，効果を判断するには不十分である。
したがって，これらの対策の性能を評価することは重要な
課題である。 
地域の組織や NPO が，生物とのふれあいを楽しむ点に重
点を置いて移動対策を講じる際には，カエル類に対する効
果が低くても構わない場合があるかもしれない。しかし，
農業農村整備事業や国・地方自治体の補助を受けて設置す
る場合には，地区の実情に応じて，対象の個体群を保全で
きる対策を講じなければならない。そのため，対策の効果
の検証，更に対策の開発・改良に不可欠なカエル類の運動
能力や行動特性等の知見の蓄積が必要である。 
なお，林道等の道路側溝に設置する脱出工に関する知見
として，川西・西原（1995），倉品（1995），倉品・阿部（1996），
石塚・鈴木（1998），野上・鈴木（1999），大河内ら（2001），
葦名・柳川（2006）がある。道路側溝は降雨中・後を除け
ば基本的に水が流れず，灌漑期間中は通水している農業水
路とは特性が大きく異なることから，側溝と水路で同じ性
能が保障されるとは限らない。側溝で用いられている脱出
工を水路に設置する場合には，水が流れている条件での性
能の試験が必要である。 
脱出工の設計に不可欠なカエル類の遊泳や跳躍，登攀（と
うはん）に関する知見も不十分である。跳躍について，水
平方向の跳躍能力（枡屋ら，2000；土井，2002）の知見は
あるが，水路からの脱出につながる垂直方向の跳躍能力は
調べられていない。登攀能力の知見（大河内ら，2001；土
井，2001，2009；池田ら，2009）について，大河内ら（2001）
は林道の側溝を想定した水が溜まらない装置での実験，土
 
Table 2 移動障害を解消するための対策の事例 
Examples of migration countermeasures 
 タイプ 概要 施工場所 出典等 
転落防
止工 
全面 コンクリート製のフタ 栃木県 水谷ら（2005）， 
栃木県農地整備課 HP 
  間伐材によるフタ 栃木県 林・高橋（2007） 
  梨の防雹ネットによるフタ 栃木県 林・高橋（2007） 
 部分 コンクリート製のフタ 栃木県 筆者ら現地踏査 
  コンクリート製のフタ 千葉県 牧ら（2006） 
  ネットによるフタ 千葉県 緑資源機構（2006） 
脱出工 全面 製品名「ハイ！アガール」。数 mm 幅の溝をつけた 5 分勾配の斜面 青森県 吹田（2011） 
  製品名「NS 水路」。うろこ状の凹凸をつけた斜面 栃木県 筆者ら現地踏査 
  壁面を傾斜させ，多孔質のコンクリートを貼り付け 千葉県 緑資源機構（2006） 
  葦簀を貼り付けたコンクリートフリューム 埼玉県 富岡ら（2007） 
  階段状の凹凸をつけた 5 分勾配の斜面 大分県 加島・渡邊（2006） 
 部分 名称「小動物脱出水路工」。片側に脱出用スロープを設置 青森県 青森県農村整備課（2011） 
  名称「木製集水桝」。集水桝を丸太で護岸 青森県 青森県農村整備課（2011） 
  片側を拡幅し，スロープを設置 秋田県 筆者ら現地踏査 
  片側を拡幅し，スロープを設置 岩手県 緑資源機構（2006） 
  片側を拡幅し，スロープを設置 岩手県 筆者ら現地踏査 
  片側を拡幅し，スロープを設置 福島県 高橋（2006） 
  名称「ミニワンド」。両側を拡幅し，四隅にフトンカゴを設置 栃木県 栃木県農務部（2004） 
  両側を拡幅し，スロープを設置 千葉県 坂本・岡（2006） 
  片側を拡幅し，スロープを設置 埼玉県 関東農政局農村環境部事業計画課
（2002） 
  片側を拡幅し，スロープを設置 新潟県 筆者ら現地踏査 
  片側を拡幅し，スロープを設置 岐阜県 緑資源機構（2007） 
  名称「縦型スロープ」。両側を拡幅し，スロープを設置 福井県 前野・上野（2009） 
福井県農業試験場（2009） 
  片側を拡幅し，スロープを設置 京都府 緑資源機構（2006） 
  製品名「ハイダセール」。片側を拡幅し，スロープを設置 岡山県 ランデス株式会社 HP 
  集水桝にスロープを設置 岡山県 横山ら（2011） 
  片側を拡幅し，スロープを設置 高知県 高知県（2007） 
  両側を拡幅し，フトンカゴで護岸 徳島県 徳島県 HP 
  集水桝を空石で護岸 徳島県 徳島県 HP 
  片側を拡幅し，スロープを設置 鹿児島県 鹿児島県薩摩川内市（2008） 
 部分 名称「亀かえるスロープ」 滋賀県 本多（2011） 
 （着脱式） 集水桝に防水ネットを垂らす 福島県 高橋（2006），緑資源機構（2006） 
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井（2009）および池田ら（2009）も乾いた壁面での実験，
土井（2001）は垂直な壁での実験結果である。そのため，
通水を前提とする農業水路においてより効果の高い脱出工
を検討するのに，直接成果を適用できない。 
2.2.3 本研究で注目する課題 
1) 脱出工の性能評価 
以上のように，コンクリート水路における移動対策の効
果に関する知見は全体的に不足しているが，特に脱出工に
関する知見が不十分である。そこで，脱出工によって個体
がコンクリート水路から脱出できるかどうか，つまり脱出
工の性能評価をまず行なう。その評価の指標は，供試個体
の水路からの脱出率（以下，「水路脱出率」とする）とする。 
本報では，現場で全面タイプよりも部分タイプの脱出工
が多く設置されていること（Table 2），実験水路の大きさや
設置条件等の制約から全面タイプでの試験ができなかった
ことから，部分タイプの脱出工を評価の対象とした。部分
タイプの脱出工を農村工学研究所内（以下，「所内」とする）
の実験水路に設置し，実験により水路脱出率を計測する
（3.1 節）。また，3.1 節で得られた知見を活用して着脱式の
脱出工を試作し，その水路脱出率を計測する（3.2 節）。併
せて，コンクリート水路に転落した個体の挙動，斜面の登
攀能力および脱出工への到達を促す水理条件を明らかにす
る。 
トウキョウダルマガエル等の定住性の種では，コンクリ
ート水路の両側に水田があれば，水路のどちらの側に脱出
しても生息は可能だと推察される。一方で，ニホンアカガ
エルのように水田―樹林間を移動する種にとっては，コン
クリート水路から脱出する際に，転落前と反対側に脱出で
きること，すなわち横断の成功がより重要だと考えられる。
そこで 3.3 節では，水路脱出率とコンクリート水路の横断
成功率との関係を議論する。 
2) 移動対策による個体群保全効果の評価 
移動対策，例えば脱出工の設置によって，転落した個体
がコンクリート水路から脱出できることはまず重要である。
しかし，脱出できるだけではなく，次の段階として，移動
対策の実施地区で将来にわたって個体群が存続できること
が望まれる。そのため，時間的な個体数の変動（以下，「個
体群動態」とする）に注目した評価が必要である。 
個体群動態に基づく移動対策の評価には，フィールドで
のモニタリングの実施が必要である。しかし，評価のため
の数年から数十年にわたるモニタリングは困難な場合も多
い。仮にモニタリングを継続できたとしても評価するのに
長期間を要し，評価結果が得られるのは数十年後となる。
これに対し，対策時点で，任意の期間後に個体群が存続す
る確率（以下，「個体群存続率」とする）を事前予測・評価
できる手法の開発が必要だと考えられる。そこで，本報で
は個体群存続性分析（Population Viability Analysis；PVA）に
着目した。個体群存続性分析は，対象種が直面する脅威を
識別し，その種が将来の所与の期間を存続する可能性を評
価する手続きとされる（Akçakaya et al.，1999）。カエル類
については，生息場の分断（Stephan et al.，2001；Hels and 
Nachman，2002；松﨑，2010；戸金，2010）や移入した捕
食者（Doubledee et al.，2003）に対する影響評価に利用され
ている。 
本報では，移動対策によって個体群の存続を可能にする
効果（以下，「個体群保全効果」とする）に注目した。その
評価の指標は，個体群動態モデルにより計算した個体群存
続率とする。4.1 節では，対象種と個体群動態モデルの骨格
を検討する。4.2 節では，移動を考慮しない場合の個体群動
態モデルをまず構築する。その上で，生存率等のパラメー
タ値を推定するとともに，モデルの妥当性を確認する。4.3
節では，密度依存性を考慮した個体群動態モデルを構築す
る。4.4 節では，移動対策の個体群保全効果を評価するため
の，コンクリート水路の横断行動を組み込んだ個体群動態
モデルを構築する。その上で，コンクリート水路による移
動障害が個体群存続率に与える影響を明らかにするととも
に，移動対策の個体群保全効果を考察する。 
 
Ⅲ 脱出工の性能評価 
 
3.1 部分タイプの脱出工の性能評価 
本節では，トウキョウダルマガエルとニホンアカガエル
では前者の運動能力がより低いと考えられたため，トウキ
ョウダルマガエル（Fig. 3 の a）を供試個体として，水路脱
出率を指標として部分タイプの脱出工の性能を評価するこ
ととした。加えて，スロープの傾斜角並びに水理条件のう
ち現場水路で操作しやすい水深および流速と水路脱出率と
の関係を明らかにするとともに，水路に転落した直後の個
体の行動特性を明らかにする。なお，本節で注目したスロ
ープの傾斜角および水路の水深・流速は，脱出工を設計す
る上で最も基本的な条件といえる。しかし，アズマヒキガ
エルが登攀できるスロープの傾斜角に関する論文（大河内
ら，2001。ただし，農業水路ではなく，水の流れない道路
の側溝を対象としたもの）しか見当たらない。 
3.1.1 実験方法 
(1) 供試個体 
2007 年 8～10 月に栃木県市貝町の谷津田において，素手
もしくは手網により捕獲したトウキョウダルマガエル 85
個体を実験に用いた。供試個体の体長（頭胴長）分布は Fig. 
5 のようになり，体長は 38±10mm（平均±標準偏差）であ
った。捕獲後の個体は体長別に 34～90L 水槽 3 個に収容し，
市販のミルワームおよびコオロギを餌として室内で飼育し
た。 
(2) 実験装置 
実験装置の概要を Fig. 6 に示す。ここでは，現場で末端・
小水路として採用されているコンクリート水路の諸元を参
考にしつつ，実験条件の設定や行動観察の容易さ等を考慮
して，幅 20cm，深さ 25cm のベニヤ製水路を室内に配置し
た。実験用水は循環しており，ポンプ（最大流量 2.0L/s）
によって貯水槽から汲み上げられ，上流端の三角堰，水路，
下流端の水位調節ゲートを順に通って貯水槽に帰還する。
流路の途中には 100cm 区間の脱出用スロープ（以下，「ス
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井（2009）および池田ら（2009）も乾いた壁面での実験，
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ロープ」とする）を両側に設置した。このスロープの傾斜
角は 5 段階（30°，45°，60°，75°，90°）に調節可能である。
なお，事前にベニヤとコンクリート U 字溝の壁を個体に登
攀させて比較したところ，登攀しやすさに大きな差はみら
れなかった。 
(3) 実験条件 
実験では，①スロープの傾斜角，②水理条件のうち現場
水路で操作しやすい水深および断面平均流速（以下，「流速」
とする）について，段階的に変化させた際のトウキョウダ
ルマガエルの水路脱出率を把握するため，以下のように実
験条件を設定した。 
1) 実験① スロープの傾斜角と水路脱出率との関係 
スロープの傾斜角と個体の水路脱出率との関係を検討す
るため，Table 3 の Case1-1～1-15 の実験条件を設定した。
流量は捕獲地区での計測値等を参考に 2L/s とし，水深は個
体の水路への着地（底に後脚が届く）状況に応じて 2 段階
（2cm，水路底に全個体が着地できる；5cm，全個体が着地
できず，体が浮き上がる）を設定した。また，コントロー
ルとして流量 0L/s を実験条件に加えた。スロープの傾斜角
については 30°，45°，60°，75°，90°とした。したがって当
実験では流量，水深および傾斜角の全組合せを実験条件と
した（Table 3 の Case1-1～1-15）。 
なお，傾斜角 30°の Case1-6 および Case1-11 を代表させ
て表面流速分布を画像解析（ライブラリー社 Flow-PTV を
使用）した。プラスチック製の浮き 100 個による流速分布
は Fig. 7 のように推定され，表面の水流は拡幅部でわずか
にスロープに向かう傾向および逆流する傾向がみられた。 
2) 実験② 傾斜角 30°のスロープにおける水深，流速と
水路脱出率との関係  
水深および流速と個体の水路脱出率との関係を検討する
ため，水深と流速を段階的に変えて Table 3 の Case2-1～2-6
の実験条件を設定した。スロープの傾斜角を実験①から個
体が最も登攀しやすいと推察された 30°に固定した。水深
は 2 段階（2cm，5cm）とし，流速は現場での測定値を参考
に実験①の 20cm/s，50cm/s および更に遅い 5cm/s の 3 段階
を設定した。これらの水深および流速を組み合わせた水理
条件となるように流量および水深を調節した。ただし，ポ
ンプの最大流量を超える水深 5cm・流速 50cm/s の組み合わ
せは実験しなかった。なお，実験②は実験①と同じ実験方
法および解析方法を採用したことから，実験の長期化によ
る個体の疲労や慣れを避けるため，水深・流速・傾斜角が
同一の条件（Case2-1，2-4 および 2-6）については実験①の
データを使用した（Table 3）。 
(4) 実験方法 
各 Case の条件（Table 3）を設定した後，飼育水槽から無
作為に選んだ 45 個体を水路の転落地点 A（スロープ区間中
央）または B（区間上流 1m）に同時に転落させた（Fig. 6）。
転落地点は Case1-1～1-5 および Case2-1（流量 0L/s）では
地点Aとし，Case1-6～1-15およびCase2-2～2-6（0.2～2L/s）
では個体の流下行動に配慮して地点 B とした（Table 3）。
転落後は水路直上のビデオカメラにより，反応が落ち着く
 
 
Fig. 5 供試個体の体長分布 
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Fig. 6 実験装置の概要 
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Table 3 実験条件一覧 
Experimental conditions 
Case 流量 
L/s 
水深 
cm 
平均流速 1） 
cm/s 
スロープ 
の傾斜角 ° 
落下 
 地点 2） 
1-1 
03） 03） 0 
30 
A 
1-2 45 
1-3 60 
1-4 75 
1-5 90 
1-6 
2 2 50 
30 
B 
1-7 45 
1-8 60 
1-9 75 
1-10 90 
1-11 
2 5 20 
30 
B 
1-12 45 
1-13 60 
1-14 75 
1-15 90 
2-14) 03） 03） 0 
30 
A 
2-2 0.2 2 5 
B 
2-3 0.8 2 20 
2-45) 2 2 50 
2-5 0.5 5 5 
2-66) 2 5 20 
1）平均流速は流量，水深，水路幅 20cm から算出したもの。 
2）A：スロープ区間の中央，B：スロープ区間の 1m 上流（Fig. 6
参照）。3）コントロール条件。4）Case1-1 のデータを使用。5）Case1-6
のデータを使用。6）Case1-11 のデータを使用。 
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までの個体の行動を 60 分間撮影した。実験途中で水路から
脱出した個体については，その体長を計測した。終了後は
個体を水路から取り除き，元の飼育水槽に戻した。 
実験は 2007 年 8～10 月に原則として 1 日 1Case を 1～2
(5) VTRによる個体の行動解析 
解析では，まず各 Case の VTR から，転落後 60 分間にお
ける個体の行動を観察した。次に脱出工の評価指標として，
転落した 45 個体のうちスロープに到達した個体の割合（以
下，「スロープ到達率」とする），およびスロープを登攀し
て水路外に脱出した個体の割合（以下，「水路脱出率」とす
る）を計数した。 
3.1.2 結果 
(1) 転落後の個体の行動 
各 Case に共通して，転落後の個体は徐々に転落地点から
分散した。通水条件下のうちほとんどの Case では，下流側
に移動する傾向が強かった。 
通水条件下では，流れに逆らう個体の遊泳行動が観察さ
れた。この行動は主として 3 過程が繰り返され，①連続し
て両脚で蹴り出す，②蹴り出すタイミングがずれ，交互に
脚を蹴り出す，③一旦脚を止める，から成っていた。 
遊泳行動の休止中に静止行動が観察された。主として後
脚が水路底に届く個体は着地し，届かない個体は前肢で水
路壁につかまっていたが，総じて同じ位置に静止し続ける
個体はいなかった。 
水路から脱出した個体は，ほとんどの Case においてスロ
ープを利用した。その割合は全体で 30%（全 Case 延べ 810
個体のうち 241 個体）であった。その他，跳躍して水路外
に飛び出す個体（2%，13 個体）もわずかながらみられた。
なお，Case1-6（流量 2L/s，水深 2cm，傾斜角30°）および
Case1-11（流量 2L/s，水深 5cm，傾斜角30°）におけるそ
れぞれ 3 個体を代表させて，その軌跡を Fig. 8 に示した。
個体の軌跡は一様ではなく，スロープに到達しても登攀せ
ずに静止する個体（Fig. 8 Case1-6 の個体①）や再び泳ぎ出
す個体（Case1-6 の個体③）も中にはみられた。 
(2) 実験① スロープ傾斜角による水路脱出率への影響 
1) Case1-1～1-5（コントロール） 
Case1-1～1-5（流量 0L/s，水深 0cm），Case1-6～1-10（2L/s，
2cm），Case1-11～1-15（2L/s，5cm）のそれぞれについて，
スロープ到達率と水路脱出率を Fig. 9 にまとめて示す。水
路から脱出した個体には多様な体長の個体が含まれていた。
これを示すため，体長区分（便宜的に 30mm 未満を小型，
30mm 以上 40mm 未満を中型，40mm 以上を大型とした）
ごとに網掛を変えて表わしている。 
Case1-1～1-5 では傾斜角 30～60°のスロープ到達率は 49
（Case1-3）～60%（Case1-1），水路脱出率は 42（Case1-3）
～58%（Case1-2）であった（Fig. 9 の a）。傾斜角 45～90°
では跳躍によって脱出する大型個体が計 9 個体みられた。 
2) Case1-6～1-15（通水条件下） 
Case1-6～1-10（水深 2cm）および Case1-11～1-15（水深
5cm）では，水路から脱出した個体はすべてスロープを使
用し，跳躍して脱出した個体はいなかった。 
Fig. 7 表面流速分布の例 
Example of velocity at water surface 
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Fig. 8 転落した個体の軌跡の例 
Example of individual trajectories after dropping into channel 
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日間隔で行なった。実験時の室温は 24.6±3.2℃（平均±標
準偏差），水温は 23.1±1.7℃であった。どの Case も個体の
重複使用を避けられないため，各 Case の繰り返し数は 1 回
にとどめた。 
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までの個体の行動を 60 分間撮影した。実験途中で水路から
脱出した個体については，その体長を計測した。終了後は
個体を水路から取り除き，元の飼育水槽に戻した。 
実験は 2007 年 8～10 月に原則として 1 日 1Case を 1～2
(5) VTRによる個体の行動解析 
解析では，まず各 Case の VTR から，転落後 60 分間にお
ける個体の行動を観察した。次に脱出工の評価指標として，
転落した 45 個体のうちスロープに到達した個体の割合（以
下，「スロープ到達率」とする），およびスロープを登攀し
て水路外に脱出した個体の割合（以下，「水路脱出率」とす
る）を計数した。 
3.1.2 結果 
(1) 転落後の個体の行動 
各 Case に共通して，転落後の個体は徐々に転落地点から
分散した。通水条件下のうちほとんどの Case では，下流側
に移動する傾向が強かった。 
通水条件下では，流れに逆らう個体の遊泳行動が観察さ
れた。この行動は主として 3 過程が繰り返され，①連続し
て両脚で蹴り出す，②蹴り出すタイミングがずれ，交互に
脚を蹴り出す，③一旦脚を止める，から成っていた。 
遊泳行動の休止中に静止行動が観察された。主として後
脚が水路底に届く個体は着地し，届かない個体は前肢で水
路壁につかまっていたが，総じて同じ位置に静止し続ける
個体はいなかった。 
水路から脱出した個体は，ほとんどの Case においてスロ
ープを利用した。その割合は全体で 30%（全 Case 延べ 810
個体のうち 241 個体）であった。その他，跳躍して水路外
に飛び出す個体（2%，13 個体）もわずかながらみられた。
なお，Case1-6（流量 2L/s，水深 2cm，傾斜角30°）および
Case1-11（流量 2L/s，水深 5cm，傾斜角30°）におけるそ
れぞれ 3 個体を代表させて，その軌跡を Fig. 8 に示した。
個体の軌跡は一様ではなく，スロープに到達しても登攀せ
ずに静止する個体（Fig. 8 Case1-6 の個体①）や再び泳ぎ出
す個体（Case1-6 の個体③）も中にはみられた。 
(2) 実験① スロープ傾斜角による水路脱出率への影響 
1) Case1-1～1-5（コントロール） 
Case1-1～1-5（流量 0L/s，水深 0cm），Case1-6～1-10（2L/s，
2cm），Case1-11～1-15（2L/s，5cm）のそれぞれについて，
スロープ到達率と水路脱出率を Fig. 9 にまとめて示す。水
路から脱出した個体には多様な体長の個体が含まれていた。
これを示すため，体長区分（便宜的に 30mm 未満を小型，
30mm 以上 40mm 未満を中型，40mm 以上を大型とした）
ごとに網掛を変えて表わしている。 
Case1-1～1-5 では傾斜角 30～60°のスロープ到達率は 49
（Case1-3）～60%（Case1-1），水路脱出率は 42（Case1-3）
～58%（Case1-2）であった（Fig. 9 の a）。傾斜角 45～90°
では跳躍によって脱出する大型個体が計 9 個体みられた。 
2) Case1-6～1-15（通水条件下） 
Case1-6～1-10（水深 2cm）および Case1-11～1-15（水深
5cm）では，水路から脱出した個体はすべてスロープを使
用し，跳躍して脱出した個体はいなかった。 
Fig. 7 表面流速分布の例 
Example of velocity at water surface 
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Fig. 8 転落した個体の軌跡の例 
Example of individual trajectories after dropping into channel 
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日間隔で行なった。実験時の室温は 24.6±3.2℃（平均±標
準偏差），水温は 23.1±1.7℃であった。どの Case も個体の
重複使用を避けられないため，各 Case の繰り返し数は 1 回
にとどめた。 
 
 
スロープの傾斜角に着目すると，Case1-6～1-10 のうち， スロープ到達率は傾斜角 30°で 92%（Case1-6）になったが，
傾斜角 90°（スロープなし）では 4%（Case1-10）まで低下
した（Fig. 9の b）。水路脱出率は傾斜角 30°で 62%（Case1-6）
であったが，傾斜角75°以上（Case1-9，1-10）になると急
激に 0％になった。この傾向は Case1-11～1-15 でも同様で
あった（Fig. 9 の c）。スロープの傾斜角が大きくなるほど，
スロープ到達率および水路脱出率は低くなる傾向がみられ
た（ANOVA，スロープ到達率：p<0.01，水路脱出率：p<0.01）。 
一方，水深（・流速）に着目すると，スロープ到達率は
水深 2cm（流速 50cm/s）の時 2（Case1-10）～91%（Case1-6， 
1-7），水深 5cm（流速 20cm/s）の時 0（Case1-15）～84%
（Case1-11，1-12）であった。水路脱出率は水深 2cm（流速
50cm/s）の時 0（Case1-9，1-10）～62%（Case1-7），水深 5cm
（流速 20cm/s）の時 0（Case1-14，1-15）～56%（Case1-11）
であった。スロープ到達率と水路脱出率ともに水深（・流
速）による違いは認められなかった（ANOVA，スロープ到
達率：p>0.05；水路脱出率：p>0.05）。  
傾斜角 30～60°（Case 1-6～1-8 および 1-11～1-13）では，
小型・中型・大型のいずれの体長区分の個体も脱出した。
これらの Case について，体長区分別の個体数を VTR の静
止画像から推定，体長区分別の水路脱出率を算出し，体長
区分，傾斜角および水深（・流速）による水路脱出率の差
を比較した。しかし，どの因子についても特徴的な傾向は
みられず，統計的に有意な差もなかった（ANOVA，p>0.05）。
水路脱出率と同様に傾斜角 30°と 45°のスロープ到達率はほ
ぼ等しかった（Fig. 9 の b，c）。しかし，傾斜角 45°ではス
ロープに到達後，上陸する過程で足を滑らせる大型個体が
8 個体みられた。 
(3) 実験② 傾斜角 30°のスロープにおける水深・流速に
よる水路脱出率への影響  
1) Case2-1（コントロール） 
Case2-1～2-6 について，スロープ到達率と水路脱出率を
Fig. 10 に示す。Case2-1 ではスロープ到達率は 60%，水路
脱出率は 53%であった。   
2) Case2-2～2-6（通水条件下） 
Case 2-2（水深 2cm・流速 5cm/s）のスロープ到達率は 4%，
水路脱出率は 2%であった。Case2-3～2-6（水深 5cm 以上も
しくは流速 20cm/s 以上）のスロープ到達率は 78（Case2-5）
～91%（Case2-4），水路脱出率は33（Case2-3）～58%（Case2-4）
であった（Fig. 10）。Case 2-2 でのスロープ到達率および水
路脱出率は Case2-3～2-6 での値と比較して著しく低かった
（χ2検定，Tukey 検定，p<0.01）。なお，大型 4 個体（Case2-2
の 3 個体，Case2-5 の 1 個体）はスロープ区間以外で跳躍し
て水路から脱出した。 
3.1.3 考察 
(1) 脱出しやすいスロープの傾斜角 
 
Fig. 9 ｛流量 0L/s・水深 0cm｝，｛流量 2L/s・水深 2cm｝および｛流
量 2L/s・水深 5cm｝の Case におけるスロープ到達率と水路
脱出率 
Proportion of individuals reaching sloped walls and escaping 
from channel after falling into the channel with {flow rate of 
0 L/s and depth of 0 cm}, {flow rate of 2 L/s and depth of 2 
cm} and {flow rate of 2 L/s and depth of 5 cm}  
 
Fig. 10 異なる水深（0，2，5cm）・流速条件（0，5，20，50cm/s）
の組み合わせにおけるスロープ到達率と水路脱出率 
Proportion of individuals reaching sloped walls and escaping 
from the channel after dropping into the channel with a 
combination of depths of {0, 2 and 5 cm} and average flow 
velocities of {0, 5, 20 and 50 cm/s} 
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スロープの傾斜角を変えてスロープ到達率および水路脱
出率を試験した結果（実験①），傾斜角 30°と 45°では同程
度に高いスロープ到達率および水路脱出率を示した（Fig. 
9）。しかし，傾斜角 45°ではスロープに上陸する際に足を
滑らせる行動，もしくは登攀する際に滑落する行動が特に
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とって登攀しにくかったと推察される。登攀個体の観察か
ら，指に吸盤を持たない本種は，水路壁やスロープの凹凸
に指を掛けながら登攀していた。大きな個体ほど，同じ大
きさの凹凸に対して指を掛けにくくなるため，登攀能力が
相対的に低くなるのかもしれない。 
一方で，跳躍による水路からの脱出が体長 38～62mm の
個体で観察されており，大きな個体では跳躍による水路か
らの脱出も期待される。本種の体長と水平方向の跳躍距離
との間に正の相関が報告されており（桝屋ら，2000），本種
と近縁のナゴヤダルマガエルおよびトノサマガエルでも同
様の傾向が報告されている（土井，2002）。水路から脱出す
る際に必要となる垂直方向の跳躍能力をこれらから議論す
ることはできないが，大きな個体は垂直方向の跳躍能力も
大きいと推察される。しかし，水路壁がより高い水路や個
体の後脚が水路底に届かない大水深の水路では，跳躍での
脱出は困難になるだろう。したがって，部分タイプの脱出
工でスロープを設置する場合や全面タイプの脱出工で壁面
を傾斜させる場合には，大きな個体の登攀能力にも配慮す
る必要があり，傾斜角を 30°以下とすることで，個体がよ
り脱出しやすいと考えられる。 
スロープの登攀能力について，変態直後のアズマヒキガ
エル幼体（体長は記載されていない）でも同様の結果，す
なわち傾斜角 60°以下で登攀でき，傾斜角が小さいほど道
路側溝からの脱出率が相対的に高かったことが報告されて
いる（大河内ら，2001）。吸盤をもたない他の種についても
登攀能力を体長別に把握し，これらの種別にスロープの傾
斜角と水路脱出率との関係を明らかにする必要がある。 
(2) 脱出を促す水理条件 
水路の水深と平均流速を変えてスロープ到達率と水路脱
出率を試験した結果（実験②），水深2cm・流速5cm/s（Case2-2）
でのスロープ到達率は他の条件（Case2-3～2-6）と比べて著
しく低かった（Fig. 10）。この条件では，個体は自由に移動
または静止でき，下流への移動傾向が弱かったことから，
スロープ区間にたどり着く個体が少なかったと考えられる。
また水のない条件（Case2-1）において，個体はスロープ区
間の中央に転落したにもかかわらず，スロープ到達率は流
水条件下（Case2-3～2-6）での値と比べて低く（Fig. 10），
目の前にあるスロープを必ずしも利用しなかった。すなわ
ち，行動が阻害されない水理条件の場所に転落した個体は，
自由に移動するが故に脱出工に到達できない可能性がある。 
では，水路を流下してスロープ区間に来た個体は，この
区間を通過せずにスロープに到達するのだろうか。個体が
スロープに到達する理由について，実験での観察から，後
脚が水路底に届かない水深では岸辺を目指すという行動特
性によると仮定し，補足的な試験を行なった。補足試験で
は，FRP 水槽（116cm×77cm）を水深 10cm（個体の後脚は
底に届かない）に湛水し，トウキョウダルマガエル 20 個体
を転落させた。水槽に転落した個体は遊泳と静止を繰り返
したが，1 分間隔で水槽直上から写真撮影して個体の分布
を確認したところ，壁につかまっている個体数（13±5；平
均±標準偏差）はつかまっていない個体数（7±5）に比べ
て有意に多かった（ANOVA，df=1，F=161，p<0.01）。以上
の結果により，自由に遊泳できる静水条件ですら遊泳せず
に壁につかまっていることが多かったことから，遊泳行動
が制限される流水条件下ではこの傾向がいっそう強まると
考えられる。実際には，実験水路の水面の水流は拡幅部で
わずかにスロープに向かう場所もあり（Fig. 7），流下して
きた個体はいっそうスロープに到達しやすかったと推察さ
れる。したがって，脱出工より上流において，下流への移
動傾向を高める水理条件に設定すれば，本種は水路壁に沿
って移動し，下流に配置されている脱出工に到達できると
考えられる。 
(3) トウキョウダルマガエルの遊泳能力の推定 
各 Case では，転落後の個体について，流れに逆らう遊泳
行動がしばし観察された。個体の主な遊泳行動は 3 過程に
分類され，このうち連続して両脚で蹴り出す行動を遊泳の
基本（以下，「基本遊泳」とする）とみなした。そこで補足
的に，流れに対する基本遊泳の遊泳速度（＝移動距離 cm／
時間 s）と遊泳時間を，その観察頻度が高かった Case1-10
および Case1-15 について体長区分別に算出した。 
その結果，基本遊泳時の遊泳速度は平均29（流速20cm/s，
小型個体）～62cm/s（流速 50cm/s，大型個体）であり，体
長の大きな個体ほど，また流速が大きいほど遊泳速度は大
きかった。一方で，遊泳時間は体長や流速による違いは認
められず，平均 1.2～3.2s であった。なお，流速 5cm/s 時で
も，流速 20cm/s 時と同程度の遊泳速度［平均 21（小型個体）
～32cm/s（大型個体）］および遊泳時間（平均 1.3s）であっ
た。すなわち，緩い流速であっても 1 回の基本遊泳で上流
へ移動できる距離は短く，本種が遊泳して上流へ移動する
のは困難であると考えられる。現場のコンクリート水路に
おいても本種が下流に流される様子が頻繁に観察され，本
種は流水中での遊泳を得意としないと考えられる。 
したがって，部分タイプの脱出工を設置する場合には，
流されて脱出工を通過しないように脱出工の周囲の流速を
小さくすること，および更に下流へと流された個体が脱出
する機会をつくるために複数箇所に脱出工を設けることが
必要だと考えられる。特に脱出工の周辺では設計流量に対
して流速をできるだけ小さくすることが，個体を脱出しや
すくする上で重要だと考えられる。 
3.1.4 まとめ 
コンクリート水路に転落したカエル類が脱出できるため
の脱出工について，部分タイプの脱出工の性能を評価した。
供試個体には，登攀能力が低く，ほ場整備等の影響を受け
やすいとされるトウキョウダルマガエルを用いた。試験条
件として，脱出工のスロープの傾斜角および水路の水深・
流速を変えながら試験を繰り返した。その結果，以下が明
らかになった。 
大型個体で観察され，傾斜角 45°のスロープは大型個体に
①脱出工のスロープの傾斜角を変えながら水路脱出率を計
測した結果，通水している場合，傾斜角30～45°で水路
脱出率は 50～60%であった。傾斜角が大きくなると水路
脱出率が低下し，75～90°で水路脱出率は 0%であった。
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とって登攀しにくかったと推察される。登攀個体の観察か
ら，指に吸盤を持たない本種は，水路壁やスロープの凹凸
に指を掛けながら登攀していた。大きな個体ほど，同じ大
きさの凹凸に対して指を掛けにくくなるため，登攀能力が
相対的に低くなるのかもしれない。 
一方で，跳躍による水路からの脱出が体長 38～62mm の
個体で観察されており，大きな個体では跳躍による水路か
らの脱出も期待される。本種の体長と水平方向の跳躍距離
との間に正の相関が報告されており（桝屋ら，2000），本種
と近縁のナゴヤダルマガエルおよびトノサマガエルでも同
様の傾向が報告されている（土井，2002）。水路から脱出す
る際に必要となる垂直方向の跳躍能力をこれらから議論す
ることはできないが，大きな個体は垂直方向の跳躍能力も
大きいと推察される。しかし，水路壁がより高い水路や個
体の後脚が水路底に届かない大水深の水路では，跳躍での
脱出は困難になるだろう。したがって，部分タイプの脱出
工でスロープを設置する場合や全面タイプの脱出工で壁面
を傾斜させる場合には，大きな個体の登攀能力にも配慮す
る必要があり，傾斜角を 30°以下とすることで，個体がよ
り脱出しやすいと考えられる。 
スロープの登攀能力について，変態直後のアズマヒキガ
エル幼体（体長は記載されていない）でも同様の結果，す
なわち傾斜角 60°以下で登攀でき，傾斜角が小さいほど道
路側溝からの脱出率が相対的に高かったことが報告されて
いる（大河内ら，2001）。吸盤をもたない他の種についても
登攀能力を体長別に把握し，これらの種別にスロープの傾
斜角と水路脱出率との関係を明らかにする必要がある。 
(2) 脱出を促す水理条件 
水路の水深と平均流速を変えてスロープ到達率と水路脱
出率を試験した結果（実験②），水深2cm・流速5cm/s（Case2-2）
でのスロープ到達率は他の条件（Case2-3～2-6）と比べて著
しく低かった（Fig. 10）。この条件では，個体は自由に移動
または静止でき，下流への移動傾向が弱かったことから，
スロープ区間にたどり着く個体が少なかったと考えられる。
また水のない条件（Case2-1）において，個体はスロープ区
間の中央に転落したにもかかわらず，スロープ到達率は流
水条件下（Case2-3～2-6）での値と比べて低く（Fig. 10），
目の前にあるスロープを必ずしも利用しなかった。すなわ
ち，行動が阻害されない水理条件の場所に転落した個体は，
自由に移動するが故に脱出工に到達できない可能性がある。 
では，水路を流下してスロープ区間に来た個体は，この
区間を通過せずにスロープに到達するのだろうか。個体が
スロープに到達する理由について，実験での観察から，後
脚が水路底に届かない水深では岸辺を目指すという行動特
性によると仮定し，補足的な試験を行なった。補足試験で
は，FRP 水槽（116cm×77cm）を水深 10cm（個体の後脚は
底に届かない）に湛水し，トウキョウダルマガエル 20 個体
を転落させた。水槽に転落した個体は遊泳と静止を繰り返
したが，1 分間隔で水槽直上から写真撮影して個体の分布
を確認したところ，壁につかまっている個体数（13±5；平
均±標準偏差）はつかまっていない個体数（7±5）に比べ
て有意に多かった（ANOVA，df=1，F=161，p<0.01）。以上
の結果により，自由に遊泳できる静水条件ですら遊泳せず
に壁につかまっていることが多かったことから，遊泳行動
が制限される流水条件下ではこの傾向がいっそう強まると
考えられる。実際には，実験水路の水面の水流は拡幅部で
わずかにスロープに向かう場所もあり（Fig. 7），流下して
きた個体はいっそうスロープに到達しやすかったと推察さ
れる。したがって，脱出工より上流において，下流への移
動傾向を高める水理条件に設定すれば，本種は水路壁に沿
って移動し，下流に配置されている脱出工に到達できると
考えられる。 
(3) トウキョウダルマガエルの遊泳能力の推定 
各 Case では，転落後の個体について，流れに逆らう遊泳
行動がしばし観察された。個体の主な遊泳行動は 3 過程に
分類され，このうち連続して両脚で蹴り出す行動を遊泳の
基本（以下，「基本遊泳」とする）とみなした。そこで補足
的に，流れに対する基本遊泳の遊泳速度（＝移動距離 cm／
時間 s）と遊泳時間を，その観察頻度が高かった Case1-10
および Case1-15 について体長区分別に算出した。 
その結果，基本遊泳時の遊泳速度は平均29（流速20cm/s，
小型個体）～62cm/s（流速 50cm/s，大型個体）であり，体
長の大きな個体ほど，また流速が大きいほど遊泳速度は大
きかった。一方で，遊泳時間は体長や流速による違いは認
められず，平均 1.2～3.2s であった。なお，流速 5cm/s 時で
も，流速 20cm/s 時と同程度の遊泳速度［平均 21（小型個体）
～32cm/s（大型個体）］および遊泳時間（平均 1.3s）であっ
た。すなわち，緩い流速であっても 1 回の基本遊泳で上流
へ移動できる距離は短く，本種が遊泳して上流へ移動する
のは困難であると考えられる。現場のコンクリート水路に
おいても本種が下流に流される様子が頻繁に観察され，本
種は流水中での遊泳を得意としないと考えられる。 
したがって，部分タイプの脱出工を設置する場合には，
流されて脱出工を通過しないように脱出工の周囲の流速を
小さくすること，および更に下流へと流された個体が脱出
する機会をつくるために複数箇所に脱出工を設けることが
必要だと考えられる。特に脱出工の周辺では設計流量に対
して流速をできるだけ小さくすることが，個体を脱出しや
すくする上で重要だと考えられる。 
3.1.4 まとめ 
コンクリート水路に転落したカエル類が脱出できるため
の脱出工について，部分タイプの脱出工の性能を評価した。
供試個体には，登攀能力が低く，ほ場整備等の影響を受け
やすいとされるトウキョウダルマガエルを用いた。試験条
件として，脱出工のスロープの傾斜角および水路の水深・
流速を変えながら試験を繰り返した。その結果，以下が明
らかになった。 
大型個体で観察され，傾斜角 45°のスロープは大型個体に
①脱出工のスロープの傾斜角を変えながら水路脱出率を計
測した結果，通水している場合，傾斜角30～45°で水路
脱出率は 50～60%であった。傾斜角が大きくなると水路
脱出率が低下し，75～90°で水路脱出率は 0%であった。
 
 
脱出率が相対的に高かった。更に，本種の大型個体の登
攀しやすさを考慮して，30°以下が望ましいと考えられた。 
②水路の水深と流速を変えながら水路脱出率を計測した結
果，水深 2cm・流速 5cm/s での水路脱出率は 2%と低く，
水深 5cm 以上もしくは流速 20cm/s 以上では，水路脱出率
は 33～58%であった。前者の条件では，個体が自由に行
動できるために脱出工に到達せず，後者の条件では，個
体が自由に行動しにくくなり，水路壁にとりつこうとし
ながら壁沿いを流下する途中で脱出工に到達すると考え
られた。したがって，個体が自由に行動しにくい水理条
件とすること，例えば脱出工より上流で個体の後脚が水
路底に届かない水深に設定することで，脱出を促すこと
ができると考えられた。 
③個体の遊泳能力を解析した結果，遊泳速度は流速条件に
よって平均 29～62cm/s，遊泳時間は平均 1.2～3.2s であっ
た。個体が遊泳して上流に移動するのは難しいと考えら
れることから，脱出工の周辺では，個体が流されて脱出
工を通過しないよう，設計流量に対して流速をできるだ
け小さくする必要があると考えられた。 
 
水深・流速のコントロールが容易な現地では，②および
③のような水理条件の配慮が特に有効だと推測される。た
だし，灌漑期の用・排水路のように本実験での水深・流速
条件を上回る場合や，遊泳能力・登攀能力がより低いと推
察される変態直後の個体が転落した場合，別の種が転落し
た場合には水路脱出率は異なると考えられることから，条
件を変えて更に知見を蓄積する必要がある。 
 
3.2 着脱式の脱出工の試作および性能評価 
本節では，既存のコンクリート水路で移動障害を解消で
きるよう，簡便に設置・取り外しできる着脱式の脱出工を
3.1 節の成果を参考にして試作し，その性能を評価する。実
験には，カエル類の種間で運動能力の違いが指摘されてい
ることから（桝屋ら，2000；土井，2002），トウキョウダル
マガエルおよびニホンアカガエルの2種（Fig. 3）を用いた。
実験条件は，3.1 節でカエル類の脱出行動への影響が示唆さ
れた水路の通水の有無，およびこれまで未解明であった脱
出工の設置数とした。 
3.2.1 実験方法 
(1) 供試個体 
トウキョウダルマガエルは，2008 年 9～10 月に茨城県つ
くばみらい市の平地に広がる水田において，手網により捕
獲した 40 個体を実験に用いた。捕獲後の個体は 400L 水槽
（幅 60cm×長さ 140cm×深さ 49cm）に収容し，所内で採集
した昆虫類を餌として飼育した。  
ニホンアカガエルは，実験に必要な個体数を現場で確保
するのが困難であったことから，飼育個体を実験に用いた。
飼育個体は，本種の卵塊を 2008 年 3～4 月に栃木県および
茨城県内の谷津田で採集し，所内の屋外飼育施設（11m×
30m）にて成育したものである。  
供試個体の体長（頭胴長）分布図はFig. 11のようになり，
トウキョウダルマガエルは体長 36±4mm（平均±標準偏差，
延べ 159 個体），ニホンアカガエルは 41±8mm（延べ 158
個体）であった。 
(2) 実験施設 
実験施設の概要を Fig. 12 に示す。ここでは実験条件の設
定や行動観察の容易さ等を考慮して，所内の屋外実験水路
を用いた。水路は U 字溝（JIS A 5372 ベンチフリューム 2
種 500 型，水路幅 50cm，深さ 39cm）であり，水路延長 30m，
勾配 1/180 である。実験用水は循環しており，ポンプによ
って貯水槽から汲み上げられ，上流端の三角堰，水路，下
流端の水位調節ゲートを順に通って貯水槽に流入する。水
路の土羽は高さ約 1cm に刈り込まれた芝生で，ほぼ水平で
あった。 
(3) 着脱式の脱出工の試作 
既設の U 字溝（用水・排水用の末端水路・小水路を想定）
に着脱可能な脱出工として脱出工 A～C を試作した（Fig. 
13）。脱出工 A は，個体が水路壁沿いを流下しやすいとい
う 3.1 節の結果を参考に，1m の区間にわたってネット（ポ
リエチレン製，4mm 目合，青色）を垂らしたものである（Fig. 
13 の a）。ネットは鉄製の杭により 3 箇所で水路の土羽に固
定した。ネットの裏側を個体が登攀した場合を考慮して，
土羽へと抜け出せるように，個体がくぐれる隙間を設けた。 
脱出工 B は，U 字溝に橋（幅 4cm）を架け，両脇に木製
スロープ（幅 4cm）を設置したものである（Fig. 13 の b）。
 
Fig. 11 供試個体の体長分布 
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Fig. 12 実験水路の概要図 
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すなわち，脱出工のスロープの傾斜角は 30～45°で水路
実験では，水路延長に制限があることから，個体の転落
位置を上流端から3m地点に，脱出工の設置位置を6mおよ
び26m地点に設定した（以下，脱出工を区別する場合には
それぞれ「上流脱出工」，「下流脱出工」とする）。貯水槽
への個体の転落防止ネットを29m地点に設置した。また，
水路を脱出した個体が施設の外に逸出することを防ぐた
め，プラスチック製波板による高さ40cmの囲いを設置した
（Fig. 12）。 
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(4) 実験条件 
脱出工の種類，脱出工の設置数，通水の有無の各条件に
よる対象種の水路脱出率の差異を比較するため，Table 4 に
示す実験条件を設定した。脱出工の種類は，非設置および
脱出工 A～C の 4 水準とした。脱出工の設置数は，1 箇所
および 2 箇所の 2 水準とした。1 箇所の場合には上流脱出
工を，2 箇所の場合には上流脱出工および下流脱出工を設
置した（Fig. 12）。 
通水の有無は，通水なし，および通水ありの 2 水準とし
た。通水時には，トウキョウダルマガエルが生息する現場
の水路で著者らが測定した水深および流速（個体が水面付
近で静止・遊泳することが多いため表面流速）の値に近づ
くように通水した。流量は一定（約 20L/s）とした。縦断方
（KENEK 社製 VP2000 を使用）した結果，流速は 36±8cm/s
であった。流量，水深および水路の横断面の形状から通水
断面の平均流速を計算すると，断面平均流速は 29±10cm/s
であった。なお，上記の流量は，用水路に対して適正用水
量 20～30mm/d（農林水産省構造改善局計画部資源課，2000）
を水田面積 5～8ha（概ねほ区レベル）に与える流量に相当
する。排水路の流量は，降雨時を除けば，これよりも小さ
いと推察される。流速について，参照した現場は平地で，
水路勾配が比較的小さい地域であり，勾配の大きい地域の
水路であれば同じ流量でもより大きな流速になると推察さ
れる。 
実験では，供試個体数の不足から，同一個体を繰り返し
用いることが避けられなかった。実験期間の長期化や反復
による疲労や慣れを防ぐため，対象種，脱出工の種類，脱
出工の設置数および通水の有無を組み合わせた実験条件
（Table 4）を設定した。実験順は無作為に選定した。 
(5) 実験方法 
各 Case の条件（Table 4）を設定した後，対象種（トウキ
ョウダルマガエルもしくはニホンアカガエル）20 個体を供
試個体として無作為に選んだ。本実験では，運動に影響を
与えうる指切りやタグ等の個体識別を避ける必要があり，
一方で実験開始からの経過時間を把握する必要があったこ
とから，供試個体を転落地点（Fig. 12）に一斉に転落させ
る方法を採用した。転落時点を実験開始とし，以降 60 分間
を実験時間とした。実験中の個体の移動や脱出行動等を目
視で観察し，特徴的な行動を記録した。 
水路から脱出した個体は除去し，その体長を計測した。
また，水路の上・下流端に到達した個体は，実験区間外に
移動したとみなして除去し，同様に体長を計測した。なお，
個体の観察および除去作業が個体の行動に影響を与えない
ように注意した。実験終了時に水路内に残留していた個体
はすべて水路から除去し，体長を計測した。各 Case の実験
Fig. 13 試作した脱出工 
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Table 4 実験条件一覧 
Experimental conditions 
Case1） 対象種 2） 
脱出工 
の種類 
設置数 
通水の 
有無 
実験順 
1 トウ なし 0 なし 1 
2 トウ なし 0 あり 14 
3 トウ A 1 なし 3 
4 トウ A 2 あり 10 
5 トウ B 1 あり 8 
6 トウ B 2 なし 6 
7 トウ C 1 あり 11 
8 トウ C 2 なし 15 
9 ニホ なし 0 あり 2 
10 ニホ なし 0 なし 9 
11 ニホ A 1 あり 4 
12 ニホ A 2 なし 5 
13 ニホ B 1 なし 7 
14 ニホ B 2 あり 16 
15 ニホ C 1 なし 13 
16 ニホ C 2 あり 12 
1）Case 番号は便宜的に割り振った。2）トウ：トウキョウダル
マガエル，ニホ：ニホンアカガエル。 
 
0.50m
0.39m
1.0m
カエルが
くぐれる隙間
鉄製の
杭で固定
傾斜角
30°
スロープと
水路壁の
隙間を
ネットで覆う
4cm
4cm 橋
スロープの
下端を重り
で固定
ネットを橋から
垂らし，針金
に掛ける
両側の
スロープを
結ぶ針金
スロープの傾斜角は，3.1節の結果を参考に30°とした。ス
ロープと水路壁との間にできた隙間を4mm目合のネット
で覆った。このネットをスロープの表面にも貼り，滑り止
めとした。 
脱出工Cは，脱出工Bの両側のスロープ間に針金を張り，
橋部分から4mm目合のネットを垂らしたものである（Fig. 
13のc）。ネットは針金に掛けられている。通水させない実
験条件では，針金はスロープの最下端の位置に張った。通
水させる実験条件では，針金は水面下 1cmに適宜調節し，
これにより水の流れを遮る部分を極力小さくして，ネット
による通水阻害を軽減させるようにした。 
向に約 2m間隔で測線をとって，水路幅を 4 等分する 3 点で
水深を測定した結果，水深は 16±5cm（平均±標準偏差）
であった。同じ測定点において，水面下 1cmで流速を測定
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(4) 実験条件 
脱出工の種類，脱出工の設置数，通水の有無の各条件に
よる対象種の水路脱出率の差異を比較するため，Table 4 に
示す実験条件を設定した。脱出工の種類は，非設置および
脱出工 A～C の 4 水準とした。脱出工の設置数は，1 箇所
および 2 箇所の 2 水準とした。1 箇所の場合には上流脱出
工を，2 箇所の場合には上流脱出工および下流脱出工を設
置した（Fig. 12）。 
通水の有無は，通水なし，および通水ありの 2 水準とし
た。通水時には，トウキョウダルマガエルが生息する現場
の水路で著者らが測定した水深および流速（個体が水面付
近で静止・遊泳することが多いため表面流速）の値に近づ
くように通水した。流量は一定（約 20L/s）とした。縦断方
（KENEK 社製 VP2000 を使用）した結果，流速は 36±8cm/s
であった。流量，水深および水路の横断面の形状から通水
断面の平均流速を計算すると，断面平均流速は 29±10cm/s
であった。なお，上記の流量は，用水路に対して適正用水
量 20～30mm/d（農林水産省構造改善局計画部資源課，2000）
を水田面積 5～8ha（概ねほ区レベル）に与える流量に相当
する。排水路の流量は，降雨時を除けば，これよりも小さ
いと推察される。流速について，参照した現場は平地で，
水路勾配が比較的小さい地域であり，勾配の大きい地域の
水路であれば同じ流量でもより大きな流速になると推察さ
れる。 
実験では，供試個体数の不足から，同一個体を繰り返し
用いることが避けられなかった。実験期間の長期化や反復
による疲労や慣れを防ぐため，対象種，脱出工の種類，脱
出工の設置数および通水の有無を組み合わせた実験条件
（Table 4）を設定した。実験順は無作為に選定した。 
(5) 実験方法 
各 Case の条件（Table 4）を設定した後，対象種（トウキ
ョウダルマガエルもしくはニホンアカガエル）20 個体を供
試個体として無作為に選んだ。本実験では，運動に影響を
与えうる指切りやタグ等の個体識別を避ける必要があり，
一方で実験開始からの経過時間を把握する必要があったこ
とから，供試個体を転落地点（Fig. 12）に一斉に転落させ
る方法を採用した。転落時点を実験開始とし，以降 60 分間
を実験時間とした。実験中の個体の移動や脱出行動等を目
視で観察し，特徴的な行動を記録した。 
水路から脱出した個体は除去し，その体長を計測した。
また，水路の上・下流端に到達した個体は，実験区間外に
移動したとみなして除去し，同様に体長を計測した。なお，
個体の観察および除去作業が個体の行動に影響を与えない
ように注意した。実験終了時に水路内に残留していた個体
はすべて水路から除去し，体長を計測した。各 Case の実験
Fig. 13 試作した脱出工 
Prototypes of escape countermeasures 
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Table 4 実験条件一覧 
Experimental conditions 
Case1） 対象種 2） 
脱出工 
の種類 
設置数 
通水の 
有無 
実験順 
1 トウ なし 0 なし 1 
2 トウ なし 0 あり 14 
3 トウ A 1 なし 3 
4 トウ A 2 あり 10 
5 トウ B 1 あり 8 
6 トウ B 2 なし 6 
7 トウ C 1 あり 11 
8 トウ C 2 なし 15 
9 ニホ なし 0 あり 2 
10 ニホ なし 0 なし 9 
11 ニホ A 1 あり 4 
12 ニホ A 2 なし 5 
13 ニホ B 1 なし 7 
14 ニホ B 2 あり 16 
15 ニホ C 1 なし 13 
16 ニホ C 2 あり 12 
1）Case 番号は便宜的に割り振った。2）トウ：トウキョウダル
マガエル，ニホ：ニホンアカガエル。 
 
0.50m
0.39m
1.0m
カエルが
くぐれる隙間
鉄製の
杭で固定
傾斜角
30°
スロープと
水路壁の
隙間を
ネットで覆う
4cm
4cm 橋
スロープの
下端を重り
で固定
ネットを橋から
垂らし，針金
に掛ける
両側の
スロープを
結ぶ針金
スロープの傾斜角は，3.1節の結果を参考に30°とした。ス
ロープと水路壁との間にできた隙間を4mm目合のネット
で覆った。このネットをスロープの表面にも貼り，滑り止
めとした。 
脱出工Cは，脱出工Bの両側のスロープ間に針金を張り，
橋部分から4mm目合のネットを垂らしたものである（Fig. 
13のc）。ネットは針金に掛けられている。通水させない実
験条件では，針金はスロープの最下端の位置に張った。通
水させる実験条件では，針金は水面下 1cmに適宜調節し，
これにより水の流れを遮る部分を極力小さくして，ネット
による通水阻害を軽減させるようにした。 
向に約 2m間隔で測線をとって，水路幅を 4 等分する 3 点で
水深を測定した結果，水深は 16±5cm（平均±標準偏差）
であった。同じ測定点において，水面下 1cmで流速を測定
 
 
終了後，用いた個体は元の飼育水槽および飼育施設に戻し
た。 
実験は 2008 年 10 月 3～22 日の日中（10～17 時）に行な
った。原則的に，それぞれの対象種について 1 日 1Case と
して，1～2 日間隔で実験を行なった。実験時の気温は
22.5±1.8℃，水温は 20.5±0.7℃，湿度は 68.3±7.7 であっ
た。 
(6) 解析方法 
各 Case について，水路脱出率（供試個体数に占める水路
から脱出した個体数の割合）を算出した。ただし，実験に
用いた延べ 320 個体のうち 3 個体が水路下流端のネットを
乗り越える等により実験中に水路内から逸出したことから，
その個体数は水路脱出率の分母とする供試個体数から除外
して，水路脱出率を算出した。 
対象種（トウキョウダルマガエル，ニホンアカガエル），
脱出工の種類（脱出工なし，脱出工 A，脱出工 B，脱出工
C），設置数（1 箇所，2 箇所）および通水条件（通水なし，
通水あり）の主効果並びに 2 因子間の交互作用による水路
脱出率の差異を，分散分析により解析した。ここで，主効
果とは各因子による単独の影響のことであり，交互作用と
は一方の因子の値によって他方の因子が結果に与える影響
が異なることである。分母が異なる比率のデータは母集団
の正規性が仮定できないため，水路脱出率を逆正弦変換し
た値を分散分析に用いた。要因変動の小さい因子は誤差と
してプーリングした（中村，1997）。有意（F 検定，5 水
準）な因子は，多重比較（Tukey’s HSD 検定）を行なった。
解析には統計解析ソフトウェア R version 2.9.0（ R 
Development Core Team，2009）を用いた。 
 3.2.2 結果 
(1) 転落後の個体の行動 
通水なしの条件（Case1，3，6，8，10，12，13，15）で
は，転落後の個体は転落地点から上流・下流方向の両方に
分散した。実験開始から 3 分間で下流端（転落地点から 26m
下流）に到達した個体や，水路の上流側・下流側を行き来
した個体も中にはみられた。 
通水ありの条件（Case2，4，5，7，9，11，14，16）では，
すべての個体が下流に移動した。その過程で，受動的に流
下した個体や，流れに逆らって遊泳した個体，前肢で水路
壁につかまった個体が観察された。概して個体は潜らずに，
水面を流下・遊泳した。脱出工の設置区間に到達した個体
の中には，脱出工を素通りした個体や，ネット（脱出工 A）
およびスロープ（脱出工 B，C）の途中で静止して実験終了
まで水路から脱出しなかった個体もみられた。 
水路から脱出した個体は，ほとんどの Case において脱出
工を利用した（Table 5）。その割合は全体で 26%（317 個体
のうち 81 個体，体長 29～54mm）であった。脱出工を利用
せずに脱出した個体は 1%（通水のない Case10，12，15。
ニホンアカガエル 4 個体，体長 43～49mm）であり，跳躍
して脱出する様子が観察された。 
トウキョウダルマガエルを対象種とした Case1～8 につ
いて，その体長の範囲が等分されるように 2 分し（小型：
29～39mm； n=131，大型：40～51mm；n=27），水路脱出
率を比較した。その結果，小型個体の水路脱出率（平均21%）
は大型個体の水路脱出率（ 9%）よりも有意に高かった（Fig. 
14，逆正弦変換した水路脱出率による t 検定，p<0.05）。ニ
ホンアカガエル（Case9～16）では，体長区分（小型：26
～40mm；n=68，大型：41～56mm；n=85）による水路脱出
率（小型：34%，大型：35%）の差は見られなかった（p>0.05）。 
 
Table 5 各 Case における観測値 
Results of each experiment 
C 
a 
s 
e 
実 験 条 件 
供試 
個体 
数 
脱出しなかった個体数 脱出した個体数 
水路 
脱出 
率 
（ ） 
脱出工
到達率
2） 
（ ） 
対象 
種 1) 
 
脱出工
の種類 
設 
置 
数 
通水 
の 
有無 
実験終了時の個体の位置 合計 
 
 
脱出工を利用 跳躍等 合計 
 
 
上流 
脱出工 
下流脱
出工 
小計 脱出工
以外 
上流 
脱出工 
下流 
脱出工 
小計  
1 トウ なし 0 なし 193） - - - 19 19 - - - 0 0 0 - 
2 トウ なし 0 あり 20 - - - 20 20 - - - 0 0 0 - 
3 トウ A 1 なし 20 0 - 0 19 19 1 - 1 0 1 5 5 
4 トウ A 2 あり 20 0 4 4 14 18 0 2 2 0 2 10 30 
5 トウ B 1 あり 20 0 - 0 19 19 1 - 1 0 1 5 5 
6 トウ B 2 なし 20 0 0 0 19 19 0 1 1 0 1 5 5 
7 トウ C 1 あり 20 0 - 0 7 7 13 - 13 0 13 65 65 
8 トウ C 2 なし 20 0 0 0 8 8 11 1 12 0 12 60 60 
9 ニホ なし 0 あり 20 - - - 20 20 - - - 0 0 0 - 
10 ニホ なし 0 なし 193） - - - 17 17 - - - 2 2 11 - 
11 ニホ A 1 あり 20 2 - 2 15 17 3 - 3 0 3 15 25 
12 ニホ A 2 なし 20 1 0 1 9 10 5 4 9 1 10 50 50 
13 ニホ B 1 なし 20 0 - 0 17 17 3 - 3 0 3 15 15 
14 ニホ B 2 あり 193） 0 5 5 0 5 3 11 14 0 14 74 100 
15 ニホ C 1 なし 20 0 - 0 15 15 4 - 4 1 5 25 20 
16 ニホ C 2 あり 20 0 2 2 0 2 12 6 18 0 18 90 100 
計     317 3 11 14 218 232 56 25 81 4 85 27 30 
1）トウ：トウキョウダルマガエル，ニホ：ニホンアカガエル。2）供試個体数に占める脱出工から脱出した個体数および実験終了時に脱
出工に留まっていた個体数の和の割合。3）実験中に逸出した 1 個体を除外。 
 
%
%
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(2) 各因子の水路脱出率への影響 
各 Case の結果（Table 5）をもとに，水路脱出率を逆正弦
変換して分散分析を行なった。水路脱出率に影響する因子
として，対象種，脱出工の種類および脱出工の設置数の主
効果，並びに対象種―設置数間の交互作用が有意であった
（Table 6，F 検定，p<0.05）。トウキョウダルマガエルの水
路脱出率（平均 19%）よりもニホンアカガエルの水路脱出
率（35%）の方が高かった（p<0.05）。なお，通水の有無（通
水なしでの水路脱出率：21%，通水あり：32%）による水
路脱出率への影響は小さかった（p>0.05）。以下では，脱出
工の種類および脱出工の設置数別の水路脱出率を，対象種
別に比較する。 
(3) 脱出工の種類と水路脱出率 
対象種別および脱出工の種類別に水路脱出率を比較する
と（Fig. 15），トウキョウダルマガエルの水路脱出率は，脱
出工 C（63%）が，脱出工なし（0%），脱出工 A（8%）お
よび脱出工 B（5%）よりも有意に高かった（Tukey’s HSD
検定，p<0.05）。ニホンアカガエルの水路脱出率は，脱出工
C（58%），脱出工 B（44%），脱出工 A （33%），脱出工な
し（5%）の順に高く，脱出工 B および脱出工 C は脱出工
なしよりも有意に高かった（p<0.05）。すなわち，脱出工 C
では，トウキョウダルマガエルとニホンアカガエルの両種
とも水路脱出率が高かった。 
(4) 脱出工の設置数と水路脱出率 
対象種別および脱出工の設置数別に水路脱出率を比較す
ると（Fig. 16），トウキョウダルマガエルの水路脱出率は，
1 箇所設置する場合（25%）と 2 箇所設置する場合（25%）
で変わらなかった（p>0.05）。ニホンアカガエルの水路脱出
率は，1 箇所設置する場合（18%）よりも 2 箇所設置する
場合（71%）の方が高かった（p<0.05）。 
3.2.3 考察 
(1) コンクリート水路による移動障害の再確認 
フィールド調査による既往研究において，水路改修を伴
うほ場整備の実施がカエル類の生息に悪影響を及ぼすこと
を示唆する結果が得られている（Fujioka and Lane，1997；
田上ら，2007；松澤ら，2008）。その原因として，工事によ
る直接的なダメージ（表土の剥ぎ取りや現況の土水路の埋
め戻し），水路のコンクリート化による移動障害，生息に適
した畦畔の面積の減少（上陸後の生息スペースの減少）等
が推測されるが（Fig. 2），フィールドのデータからそれぞ
れの影響を分けて定量することは困難である。一方，本章
のような実験は，水路のコンクリート化による移動障害の
影響を直接，定量的に評価するものであり，その影響の緩
和を図る上での重要な知見を与える。 
本節の実験結果では，脱出工以外から脱出できた個体は
全体の 1%（トウキョウダルマガエル：0%，ニホンアカガ
エル：3%）に過ぎず，それらの個体はいずれも通水してい
ない条件下で水路から脱出していた（Table 5）。水路や実験
の条件は異なるが，3.1 節の試験結果でも，幅 20cm，深さ
 
 
    棒は 8Case の平均，エラーバーは標準偏差を表す 
Fig. 14 体長区分別の水路脱出率 
Differences of proportion escaping between large and small frogs 
 
Table 6 逆正弦変換した水路脱出率に対する分散分析 
Allocation on table of orthogonal array  
 Df Sum Sq Mean Sq F value p 
A：対象種 1 736 736 13 <0.05 * 
B：脱出工の種類 3 4,407 1,469 26 <0.01 ** 
C：設置数 1 879 879 15 <0.01 ** 
A・B の交互作用 3 474 158  3 n.s. 
A・C の交互作用 1 793 793 14 <0.01 ** 
残差 1） 6 298 50   
   合  計 15 7,587 506   
1）通水の有無（D）並びに A・D，B・C および B・D の交互作用
を残差にプーリングした。 
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棒は平均，エラーバーは標準偏差を表す 
Fig. 15 脱出工の種類別の水路脱出率 
Differences of proportion escaping among 3 type countermeasures 
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Fig. 16 脱出工の設置数別の水路脱出率 
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25cmの水路において，脱出工を使わずに跳躍して水路から
脱出できたトウキョウダルマガエルは，供試個体全体のわ
ずか 2%であった。3.1 節の実験水路の深さは，現場のU字
溝等のコンクリート水路のうち比較的浅い規格に相当する
が，脱出工がない場合（スロープの傾斜角が 90°の時）の
水路脱出率は低い。より深いコンクリート水路では，いっ
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(2) 各因子の水路脱出率への影響 
各 Case の結果（Table 5）をもとに，水路脱出率を逆正弦
変換して分散分析を行なった。水路脱出率に影響する因子
として，対象種，脱出工の種類および脱出工の設置数の主
効果，並びに対象種―設置数間の交互作用が有意であった
（Table 6，F 検定，p<0.05）。トウキョウダルマガエルの水
路脱出率（平均 19%）よりもニホンアカガエルの水路脱出
率（35%）の方が高かった（p<0.05）。なお，通水の有無（通
水なしでの水路脱出率：21%，通水あり：32%）による水
路脱出率への影響は小さかった（p>0.05）。以下では，脱出
工の種類および脱出工の設置数別の水路脱出率を，対象種
別に比較する。 
(3) 脱出工の種類と水路脱出率 
対象種別および脱出工の種類別に水路脱出率を比較する
と（Fig. 15），トウキョウダルマガエルの水路脱出率は，脱
出工 C（63%）が，脱出工なし（0%），脱出工 A（8%）お
よび脱出工 B（5%）よりも有意に高かった（Tukey’s HSD
検定，p<0.05）。ニホンアカガエルの水路脱出率は，脱出工
C（58%），脱出工 B（44%），脱出工 A （33%），脱出工な
し（5%）の順に高く，脱出工 B および脱出工 C は脱出工
なしよりも有意に高かった（p<0.05）。すなわち，脱出工 C
では，トウキョウダルマガエルとニホンアカガエルの両種
とも水路脱出率が高かった。 
(4) 脱出工の設置数と水路脱出率 
対象種別および脱出工の設置数別に水路脱出率を比較す
ると（Fig. 16），トウキョウダルマガエルの水路脱出率は，
1 箇所設置する場合（25%）と 2 箇所設置する場合（25%）
で変わらなかった（p>0.05）。ニホンアカガエルの水路脱出
率は，1 箇所設置する場合（18%）よりも 2 箇所設置する
場合（71%）の方が高かった（p<0.05）。 
3.2.3 考察 
(1) コンクリート水路による移動障害の再確認 
フィールド調査による既往研究において，水路改修を伴
うほ場整備の実施がカエル類の生息に悪影響を及ぼすこと
を示唆する結果が得られている（Fujioka and Lane，1997；
田上ら，2007；松澤ら，2008）。その原因として，工事によ
る直接的なダメージ（表土の剥ぎ取りや現況の土水路の埋
め戻し），水路のコンクリート化による移動障害，生息に適
した畦畔の面積の減少（上陸後の生息スペースの減少）等
が推測されるが（Fig. 2），フィールドのデータからそれぞ
れの影響を分けて定量することは困難である。一方，本章
のような実験は，水路のコンクリート化による移動障害の
影響を直接，定量的に評価するものであり，その影響の緩
和を図る上での重要な知見を与える。 
本節の実験結果では，脱出工以外から脱出できた個体は
全体の 1%（トウキョウダルマガエル：0%，ニホンアカガ
エル：3%）に過ぎず，それらの個体はいずれも通水してい
ない条件下で水路から脱出していた（Table 5）。水路や実験
の条件は異なるが，3.1 節の試験結果でも，幅 20cm，深さ
 
 
    棒は 8Case の平均，エラーバーは標準偏差を表す 
Fig. 14 体長区分別の水路脱出率 
Differences of proportion escaping between large and small frogs 
 
Table 6 逆正弦変換した水路脱出率に対する分散分析 
Allocation on table of orthogonal array  
 Df Sum Sq Mean Sq F value p 
A：対象種 1 736 736 13 <0.05 * 
B：脱出工の種類 3 4,407 1,469 26 <0.01 ** 
C：設置数 1 879 879 15 <0.01 ** 
A・B の交互作用 3 474 158  3 n.s. 
A・C の交互作用 1 793 793 14 <0.01 ** 
残差 1） 6 298 50   
   合  計 15 7,587 506   
1）通水の有無（D）並びに A・D，B・C および B・D の交互作用
を残差にプーリングした。 
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棒は平均，エラーバーは標準偏差を表す 
Fig. 15 脱出工の種類別の水路脱出率 
Differences of proportion escaping among 3 type countermeasures 
 
 
棒は平均，エラーバーは標準偏差を表す 
Fig. 16 脱出工の設置数別の水路脱出率 
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25cmの水路において，脱出工を使わずに跳躍して水路から
脱出できたトウキョウダルマガエルは，供試個体全体のわ
ずか 2%であった。3.1 節の実験水路の深さは，現場のU字
溝等のコンクリート水路のうち比較的浅い規格に相当する
が，脱出工がない場合（スロープの傾斜角が 90°の時）の
水路脱出率は低い。より深いコンクリート水路では，いっ
 
 
そうカエル類が脱出しにくくなるであろう。コンクリート
の継ぎ目や付着植物，垂下植物等があればそれらを足掛か
りに脱出できる可能性があるとしても，何も対策のない従
来のコンクリート水路では，転落した後に脱出できる個体
は少ないと考えられる。 
(2) 水路脱出率の高い脱出工の構造 
本節で試作した脱出工のうち脱出工 A および B（Fig. 13
の a，b）は，ニホンアカガエルの水路脱出率が比較的高か
ったが，トウキョウダルマガエルの水路脱出率は低かった
（Fig. 15）。通水している条件下では，どの個体も水路底に
着地して静止することができなかったこと，および水路壁
に沿って個体が移動した傾向は，3.1 節と同様であった。し
かし，単純に水路の両脇にネットもしくはスロープを設置
しただけでは，脱出工に上陸せずに通過してしまう個体も
多く，水路脱出率は高くなかった。 
一方で，水路中央を流下する個体も脱出工に到達できる
置した脱出工 C（Fig. 13 の c）では，両種に対して比較的
高い水路脱出率が得られた（Fig. 15）。実際，通水している
Case7（設置数 1，トウキョウダルマガエル）および Case16
（設置数 2，ニホンアカガエル）では，それぞれ 65%およ
び 100%の個体が脱出工に到達していた（Table 5）。個体は
概して潜らずに水面を移動することが多かったため，水路
の横断面全体を遮らずとも，水面近くにネットが張られて
いるだけでも高い水路脱出率が得られたと考えられる。 
脱出工 C の設置時に水の流れが遮られる部分は左右のス
ロープ部および水面から水面下 1cm にかけて張られたネッ
ト部であり，通水をできるだけ阻害しないように配慮され
(3) 脱出工の複数設置の効果 
ニホンアカガエルでは，脱出工を 2 箇所設置した際に 1
箇所よりも水路脱出率が有意に高く，設置数を増やすこと
で脱出させやすくなることが確認された（Fig. 16）。2 箇所
設置時の水路脱出率（71%）が 1 箇所設置時の水路脱出率
（18%）よりも著しく高かった理由は明らかではなかった。
実際，2 箇所設置時の上流および下流脱出工それぞれから
の脱出個体数（それぞれ 7±4 個体および 7±3 個体，平均
±標準偏差）は，1 箇所設置時の脱出個体数（3±0）より
も多い傾向があったが，その差は有意ではなかった
（Kruskal-Wallis 検定，p>0.05）。本実験結果からは明らかに
できないが，通水していない水路では個体が上流側・下流
側を行き来するため，脱出工の密度を 2 倍にした時に脱出
工に到達し脱出する機会が 2 倍以上に増すかもしれない。
このことは，今後の興味深い検討課題といえる。 
トウキョウダルマガエルの水路脱出率は，1 箇所設置時
と 2 箇所設置時で変わらなかった。しかし，脱出工を 2 箇
所設置した Case のうち Case4 および Case6 では，脱出した
計 3 個体はいずれも下流脱出工を使用していた。Case4 の 4
個体は，実験時間（60 分間）内に脱出しなかったものの，
下流脱出工を登攀する途中だった。したがって，トウキョ
ウダルマガエルについても，脱出工の設置数を増やすこと
で脱出させやすくなると推察される。 
(4) カエル類の種による脱出能力の違い 
本実験で用いた 2 種の供試個体間では，ニホンアカガエ
ルの方が水路脱出率は高かった。更に脱出工を利用せずに
脱出した 4 個体はいずれもニホンアカガエルであった。運
動能力の種間差について，桝屋ら（2000）は，ニホンアカ
ガエルの方がトウキョウダルマガエルよりも水平方向の跳
躍距離が長いことを報告している。水路からの脱出能力に
関わる遊泳能力や垂直方向の跳躍能力および登攀能力を種
ごとに明らかにした知見は見当たらないが，本実験の中で
跳躍によって水路から脱出できたニホンアカガエルは，ト
ウキョウダルマガエルより垂直方向の跳躍能力が高く，更
に水路からの脱出能力も高いと推察される。 
トウキョウダルマガエルでは，3.1 節の結果と同様に，大
型個体よりも小型個体の水路脱出率の方が高かった（Fig. 
14）。登攀による水路からの脱出という点では，大きい個体
ほど有利というわけではないことが示唆される。そのため，
脱出工の開発や設置の際には，小さな個体だけでなく大き
な個体も脱出できる対策とする必要がある。 
なお，本実験では幅広い体長の個体を供試したが（Fig. 
11），変態直後の個体は用いなかった。変態直後の個体は，
本実験での供試個体と遊泳能力や登攀能力が異なると推察
され，水路からの脱出に際して致命的となる条件が異なる
可能性が残るため，時期や供試個体の体長を変えての実験
が更に必要だろう。 
本節で対象としたのは，指に吸盤を持たないため，水路
からの脱出能力が低いと推察されるトウキョウダルマガエ
ルおよびニホンアカガエルの 2 種であった。一方で，それ
以外の種について，数種間で跳躍能力の差が指摘されてい
ることから（桝屋ら，2000），脱出能力も種間で異なると推
察される。また，水路に転落した後の行動特性も種間で異
なるかもしれない。そのため，農村生態系に生息するカエ
ル類の種（Table 1）ごとに，行動特性および脱出能力の知
見を更に蓄積する必要がある。脱出工を設置する際には，
現場の生息種を把握するとともに，蓄積した知見も活用し
ながら，脱出能力がより低い種を対象にした対策とするこ
とになろう。トウキョウダルマガエルとニホンアカガエル
が同所的に生息する地域で移動障害の解消を図る場合には，
脱出能力がより低いトウキョウダルマガエルに合わせた対
策が必要だと考えられる。 
3.2.4 まとめ 
コンクリート水路に転落したカエル類が水路から脱出で
きるように，既存の水路に簡便に設置できる着脱式の部分
タイプの脱出工 3 種を試作した。トウキョウダルマガエル
およびニホンアカガエルを対象に，脱出工の種類，設置数
よう，脱出工の橋部分から水面下 1cmにかけてネットを設
ている。その部分の断面積は，水深 10～30cm時に水路断面
の約 3 割であり，脱出工Bの設置時に流れが遮られる断面
積と比べて大差がない。しかし，その付近で部分的に流速
が減少したり，長時間設置すれば流下するゴミを捕捉した
りすることで，通水を阻害する恐れがある。営農や水路の
維持管理に支障がないように，通水性の時間変化とそれに
伴う水質や見た目への影響の評価を加える必要がある。 
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（1 箇所／2 箇所）および通水条件（通水あり／通水なし）
を変えながら，水路脱出率に基づき性能を評価した。その
結果，以下が明らかになった。 
①脱出工以外から脱出できた個体は全体の 1 %（トウキョ
ウダルマガエル：0%，ニホンアカガエル：3%）に過ぎ
ず，それらの個体はいずれも通水していない条件下で水
路から脱出していた。何の対策も施していない従来のコ
ンクリート水路では，コンクリートの継ぎ目や付着植物，
垂下植物等があればそれらを足掛かりに脱出できる可能
性があるとしても，転落した後に脱出できる個体は少な
いと考えられた。 
②脱出工の種間で比較すると，脱出工 C で水路脱出率が相
対的に高く（トウキョウダルマガエルの水路脱出率 63%，
ニホンアカガエルの水路脱出率 58%），脱出工 B（ 5% ，
44%）と脱出工A（8%，33%）の水路脱出率は低～中程
度であった。水路の両脇にスロープやネットを設置する
だけでなく，脱出工 C のように水路中央からも脱出でき
る構造にすることで，個体を脱出させやすいと考えられ
た。試作した脱出工は，ゴミの捕捉等に伴って通水を阻
害しないかどうかを更に検討する必要があるが，既存の
水路に安価かつ容易に設置できるとともに，草刈等の維
持管理作業の際に一時的に取り外すことができる特徴を
持ち，脱出工として有用であると考えられた。 
③脱出工を複数箇所に設置することで，個体を脱出させや
すくなった。効果的に脱出対策を講じる上で重要となる
脱出工の施工密度や設置間隔による水路脱出率の増減の
定量評価については未実施であり，流速の違いによる影
響の評価を含めて更なる研究が必要である。  
④供試個体間では，トウキョウダルマガエルはニホンアカ
ガエルよりもコンクリート水路からの脱出能力が低かっ
た。またトウキョウダルマガエルは体長の大きな個体の
水路脱出率が低かったが，ニホンアカガエルでは体長に
よる水路脱出率の違いはなかった。両種がともに生息す
る地区では，トウキョウダルマガエルの脱出を対策の目
標とするべきだと考えられた。 
 
3.3 水路脱出率に基づく横断成功率の推定 
3.1 節および 3.2 節では，トウキョウダルマガエルおよび
ニホンアカガエルの水路脱出率を計測した。移動経路上に
あるコンクリート水路を横断して生息場間を移動する上で
は，コンクリート水路から脱出する際に転落前と反対側に
脱出できること（例えば，左岸の土羽にいた個体が，転落
後に右岸の土羽に脱出できること），つまり横断の成功がよ
り重要といえる。そこで本節では，脱出工における水路脱
出率と水路の横断成功率との関係を考察する。 
渡部ら（2012）は，橋およびスロープ（3.2 節で試作した
着脱式の脱出工 B と類似の構造）を設けたコンクリート水
路の模型（Fig. 17）において，水路の土羽にニホンアカガ
エル（体長 33～46mm，N＝14，1case につき 1 個体）を放
し，その後 4 時間の行動を観察した。水路の直上に設置し
たカメラにより 10 秒間隔で水路内を連続撮影し，個体の移
動の軌跡を調べた（Fig. 18）。 
実験時に観察された主な行動を Table 7 に列挙する。水路
に転落した後，コンクリートの壁を登って土羽に脱出した
個体はおらず，水路から土羽に脱出した個体（計 17 回）は，
すべてスロープを通った。このうち，9 回は転落前と反対
側に脱出（横断に成功）し，8 回は転落前と同じ土羽に脱
出（脱出したが横断に失敗）した。すなわち，コンクリー
ト水路への 1 回の転落に対して，横断成功回数は脱出回数
の 5 割であった。 
上記の結果によれば，水路への 1 回の転落に対して，水
路脱出率 E と横断成功率 C は C=E/2 で表わせそうである。
他方，転落前と同じ側の土羽に脱出した個体が，水路の横
断を繰り返し試みる場合，横断成功率は C=E/2+(E/2)2+…
 
Fig. 17 実験装置の概要 
Diagram of experiment device 
 
 
Fig. 18 4 時間の実験における個体の移動軌跡の例 
Example of individual trajectories for 4 hours 
 
Table 7 実験水路で観察された個体の行動の例 
Example of individual actions 
・静止している ・土羽を歩き回る 
・水路に転落する ・水路内を泳ぎ回る 
・水路壁にしがみつく ・スロープに上陸する 
・スロープを登って水路から脱出する  
・跳躍して水路を横断する ・橋を通って水路を横断する 
 
土羽
（人工芝）
水路
（深さ39cm
水深10cm
流速0cm/s）
120cm
スロープ→
橋→
↓カエル
30cm30cm30cm
（上流）
（下流）
0
30
60
90
120
0 30 60 90
縦
断
方
向
（c
m
）
a個体1
0 30 60 90 0 30 60 90
b個体7 c個体12
start
start
start
end
end
end
土羽
スロープ→
土羽
横断方向（cm）
縦
断
方
向
（c
m
）
80 農村工学研究所報告　第 53 号　（2014）
 
 
（1 箇所／2 箇所）および通水条件（通水あり／通水なし）
を変えながら，水路脱出率に基づき性能を評価した。その
結果，以下が明らかになった。 
①脱出工以外から脱出できた個体は全体の 1 %（トウキョ
ウダルマガエル：0%，ニホンアカガエル：3%）に過ぎ
ず，それらの個体はいずれも通水していない条件下で水
路から脱出していた。何の対策も施していない従来のコ
ンクリート水路では，コンクリートの継ぎ目や付着植物，
垂下植物等があればそれらを足掛かりに脱出できる可能
性があるとしても，転落した後に脱出できる個体は少な
いと考えられた。 
②脱出工の種間で比較すると，脱出工 C で水路脱出率が相
対的に高く（トウキョウダルマガエルの水路脱出率 63%，
ニホンアカガエルの水路脱出率 58%），脱出工 B（ 5% ，
44%）と脱出工A（8%，33%）の水路脱出率は低～中程
度であった。水路の両脇にスロープやネットを設置する
だけでなく，脱出工 C のように水路中央からも脱出でき
る構造にすることで，個体を脱出させやすいと考えられ
た。試作した脱出工は，ゴミの捕捉等に伴って通水を阻
害しないかどうかを更に検討する必要があるが，既存の
水路に安価かつ容易に設置できるとともに，草刈等の維
持管理作業の際に一時的に取り外すことができる特徴を
持ち，脱出工として有用であると考えられた。 
③脱出工を複数箇所に設置することで，個体を脱出させや
すくなった。効果的に脱出対策を講じる上で重要となる
脱出工の施工密度や設置間隔による水路脱出率の増減の
定量評価については未実施であり，流速の違いによる影
響の評価を含めて更なる研究が必要である。  
④供試個体間では，トウキョウダルマガエルはニホンアカ
ガエルよりもコンクリート水路からの脱出能力が低かっ
た。またトウキョウダルマガエルは体長の大きな個体の
水路脱出率が低かったが，ニホンアカガエルでは体長に
よる水路脱出率の違いはなかった。両種がともに生息す
る地区では，トウキョウダルマガエルの脱出を対策の目
標とするべきだと考えられた。 
 
3.3 水路脱出率に基づく横断成功率の推定 
3.1 節および 3.2 節では，トウキョウダルマガエルおよび
ニホンアカガエルの水路脱出率を計測した。移動経路上に
あるコンクリート水路を横断して生息場間を移動する上で
は，コンクリート水路から脱出する際に転落前と反対側に
脱出できること（例えば，左岸の土羽にいた個体が，転落
後に右岸の土羽に脱出できること），つまり横断の成功がよ
り重要といえる。そこで本節では，脱出工における水路脱
出率と水路の横断成功率との関係を考察する。 
渡部ら（2012）は，橋およびスロープ（3.2 節で試作した
着脱式の脱出工 B と類似の構造）を設けたコンクリート水
路の模型（Fig. 17）において，水路の土羽にニホンアカガ
エル（体長 33～46mm，N＝14，1case につき 1 個体）を放
し，その後 4 時間の行動を観察した。水路の直上に設置し
たカメラにより 10 秒間隔で水路内を連続撮影し，個体の移
動の軌跡を調べた（Fig. 18）。 
実験時に観察された主な行動を Table 7 に列挙する。水路
に転落した後，コンクリートの壁を登って土羽に脱出した
個体はおらず，水路から土羽に脱出した個体（計 17 回）は，
すべてスロープを通った。このうち，9 回は転落前と反対
側に脱出（横断に成功）し，8 回は転落前と同じ土羽に脱
出（脱出したが横断に失敗）した。すなわち，コンクリー
ト水路への 1 回の転落に対して，横断成功回数は脱出回数
の 5 割であった。 
上記の結果によれば，水路への 1 回の転落に対して，水
路脱出率 E と横断成功率 C は C=E/2 で表わせそうである。
他方，転落前と同じ側の土羽に脱出した個体が，水路の横
断を繰り返し試みる場合，横断成功率は C=E/2+(E/2)2+…
 
Fig. 17 実験装置の概要 
Diagram of experiment device 
 
 
Fig. 18 4 時間の実験における個体の移動軌跡の例 
Example of individual trajectories for 4 hours 
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+(E/2)n+…≒E/(2-E)と計算される。実際には個体数は整数で
あり，転落回数が有限であることから，横断成功率は個体
数の影響を受けると考えられる。そこで横断を試みる個体
数Nを変えながら横断成功率を計算した結果をFig. 19に示
す。なお，Nが 200 以上では概ね C=E/(2-E)の曲線と一致し
たが，いずれも横断成功率は 100%未満であった。そのため，
脱出工において，水路脱出率に対する横断成功率の範囲は，
E/2≦C＜E/(2-E)と推定される。 
この結果をもとに，3.1 節および 3.2 節で計測された各脱
出工の水路脱出率から，横断成功率を推定した（Table 8）。
前述の実験はニホンアカガエルを対象としたが，「1 回の転
落に対して，横断成功率が水路脱出率の 5 割」という結果
は蓋然性があると考えられるため，トウキョウダルマガエ
ルについてもニホンアカガエルと同様に推定値を計算した。
なお，IV 章（移動対策による個体群保全効果の評価）では，
「横断成功率」をパラメータに与えた個体群動態モデルを
構築し，個体群存続率を計算する。本節で作成した水路脱
出率に基づく横断成功率の推定式は，脱出工を設置した場
合の個体群存続率の計算（4.4 節）に活用できるものである。 
 
 
Ⅳ コンクリート水路での移動対策による 
個体群保全効果 
 
4.1 対象種と個体群動態モデルの骨格の検討 
2.2 節で述べたように，脱出工によってカエル類が水路か
ら脱出できるだけでなく，個体群が存続することが重要で
ある。本章では，個体群保全効果（カエル類の個体群の存
続を可能にする効果）を事前予測・評価するための個体群
動態モデルを構築する。更に，個体群動態シミュレーショ
ンの結果をもとにコンクリート水路での移動対策（移動障
害を解消する対策）の個体群保全効果を評価する。 
本節では，個体群動態モデルの骨格を検討する。カエル
類の個体群動態モデルの既往研究では，生息場の分断
（Stephan et al.，2001；Hels and Nachman，2002；松﨑，2010；
戸金，2010）や移入した捕食者（Doubledee et al.，2003）を
考慮した個体群動態モデルが検討されている。またフィー
ルド調査等により，農事暦（吉田ら，2007）や畦畔の植生
管理（大澤ら，2005），気象条件（Pellet et al.，2006），捕食
者（Pope，2008），農薬等の化学物質や紫外線，感染症等
（Mattoon，2002）によるカエル類への影響が指摘されてい
る。これらの知見をもとに，カエル類の個体群動態モデル
に組み込みうる因子を Fig. 20に整理した。個体属性，生
存・成長，繁殖，あるいは移動に関連する因子，人為もし
くは人為以外による外部要因等，様々な因子が考えられる。
一方で，個体群動態モデルに組み込むパラメータが増える
ほど個体群動態のシミュレーション結果は不安定になる。
注目したい事象に応じてパラメータを必要最小限に絞る方
が結果の解釈は容易となる。そこで以下では，対象種と，
その生態に合わせた個体群動態モデルの骨格を検討する。 
第 1 に，生活史の視点から検討する。ニホンアカガエル
は移動性の種であり，主に水田で繁殖し（前田・松井，1999），
繁殖後の親個体および変態・上陸後の当歳個体は，周辺の
樹林，林縁あるいは草地へと移動する（例えば片野ら，
2001；Osawa and Katsuno，2001）。そのため，水田と樹林と
の間の移動経路上にコンクリート水路がある場合，移動す
る個体はコンクリート水路に転落する（Fig. 21 の a）。トウ
キョウダルマガエルは定住性の種であり，年間を通じて水
田や土水路に生息し，水田域内を移動している（戸金ら，
2010；森ら，2009）。水田域を分断するコンクリート水路が
ある場合，移動する個体はコンクリート水路に転落する
（Fig. 21 の b）。したがって，個体群動態モデルは，移動性
の種と定住性の種で異なるものになると考えられる。 
第 2 に，個体群動態モデルの構築に利用できる生態に関
する知見の豊富さについて，ニホンアカガエルでは繁殖生
態や移動生態，齢構成等に関する知見（例えば Kobayashi, 
1962；倉本ら，1971；片野ら，2001；Marunouchi et al.，2002；
Matsushima and Kawata，2005；大澤・勝野，2007；森ら，
2008；渡部ら，2009） がトウキョウダルマガエルを含めた
他の種に比べて多い。 
第 3 に，個体群動態に関する知見の豊富さについて，ニ
ホンアカガエルは，親個体が 1 年に 1 卵塊を産卵すること
（前田・松井，1999），早春に稲が植えられる前の水田等，
植生の少ない浅い止水域に産卵するため卵塊を見つけやす
いことから，卵塊数をメスの親個体数とみなして計数する
モニタリング調査（以下，「卵塊調査」とする）が水田や池
等で行われている（例えば長田，1978；富岡，2000；環境
省自然環境局生物多様性センター，2009）。2011 年現在，
 
 
Fig. 19 水路脱出率と横断成功率の関係 
Relationship between proportion escaping and proportion succeeding 
 
Table 8 脱出工による横断成功率の推定値 
Estimated proportion succeeding via escape countermeasures 
 
  
水路 
脱出率 1) 
横断 
成功率 
3.1 節  トウキョウ 30°のスロープ  40% 29～40%  
 ダルマ 45°のスロープ  36% 27～36%  
 ガエル 60°のスロープ  18% 15～18%  
3.2 節  トウキョウ 着脱式脱出工 A  8% 4  %  
 ダルマ 着脱式脱出工 B  5% 3  %  
 ガエル 着脱式脱出工 C  63% 31～45%  
 ニホンアカ 着脱式脱出工 A  33% 16～19%  
 ガエル 着脱式脱出工 B  44% 22～28%  
  着脱式脱出工 C  58% 29～40%  
1)水路脱出率は平均を使用。 
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環境省主催の「モニタリングサイト 1000 里地調査」の一環
で，全国の 59 地区で卵塊調査が行なわれており（環境省自
然環境局生物多様性センター，2012），今後も多地点で，長
期間のモニタリングデータの蓄積が進むと見込まれる。 
以上のように，知見の豊富さから，まずはニホンアカガ
エルを評価対象種に設定し，水田―樹林間の移動を考慮し
た個体群動態モデルを構築することとした。個体群動態モ
デルは 3 段階（4.2 節～4.4 節）で構築する。4.2 節では，移
動を考慮しない場合の齢階級別のメス個体数の動態を計算
する個体群動態モデル（以下，｢基本モデル｣とした）をま
ず構築する。その上で，シミュレーションに必要なパラメ
ータ値を推定するとともに，基本モデルの妥当性を確認す
る。4.3 節では，基本モデルへの密度依存性に関するパラメ
ータの組み込みを検討し，「密度依存モデル」を構築する。
4.4 節では，水田―樹林間の移動時におけるコンクリート水
路の横断行動を考慮し，移動とコンクリート水路の横断成
功率のパラメータを組み込んだ個体群動態モデル（以下，
「横断モデル」とする）を構築する。コンクリート水路によ
る移動障害の程度が個体群存続率（任意期間後に個体群が
存続する確率）に与える影響を明らかにするとともに，移
動対策の個体群保全効果を考察する。また，4.5 節では，定
住性のトウキョウダルマガエルを評価対象とする場合の水
田域内の移動モデルの構築可能性を考察する。 
 
4.2 基本モデルの構築およびパラメータ値の推定 
本節では，移動を組み込まない場合の齢階級別の個体数
の動態を計算する「基本モデル」を構築する。生存率等の
パラメータ値を推定するとともに，個体群動態シミュレー
ションにより基本モデルの妥当性を検討する。 
4.2.1 方法 
(1) 基本モデルの構築 
齢構造モデル（age structured model）を用いて齢階級別個
体数の年変動をモデル化した。基本モデルのイメージ図を
Fig. 22 に，本節で扱うパラメータを Table 9 に示す。齢構
造モデルは，個体群を複数の齢階級に分割し，齢階級ごと
に生存率や繁殖率等のパラメータ値を与えて個体数の変動
を計算するものであり，カエル類にも適用されている（例
えば Hels and Nachman，2002；Govindarajulu et al.，2005；
松﨑，2010；戸金，2010）。 
本報では，Akçakaya et al.（1999）を参考に，メスのみの
個体数を扱う。これは，本種は，性比の偏りが比較的小さ
く（Marunouchi et al.，2002；松﨑，2010 によれば概ね 1：2
～2：1），オスの鳴き声（mating call）によって集合して繁
殖することから，オスの個体数がメスの個体数の制限要因
にはなりにくいと考えられるためである。これにより，性
比および性に依存する他のパラメータを除外した。また，
成長段階ではなく齢階級に着目することとし，孵化，幼生
期の生存および変態の成功を含む 1 つのパラメータ（後述）
 
Fig. 20 個体群動態モデルに組み込みうる因子 
Variables related to population dynamics models 
 
Fig. 21 移動を考慮した個体群動態モデルのイメージ図 
Scheme of population dynamics models for migrating frogs 
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を設定した。本種は年 1 回，早春の限られた期間に繁殖す
ることから，出生パルス（birth-pulse）型のモデル（Akçakaya 
et al.，1999）とし，時間単位は 1 年間とした。  
Marunouchi et al.（2002）によると，本種は齢階級 1～4
の個体が確認され，うち齢階級 3～4 の個体数は 1 割と少な
い。Akçakaya et al.（1999）は，生存率を推定する際に個体
数が少ないと大きな標本誤差を含みうるとし，齢構成の 3
割程度を占める高齢階級をまとめて結合齢階級（composite 
age class）として扱っている。これを参考に，ここでは齢階
級 3 以上を齢階級「3+」として扱うこととした。 
齢階級別個体数（t 年終了時を基準とした）Nt,1，Nt,2，Nt,3+
は，Nt-1,1，Nt-1,2，Nt-1,3+をもとに式(1)～(4)で表わした（Fig. 22）。 
 
Nt,3+ = St,2 × (Nt-1,2 + Nt-1,3+) (1) 
Nt,2  = St,1 × Nt-1,1 (2) 
Nt,mothor = Nt-1,1* + Nt-1,2 + Nt-1,3+  
 = At×Nt-1,1 + Nt-1,2 + Nt-1,3+ (3) 
Nt,1  = Ft×Nt,mothor (4) 
 
ただし，St,1，St,2：それぞれ t-1 年終了時に齢階級 1，2 の個
体の， t 年終了までの生存率，Nt,1*：Nt,1のうち齢階級 1 か
ら繁殖に参加する個体数，At：齢階級 1 の個体のうち繁殖
に参加する個体の割合，Ft：繁殖率（t 年の繁殖で 1 卵塊か
ら孵化し，t 年終了時まで生残する平均的な子（娘）の個体
数）である。繁殖は t 年の初めに行われ，前年（t-1 年）の
終了時に生残している齢階級 1 の At×100%の個体並びに齢
階級 2および 3+のすべての個体が繁殖に参加すると仮定し
た（Fig. 22，式(3)）。なお，前述のように本種の親個体は 1
年に 1 卵塊を産卵することから，卵塊数 Nt,eggmass は Nt,mothor
と等しいものとした。 
(2) パラメータ値の設定 
パラメータ At，Ft，St,1および St,2の推定値は，Marunouchi 
et al.（2002）の論文の観測データから計算した。この論文
は，1995～1999 年に，広島大学構内の谷津（緑地面積約 1ha）
の湿地（約 7a）で繁殖に集まる個体を捕獲し，個体群動態
を把握したものである。加えて，標識再捕獲調査および骨
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（式(6)）を，暫定的に用いた。 
  f(x)= xα-1(1-x)
β-1
/∫ rα-1(1-r)
β-1
dr
1
0
 （0≦x≦1）   (5) 
  f(x)= {xα-1β-αexp(-x/β)} ∫ rα-1 exp�-r� dr
∞
0
�  （x≧0）  (6) 
ただし，α，βは確率密度関数の特性値である。α，βの値は，
確率分布の平均および標準偏差が，前述のように推定した
各パラメータの平均および標準偏差と等しくなるように与
 
Fig. 22 基本モデルのイメージ図 
Scheme of ‘basic model’ 
 
Table 9 パラメータの一覧 
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t 年 
At 齢階級 1 の個体のうち繁殖に参加する個体の割
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Ft = Nt,1 / (Nt-1,1* + Nt-1,2 + Nt-1,3+) 
N0 シミュレーション開始時（t=0）の齢階級別個体数
の和。N0=N0,1+N0,2+N0,3+ 
Nt,age t 年における齢階級 age の個体数。 
Nt,age* Nt,ageのうち齢階級 1 から繁殖に参加する個体数。 
Nt,eggmass t 年における卵塊数。Nt,eggmass = Nt,mothor 
Nt,mothor t 年における親個体数。Nt,mother =Nt-1,1* +Nt-1,2 +Nt-1,3+ 
St,1 齢階級 1 の個体の，t-1 年から t 年にかけての生存
率。St,1= Nt,2 / Nt-1,1 
St,2 齢階級 2 の個体の，t-1 年から t 年にかけての生存
率。St,2= Nt,3+ / (Nt-1,2+Nt-1,3+)  
 
Nt-1,3+
Nt-1,2
Nt-1,1
t年 t+1年t-1年
Nt+1,mothor
=At+1×Nt,1
+Nt,2+Nt,3+
Nt,3+
Nt,2
Nt,1
Nt+1,3+
Nt+1,2
Nt+1,1
×St,1
Nt,mothor Nt+1,eggmass
幼生 幼体
×Ft Nt,eggmass
卵塊
×St+1,2
×St+1,1
×Ft+1
前年の齢階級1の一部，
齢階級2および齢階級3+
が親個体になる．
Nt,mothor=At×Nt-1,1+Nt-1,2+Nt-1,3+
×St,2
親1個体は，1年に
1卵塊を産卵する．
Nt,eggmass=Nt,mothor
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えた。なお，平均 μ，標準偏差 σ とすると，ベータ分布の α，
βはそれぞれ μ{μ(1-μ)/σ2-1}，(1-μ){μ(1-μ)/σ2-1}，ガンマ分布
の α，βはそれぞれ μ2/σ2，σ2/μで与えられる。 
シミュレーションでは，Marunouchi et al.（2002）の調査
開始年（1995 年）の齢階級別個体数を初期値に与え，式(1)
～(4)に前年の個体数とパラメータ値を代入して，その後 4
年間（1996～1999 年）の齢階級別個体数を計算した。計算
の反復回数は 1,000 回とした。得られた計算結果を，
Marunouchi et al.（2002）が報告した個体数（以下，「観測値」
とする）の変動と比較した。 
4.2.2 結果 
(1) パラメータ値の推定 
Marunouchi et al.（2002）の齢階級別のメス個体数を集計
し，パラメータ（At，Ft，St,1，St,2）の値および総数が不明
の齢階級 1 の個体数 Nt,1を推定した（Table 10）。ある t 年
に親 1 個体から産まれ（1 卵塊から孵化し），その年の終了
時まで生残する平均的な子（娘）の個体数（繁殖率 Ft）は
平均 1.41（0.27～2.52）であり，値のバラツキが大きかった。
t 年に産まれ，翌 t+1 年の繁殖に参加する個体の割合（At+1）
は，平均 0.47（0.40～0.52）であった。t-1 年終了時に齢階
級 1 の個体のうち，t 年終了時までの生存する（齢階級2
になる）個体の割合（生存率 St,1）は平均 0.41（0.24～0.58）
であった。t-1 年終了時に齢階級 2 および 3+の個体のうち，
t 年終了時までの生存する個体（齢階級 3+になる）個体の
割合（生存率 St,2）は平均 0.18（0.00～0.41）であった。こ
れをもとに，各パラメータ値の平均および標準偏差から，
ベータ分布もしくはガンマ分布の特性値 α，β を算出した。
シミュレーションの乱数に用いるための At，Ft，St,1，St,2の
確率分布を Fig. 23 に示した。 
Table 10 から，1995～1998 年における齢階級1の個体数
の推定値の和，並びに齢階級 2 および 3+の個体数の和から
計算すると，Nt,1：Nt,2：Nt,3+は 504：143：43（=0.7：0.2：
0.1）であった。また，総個体数に占める成熟個体数の割合
（Table 10 の成熟個体率）は 50～79%であった。 
(2) 個体群動態シミュレーション 
基本モデルによる齢階級別個体数のシミュレーション結
果を Fig. 24 に示す。計算結果は試行ごとに異なり（Fig. 24
の d の下），個体数は増減を繰り返していた。1,000 回反復
計算した結果の10%，50%，90%，99%の分布範囲は，中
央値を中心に，網掛の範囲となった。観測値は，計算結果
の中央値の辺りから80%の分布範囲の辺りまでに位置して
いた。 
Table 10 齢階級別・初産齢別のメス個体数およびパラメータの推定値 
Observation of population fluctuation and estimate value of parameters  
 個体数
1）     推定値 
  齢階級 1 齢階級 2 齢階級 3+ 親個体       成熟 
 
調査年 
 うち齢階級 1
から繁殖参加 
 うち齢階級 1 
から繁殖参加 
 うち齢階級 1
から繁殖参加 
（成熟個 
体）数 
 
 
 
   
個体率
3） 
t Nt,1 Nt,1* Nt,2 Nt,2* Nt,3+ Nt,3+* Nt+1,mothor  At Nt,1 Ft St,1 St,2 (%) 
1995 ―2） 57 20 17 9 9 86   
143 
   
50 
1996 ― 62 68 27 12 9 142  0.40 124 1.44 0.47 0.41 70 
1997 ― 17 46 23 16 8 79  0.50 38 0.27 0.37 0.20 79 
1998 ― 104 9 4 6 2 119  0.44 199 2.52 0.24 0.10 56 
1999 ― 95 115 60 0 0 210  0.52   
0.58 0.00  
1995～ 
98年の和 
― 240 143 71 43 28 426  504  
平均 ― 60 36 18 10 7 1  0.47  
1.41 0.41 0.18 64 
標準偏差 ― 31 23 9 3 3 1  0.05  
0.92 0.13 0.15 11 
               
    
   乱数の分布型 
 ベータ 
分布  
ガンマ 
分布 
ベータ 
分布 
ベータ 
分布 
 
    確率密度関数の特性値 α  48.4  
2.4 5.9 0.9  
    β  55.6 
 
0.6 8.3 4.3  
1） Marunouchi et al.(2002)をもとに集計した。2） 成熟個体のみを対象とした調査のため，総数を把握できていない。3）総個体数に占める成
熟個体の割合（(Nt,1*+Nt,2+Nt,3+)/( Nt,1+Nt,2+Nt,3+)）。 
 
Fig. 23 各パラメータの確率分布 
Probability distributions of parameters 
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計算結果の中には観測値と同様の動態を示す結果もあっ
た。観測値にもっとも近い動態を示した試行について，齢
階級別個体数 Nt,1*，Nt,2，Nt,3+それぞれの観測値と計算値の
差の絶対値は 0～6 であり，それらを 1996～1999 年につい
て合計した値を誤差とすると，その値はわずか 6%（同期
間における齢階級別個体数の観測値の合計 548 に対して 32）
であった。 
4.2.3 考察 
(1) 個体群動態モデルとパラメータ値の妥当性 
1,000 回の反復計算の結果の中に，観測値の動態と完全に
一致する結果はなかったが，誤差がわずか 6%と小さい試行
結果もみられた。中澤（1998）は，数理モデルの計算結果
が観測値と完全には一致していない場合に，計算結果の
90%程度の範囲内に観測値が含まれることで，数理モデル
の妥当性を示している。基本モデルの計算結果は，この意
味での妥当性を有すると考えられる。 
シミュレーション結果は大きなバラツキを伴っている。
これは，観測値の年変動が大きく，それから推定したパラ
メータのうち Ft，St,1，St,2の標準偏差が大きかったことに起
因する。ここで，齢階級別個体数については他にモニタリ
ング結果がないが，卵塊調査の報告（長田，1978；富岡，
2000；環境省自然環境局生物多様性センター，2009）が比
較に利用できると考えられたため，卵塊数と同数である親
個体数 Nt,mothorに注目する。毎年の親個体数の前年比を求め
ると，観測値では 1.4±0.5（平均±標準偏差，n=4），シミ
ュレーション結果では 1.2±0.5 であった。両者の平均の差
の 95%信頼区間（ブートストラップ法，n=10,000）は-0.29
～0.56 と推定され，両者に大きな差は認められなかった。 
同様に，複数年にわたって実施された卵塊調査（長田，
1978；富岡，2000；環境省自然環境局生物多様性センター，
2009）から各年の卵塊数の前年比を算出すると（Fig. 25），
長田（1978）の水田 A では 1.0±0.5（n=18），水田 D では
1.0±0.3（n=5），富岡（2000）では 1.0±0.5（n=12），環境
省のモニタリングサイト 1000 里地調査（環境省自然環境局
生物多様性センター，2009）のサイト Fr013 では 1.2±0.5
（n=4），Fr002 では 1.2±0.6（n=3）であった。ただし，これ
らは未整備地区での報告であるが，長田（1978）の調査地
は 1970 年代以降に生息環境が悪化していたとされる。いず
れも今回のシミュレーション結果から計算された値と同程
度といえる。シミュレーションによる 1,000 回の反復計算
では個体数が極端に増加する試行も生じるが，シミュレー
ション結果による個体数の変動の範囲は現実のものと概ね
一致していると考えられる。 
卵塊数は Fig. 25 のように不規則に増減を繰り返しなが
ら推移していた。基本モデルでのシミュレーション結果
（Fig. 24）では，試行ごとに個体数の計算結果は異なるもの
の，多くの試行で不規則に個体数が増減する傾向があり，
自然状態での個体数変動と同様の傾向が再現されていると
考えられた。 
以上のように，基本モデルによるシミュレーション結果
は，現実の未整備地区における個体群動態をよく再現して
 
 
Fig. 24 基本モデルによる齢階級別個体数のシミュレーション 
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いると考えられた。ただし，基本モデルは，その構造上，
個体数が上限なく増加しうるため，増加に上限を設けた個
体群動態モデルを次節で検討する。 
4.2.4 まとめ  
齢構造モデルを用いて，ニホンアカガエルの齢階級別個
体数の年変動を計算する基本モデルを構築した。基本モデ
ルによる個体群動態シミュレーションに必要なパラメータ
At，Ft，St,1および St,2は，Marunouchi et al.（2002）が 1995
～1999年に行なった本種の齢構造の調査データから推定値
を求め，それらの平均および標準偏差を算出した。
Marunouchi et al.（2002）の調査開始年の齢階級別個体数を
初期値に与え，パラメータ値に乱数を与えながら，その後
4 年間の齢階級別個体数を 1,000 回計算した。その結果，以
下が明らかとなった。 
①個体群動態シミュレーションの反復計算の結果の中に観
測値と動態が一致する結果はなかったが，計算結果の
90%の範囲内に観測値が含まれており，モデルの妥当性
が確認された。 
②シミュレーション結果は大きなバラツキを伴っていたが，
毎年の親個体数の前年比を指標とすると，シミュレーシ
ョン結果から求めた値と，Marunouchi et al.（2002）およ
び既往の卵塊調査結果での値は同程度であった。シミュ
レーションによる 1,000 回の反復計算では個体数が極端
に増加する試行も生じるが，シミュレーション結果によ
る個体数の変動の範囲は現実のものと概ね一致している
と考えられた。 
③シミュレーション結果では，卵塊数が不規則に増減を繰
り返しながら推移し，現実の卵塊数の動態と同様の傾向
であった。 
以上のように，基本モデルによるシミュレーション結果は，
現実の個体群動態をよく再現していると考えられた。 
 
4.3 基本モデルへの密度依存性の組み込み 
前節で構築した基本モデルでは，環境収容力等の密度依
存性に関連するパラメータを組み込まなかった。これは，
密度依存性を組み込むには，密度依存性の型や密度依存性
が作用する齢階級がまず明らかにされる必要があるが，ニ
ホンアカガエルでは知見が十分にないことによる。このた
め，基本モデルでは，乱数によって得られる生存率もしく
は繁殖率が高い年が続くと，齢階級別の個体数は極端に増
加する場合があった。本種に対する密度依存性の検証は今
後の課題であるが，本節では試行的に，密度依存性に関す
るパラメータを組み込んだ個体群動態モデル（以下，「密度
依存モデル」とする）を構築し，パラメータの特性を考察
する。なお，前節と同様に，個体数とはメスのみの個体数
を指す。 
4.3.1 方法 
(1) 密度依存モデルの構築 
本種について，卵塊数が多い繁殖池では孵化個体に占め
る変態個体の割合が低い結果が実験により得られており
（Matsushima and Kawata，2005），幼生期に密度依存性があ
ると推察される。そこで，親個体数 Nt,motherが多い（すなわ
ち卵塊数 Nt,eggmassが多い）と，親 1 個体あたりの変態個体
数が減り，更にその年の終了時点の齢階級 1 の生残個体数
（すなわち繁殖率 Ft）が減少すると仮定する。密度依存性の
型には，本種の幼生はなわばりを持たず，餌資源等が平等
に配分されると推測されることから，共倒れ競争（scramble 
competition）型を仮定する。これらの仮定のもと，Akçakaya 
et al.（1999）を参考に，Ricker 型の項を加えて，基本モデ
ルの式(4)を式(7)に変更する。 
Nt,1 =Ft
1-Nt,mother/K ×Nt,mothor  (7) 
ただし，Kは環境収容力を表す（Kの特性については 4.3.3
項で考察する）。 
(2) パラメータ値の設定 
Kの値は一定と仮定し，親個体数 Nt,mother（Table 10 では
最大 210）より大きな値となると推察されるため，暫定的
に 250，500，1,000，2,000 とした。 
繁殖率 Ft について，式(7)を変形して得られる式(8)に
Table 10 の Nt,motherおよび齢階級 1 の個体数 Nt,1を代入する
ことで，それぞれの Kの値に対する Ftの値を計算した。 
Ft= �Nt,1 Nt,mothor⁄
1-Nt,mother K⁄  (8) 
(3) 個体群動態シミュレーション 
Kの値と個体群動態との関係に注目するため，まず決定
論的なシミュレーションを行なった。パラメータ At，St,1
および St,2に Table 10 の平均の値を与え，繁殖率 Ftには，K
の値ごとに計算した Ftの平均を与えた。Marunouchi et al.
（2002）の調査開始年（1995 年）の齢階級別個体数を初期
値に与え，式(1)，(2)，(3)および(7)に前年の個体数とパラ
メータ値を代入することにより，増減が落ち着くまでの 40
年間の齢階級別個体数を計算した。 
次に，確率論的なシミュレーションを行なった。前節と
同様に，パラメータ At，Ft，St,1および St,2の値に乱数を与
えながら，各年の齢階級別個体数を計算した。Ftに与える
乱数は，Nt,mothorと Kで Ftの平均を調整した値Fmean
1-Nt,mother/K
（ただし Fmeanは Ftの平均を表す），標準偏差のそのままの
値（Kごとに一定）をそれぞれ平均，標準偏差に持つガン
マ分布に従うこととし，At，St,1および St,2に与える乱数は
前節（4.2.2 項）に準拠した。Marunouchi et al.（2002）の調
査開始年（1995 年）の齢階級別個体数を初期値に与え，式
(1)，(2)，(3)および(7)に前年の個体数とパラメータ値を代
入することにより，その後 40 年間の齢階級別個体数を計算
した。計算の反復回数は 1,000 回とした。Kの値ごとの計
算結果を比較した。 
4.3.2 結果 
(1) パラメータ値の推定 
密度依存モデルの繁殖率 Ft の推定結果を Table 11 に示
す。K と Fmean の値から，齢階級 1 の個体数 Nt,1 の最大値
（ =  Fmean･K e･logeFmean� ）とその時の親個体数 Nt,mothor
（=K logeFmean⁄ ）を計算した。この時，Nt,mothor と Ft および
Nt,1の関係を Fig. 26 に示す。Fig. 26 には，密度依存性を組
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いると考えられた。ただし，基本モデルは，その構造上，
個体数が上限なく増加しうるため，増加に上限を設けた個
体群動態モデルを次節で検討する。 
4.2.4 まとめ  
齢構造モデルを用いて，ニホンアカガエルの齢階級別個
体数の年変動を計算する基本モデルを構築した。基本モデ
ルによる個体群動態シミュレーションに必要なパラメータ
At，Ft，St,1および St,2は，Marunouchi et al.（2002）が 1995
～1999年に行なった本種の齢構造の調査データから推定値
を求め，それらの平均および標準偏差を算出した。
Marunouchi et al.（2002）の調査開始年の齢階級別個体数を
初期値に与え，パラメータ値に乱数を与えながら，その後
4 年間の齢階級別個体数を 1,000 回計算した。その結果，以
下が明らかとなった。 
①個体群動態シミュレーションの反復計算の結果の中に観
測値と動態が一致する結果はなかったが，計算結果の
90%の範囲内に観測値が含まれており，モデルの妥当性
が確認された。 
②シミュレーション結果は大きなバラツキを伴っていたが，
毎年の親個体数の前年比を指標とすると，シミュレーシ
ョン結果から求めた値と，Marunouchi et al.（2002）およ
び既往の卵塊調査結果での値は同程度であった。シミュ
レーションによる 1,000 回の反復計算では個体数が極端
に増加する試行も生じるが，シミュレーション結果によ
る個体数の変動の範囲は現実のものと概ね一致している
と考えられた。 
③シミュレーション結果では，卵塊数が不規則に増減を繰
り返しながら推移し，現実の卵塊数の動態と同様の傾向
であった。 
以上のように，基本モデルによるシミュレーション結果は，
現実の個体群動態をよく再現していると考えられた。 
 
4.3 基本モデルへの密度依存性の組み込み 
前節で構築した基本モデルでは，環境収容力等の密度依
存性に関連するパラメータを組み込まなかった。これは，
密度依存性を組み込むには，密度依存性の型や密度依存性
が作用する齢階級がまず明らかにされる必要があるが，ニ
ホンアカガエルでは知見が十分にないことによる。このた
め，基本モデルでは，乱数によって得られる生存率もしく
は繁殖率が高い年が続くと，齢階級別の個体数は極端に増
加する場合があった。本種に対する密度依存性の検証は今
後の課題であるが，本節では試行的に，密度依存性に関す
るパラメータを組み込んだ個体群動態モデル（以下，「密度
依存モデル」とする）を構築し，パラメータの特性を考察
する。なお，前節と同様に，個体数とはメスのみの個体数
を指す。 
4.3.1 方法 
(1) 密度依存モデルの構築 
本種について，卵塊数が多い繁殖池では孵化個体に占め
る変態個体の割合が低い結果が実験により得られており
（Matsushima and Kawata，2005），幼生期に密度依存性があ
ると推察される。そこで，親個体数 Nt,motherが多い（すなわ
ち卵塊数 Nt,eggmassが多い）と，親 1 個体あたりの変態個体
数が減り，更にその年の終了時点の齢階級 1 の生残個体数
（すなわち繁殖率 Ft）が減少すると仮定する。密度依存性の
型には，本種の幼生はなわばりを持たず，餌資源等が平等
に配分されると推測されることから，共倒れ競争（scramble 
competition）型を仮定する。これらの仮定のもと，Akçakaya 
et al.（1999）を参考に，Ricker 型の項を加えて，基本モデ
ルの式(4)を式(7)に変更する。 
Nt,1 =Ft
1-Nt,mother/K ×Nt,mothor  (7) 
ただし，Kは環境収容力を表す（Kの特性については 4.3.3
項で考察する）。 
(2) パラメータ値の設定 
Kの値は一定と仮定し，親個体数 Nt,mother（Table 10 では
最大 210）より大きな値となると推察されるため，暫定的
に 250，500，1,000，2,000 とした。 
繁殖率 Ft について，式(7)を変形して得られる式(8)に
Table 10 の Nt,motherおよび齢階級 1 の個体数 Nt,1を代入する
ことで，それぞれの Kの値に対する Ftの値を計算した。 
Ft= �Nt,1 Nt,mothor⁄
1-Nt,mother K⁄  (8) 
(3) 個体群動態シミュレーション 
Kの値と個体群動態との関係に注目するため，まず決定
論的なシミュレーションを行なった。パラメータ At，St,1
および St,2に Table 10 の平均の値を与え，繁殖率 Ftには，K
の値ごとに計算した Ftの平均を与えた。Marunouchi et al.
（2002）の調査開始年（1995 年）の齢階級別個体数を初期
値に与え，式(1)，(2)，(3)および(7)に前年の個体数とパラ
メータ値を代入することにより，増減が落ち着くまでの 40
年間の齢階級別個体数を計算した。 
次に，確率論的なシミュレーションを行なった。前節と
同様に，パラメータ At，Ft，St,1および St,2の値に乱数を与
えながら，各年の齢階級別個体数を計算した。Ftに与える
乱数は，Nt,mothorと Kで Ftの平均を調整した値Fmean
1-Nt,mother/K
（ただし Fmeanは Ftの平均を表す），標準偏差のそのままの
値（Kごとに一定）をそれぞれ平均，標準偏差に持つガン
マ分布に従うこととし，At，St,1および St,2に与える乱数は
前節（4.2.2 項）に準拠した。Marunouchi et al.（2002）の調
査開始年（1995 年）の齢階級別個体数を初期値に与え，式
(1)，(2)，(3)および(7)に前年の個体数とパラメータ値を代
入することにより，その後 40 年間の齢階級別個体数を計算
した。計算の反復回数は 1,000 回とした。Kの値ごとの計
算結果を比較した。 
4.3.2 結果 
(1) パラメータ値の推定 
密度依存モデルの繁殖率 Ft の推定結果を Table 11 に示
す。K と Fmean の値から，齢階級 1 の個体数 Nt,1 の最大値
（ =  Fmean･K e･logeFmean� ）とその時の親個体数 Nt,mothor
（=K logeFmean⁄ ）を計算した。この時，Nt,mothor と Ft および
Nt,1の関係を Fig. 26 に示す。Fig. 26 には，密度依存性を組
 
 
み込まない基本モデルの場合を実線で示してある。線の形
状は，基本モデルでは直線であり，密度依存モデルでは曲
線であった。いずれの K についても，基本モデルと比べて，
Ft は，親個体数が概ね 100未満で高く， 100以上で低くな
った。Nt,1 も，基本モデルと比べて，親個体数が概ね 100
未満で高く，100 以上で低くなった。 
(2) 個体群動態シミュレーション 
決定論的なシミュレーションにより得られた親個体数
Nt,mothorの動態を Fig. 27 に示した。K=250 では，親個体数は
漸減する傾向があり，計算を更に続けると約 60年後に親個
体数は 0 となった。K=500～2,000 では，親個体数は 20～30
年後に概ね収束した。その時の親個体数 Nt,mothor 
（=K[1+logFt{At+St,1/(1-St,2)}]）は，K=500 では 460，K=1,000
では 916，K=2,000 では 1,828 であり，K の約 9 割であった。 
確率論的なシミュレーションにより得られた親個体数の
動態を Fig. 28 に示した。決定論的なシミュレーションの結
果と同様に，K=250 では親個体数は漸減する傾向があった。
K=500～2,000 では，親個体数は増減を繰り返したが，概ね
30年経過後には親個体数は同程度の値になり，その時の親
個体数の分布の 95パーセンタイルが K と同程度であった。 
4.3.3 考察 
(1) 環境収容力の特性 
密度依存モデルに組み込んだ環境収容力 K は，4.3.1 項で
述べたように，親個体数 Nt,mothor（すなわち卵塊数 Nt,eggmass）
が多いと変態個体数が減ると仮定して設定したパラメータ
である。これは，ニホンアカガエルの生活史と式の構造か
ら，本種の幼生が生息する水田の量（水田の面積）と質（餌
の量や農薬等）を反映するパラメータと考えられる。ただ
し，本種は，地域によっては 2～3 月の水を張る前の水田で
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Table 11 密度依存モデルの繁殖率 Ftの推定値 
Estimated Ft for ‘density-dependent model’ 
t Nt,mothor Nt,1 繁殖率 K=250 K=500 K=1,000 K=2,000 
1995 86 124 F1995 0.79 1.56 1.49  1.47 
1996 142 38    F1996 1.77 0.16 0.22 0.24 
1997 79 199   F1997 0.53 3.00 2.73 2.62 
   平均 Fmean 1.03 1.57 1.48 1.44 
   標準偏差 Fsd 0.53 1.16 1.03 0.97 
  Nt,1の最大値 
（その時の Nt,mothor） 
273 
(394) 
640 
(1,108) 
1,392 
(2,559) 
2,901 
(5,470) 
 
 
Fig. 26 密度依存モデルにおける親個体数と繁殖率（左）およ
び齢階級 1 の個体数（右）の関係 
Relationships of Ft and Nt,1 to Nt,mothor for ‘density-dependent model’ 
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Fig. 27 密度依存モデルの決定論的なシミュレーション結果 
Population fluctuations deterministically simulated by 
‘density- dependent model’ 
 
 
Fig. 28 密度依存モデルの確率論的なシミュレーション結果 
Population fluctuations probabilistically simulated by 
‘density-dependent model’ 
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て Kは増加することが予想される。 
親個体数 Nt,mothorと繁殖率 Ftおよび齢階級 1 の個体数 Nt,1
の関係をみると（Fig. 26），基本モデルの場合には親個体数
の増加に従って直線的に齢階級 1 の個体数は増加したが，
密度依存モデルでは，親個体数が大きくなると，齢階級 1
の個体数は増加しにくくなる傾向があった。Kが小さい程，
齢階級 1 の個体数の最大値は小さく，その時の親個体数は
小さかった（Table 11，Fig. 26）。このように，Kによって
齢階級 1 の個体数の増加が制限されており，K は環境収容
力パラメータとして機能している。一方，いずれの Kに対
しても，親個体数が概ね 100 未満では，同じ親個体数に対
して Kが小さいほど繁殖率は高く，齢階級 1 の個体数も多
かった（Fig. 26）。これは個体群サイズが小さいときには齢
階級 1 の個体数が増加しやすく，基本モデルと比べて減少
した個体数が回復しやすい性質をもつことを意味する。 
決定論的なシミュレーションにおいて，K が 500～2,000
では，増加が落ち着いた時の親個体数は Kの約 9 割の値で
あった（Fig. 27）。また，Kが 500～2,000 の確率論的なシミ
ュレーションでも，増減が概ね落ち着いた時の親個体数に
ついて，その 95 パーセンタイルが Kと同程度であった（Fig. 
28）。すなわち，モデルの構造から K は齢階級 1 の個体数
に直接影響を与えるパラメータであるが，K は親個体数
Nt,mothorの上限の目安にもなることが示唆された。 
ここで，実際のフィールドにおける個体群の大きさにつ
いて補足する。著者らによる卵塊調査の結果（Table 12）で
は，調査地点によって，もしくは同じ調査地点でも年によ
って値が異なったが，卵塊数 Nt,eggmass（親個体数 Nt,mothorと
同数）は 6～804 の範囲にあった。4.2 節での推定結果によ
れば，総個体数に占める親個体数の割合は 50～79%であっ
たことから（Table 10），卵塊数から総個体数を逆算し，
7~1,608 と推定した（Table 12）。また，著者が 2010 年に実
施した茨城県桜川流域での卵塊調査（整備地区・未整備地
区を含む 181 地点において，各地点 2 回実施）では，70 地
点（各地点の調査区間長 0.2～1.0km，水田の合計面積 0.1
～2.7ha）で卵塊が確認された。調査回数が少ないので全数
を把握できていないと推察されるが，各地点での卵塊数の
合計は 1～78 であり，総個体数は 1～176 と推定された。こ
れらの調査結果から，水田域の規模や環境にもよるが，親
個体数が 2～4 桁程度の水田域が多いと推察される（Table 
12）。このため，K=1,000～2,000 というのは，比較的大きな
個体群での値といえる。 
本節では，齢階級 1 の個体に対して共倒れ競争を仮定し
て，個体群動態モデルへの密度依存性の組み込みを検討し
た。実際には，密度依存性が作用する齢階級もしくは成長
段階は，生物種によって，また同種でも生息場によって異
なるとされる（Halpern et al.，2005）。フィールドにおける
密度依存性の型の検証も不可欠である。また，環境収容力
は，ほ場整備等の人為や人為以外による外部要因の影響か
ら毎年変動すると予想される。そのため，更なる知見の蓄
積を待って，密度依存性の個体群動態モデルへの組み込み
方法やパラメータ値の設定方法を改めて検討する必要があ
る。 
4.3.4 まとめ 
齢階級 1 の個体数に共倒れ競争を仮定した密度依存モデ
ルを構築した。このモデルでは，環境収容力 Kの値に応じ
て，親個体数 Nt,mothorが増加するのに従って齢階級 1 の個体
数 Nt,1の増加が抑制される。また，4.2 節の基本モデルと比
べて，減少した個体数が回復しやすい特徴を持つ。 
いくつかの Kの値に対して決定論的なシミュレーション
と確率論的なシミュレーションをした結果，K の値によっ
て親個体数が制限されることが確認できた。また，K の値
は親個体数の上限の目安にもなることが示唆された。 
 
4.4 横断モデルの構築および個体群保全効果の評価 
本節では，移動対策による個体群保全効果の評価手法の
構築に向けて，水田と樹林間の移動時におけるコンクリー
ト水路の横断行動を考慮した横断モデルを構築する。コン
クリート水路の移動障害の程度（横断成功率）が個体群存
続率に与える影響を明らかにするとともに，移動対策によ
る個体群保全効果を考察する。なお，前節までと同様に個
 
Table 12 定点での卵塊調査の結果 
Fluctuations of egg-mass numbers observed in paddy fields 
調査地点 調査年 調査回数 1) 卵塊数 Nt,eggmass 総個体数 2) 調査区間長 3)，面積 4) 備考 
A 地区 2008 
2009 
2010 
2011 
3 
5 
3(1) 
6(2) 
172 
804 
467 
792 
217～344 
1,017～1,608 
591～934 
1,002～1,584 
4.2km，3.0ha 
 
未整備 
B 地区 2008 
2009 
3 
5 
147 
631 
186～294 
798～1,262 
5.9km，5.7ha 
 
2010 年に 
ほ場整備 
2011 6(2) 6 7～12 5.2km，7.2ha 
C 地区 2008 
2009 
2010 
5(1) 
7(1) 
7(2) 
245 
305 
116 
310～490 
386～610 
146～232 
1.3km，2.7ha 
 
1970 年代に 
ほ場整備 
D 地区 2008 
2009 
2010 
6(1) 
6 
6(4) 
46 
111 
59 
58～92 
140～222 
74～118 
0.34km，0.35 ha 
 
未整備 
1)括弧内は，うち卵塊が見つからなかった調査回数。2）Table 10 の成熟個体率をもとに，［卵塊数/ 0.50～0.79］で推定。
3)卵塊調査を行なった水田畦畔の総延長。4)卵塊調査を行なった水田の合計面積。 
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体数とは，メスのみの個体数を指す。 
4.4.1 方法 
(1) 横断モデルの構築 
ほ場整備済みの谷津田等でみられる水田・コンクリート
水路・樹林の配置（Fig. 29）を単純化して，水田と樹林と
の間にコンクリート水路がある生息場（Fig. 30）について，
横断モデルを構築することとした。水田から樹林に，もし
くは樹林から水田に移動する時に，個体はコンクリート水
路を横断する。この時，横断を試みる個体が水路に落ち，
一部が水路の横断に成功すると仮定し，その個体の割合を
横断成功率 C とした。3.3 節で示したように水路脱出率は
横断成功率に換算できることから（Fig. 19，Table 8），III
章や他の試験報告で示された水路脱出率に対して，個体群
保全効果の評価を行うことが可能となる。また，本種は，
親個体もしくは変態後の個体のすべてが樹林に移動するわ
けではなく，非繁殖期にも水田や草地等で個体が観察され
ている（片野ら，2001；大澤・勝野，2007）。これを考慮し
て，樹林に移動する個体の割合を樹林移動率 M とし，パラ
メータに加えた。 
密度依存性を考慮しない横断モデル（以下，密度依存性
の考慮の有無を区別する場合には，密度依存性を考慮しな
い横断モデルを「横断モデル（基本型）」，密度依存性を考
慮する横断モデルを「横断モデル（密度依存型）」とする）
では，基本モデルの式(1)，(2)および(4)を，それぞれ式(9)，
(10)，(11)に変更した。樹林に移動する個体（M×100%）は
水田―樹林間を往復する間に 2 回，コンクリート水路を横
断し，樹林に移動しない個体（(1-M)×100%）はコンクリ
ート水路を横断しないものとした（Fig. 30）。なお，横断成
功率 C=100%のとき，式(9)，(10)，(11)は，式(1)，(2)，(4)
と等しくなる。 
 Nt,3+ =St,2×{M×C
2+(1-M)}×(Nt-1,2+Nt-1,3+) (9) 
Nt,2 =St,1×{M×C
2+(1-M)}×Nt-1,1 (10) 
Nt,1  =Ft×{M×C
2+(1-M)}×Nt,mothor (11) 
横断モデル（密度依存型）では，式(11)の代わりに，式(7)
と同様に密度依存性を表す項を加えた式(12)を用いる。 
Nt,1  =Ft
1-Nt,mother/K ×{M×C2+(1-M)}×Nt,mothor  (12) 
(2) パラメータ値の設定 
パラメータ At，Ft，St,1 および St,2 の値は，横断モデルが
横断成功率 C=100%の時に基本モデルもしくは密度依存モ
デルと一致することから，横断モデル（基本型）では 4.2
節と同じ値，横断モデル（密度依存型）では 4.3 節と同じ
値を用いた。横断成功率 C は，個体の成長段階や体長，横
断する時期，あるいは個体が落ちた水路の流れの状態（非
灌漑期で水がない場合や，田植え前後には 50cm/s 程度の流
れがある場合がある）によって異なると推測される。しか
し，それらの条件別の横断成功率に関する情報が現時点で
は存在しないことから，ここでは暫定的に同一の値を設定
した。 
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とする）N0，横断成功率 C および樹林移動率 M の値の組み
合わせを変えて，毎年の齢階級別個体数を計算した。初期
個体数について，前述のように総個体数が 2～4 桁程度の水
田域が多いと推察されたことを参考に（Table 12），初期個
体数は 100，1,000 個体の 2 段階とした。4.2 節での結果か
ら Nt,1：Nt,2：Nt,3+は 0.7：0.2：0.1 とし，N0（=N0,1+N0,2+N0,3+）
が 100 もしくは 1,000 になるように N0,1，N0,2および N0,3+を
計算した。 
横断成功率 C は，0，5，…，100% の 21段階とした。樹
林移動率 M は，森ら（2008）を参考に，80，90，100%の 3
段階とした。 
横断モデル（密度依存型）の環境収容力 K について，4.3
節で K=250 の時には親個体数が減少し，K=500～2,000 で比
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パラメータ At，Ft，St,1 および St,2 への乱数の与え方は，
4.2 節および 4.3 節に準拠した。横断モデル（基本型）では，
式(3)，(9)，(10)および(11)に前年の個体数とパラメータ値を
代入して，毎年の齢階級別個体数を計算した。横断モデル
（密度依存型）では，式(3)，(9)，(10)および(12)に前年の個
体数とパラメータ値を代入して，毎年の齢階級別個体数を
計算した。 
計算期間は 40 年間とした。これは，コンクリート製の水
路の標準耐用年数が 20～40 年とされること（農林水産省，
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2003）を踏まえたものである。  
計算の反復は 1,000 回とした。評価の指標は，40 年目時
点で，すべての齢階級別個体数の和（以下，「総個体数」と
する）Nt,1+Nt,2+Nt,3+が 0 より大きい（個体群が存続している）
事象の発生割合（以下，「個体群存続率」とする）とした。 
 4.4.2 結果 
(1) 横断成功率と個体群動態との関係 
横断モデル（基本型）の個体群動態シミュレーションか
ら得られた，40 年間の総個体数の推移を Fig. 31 に示す。
ただし，初期個体数 N0=1,000，樹林移動率 M=90%，横断成
功率 C=0，20，…，100%の時の結果を代表させた。総個体
数の変動について，C=0～40%では，計算開始年の直後から
総個体数は単純減少した。6 年以内に総個体数が 0 となり，
個体群が消滅した（Fig. 31 の a～c）。C=60%および C=80%
では，総個体数が増加した年もみられたが，それぞれ 12 年，
38 年以内に個体群が消滅した（Fig. 31 の d～e）。すなわち，
C=0～80%では，40 年以内に，1,000 回のすべての試行で個
体群が消滅した。C=100%では，総個体数は，年によって増
減しながら，わずかに増加する傾向があった（Fig. 31 の f）。  
横断モデル（密度依存型）の個体群動態シミュレーショ
ンから得られた，40 年間の総個体数の推移を Fig. 32 に示
す。ただし，N0=1,000，環境収容力 K=500，樹林移動率
M=90%，横断成功率 C=0，20，…，100%の時の結果を代表
させた。C=0～80%（Fig. 32 の a～e）での総個体数の推移
傾向は，横断モデル（基本型）での結果（Fig. 31 の a～e）
と同様であり，40 年以内に 1,000 回のすべての試行で個体
群が消滅した。C=100%（Fig. 32 の f）での総個体数は，一
時的に大きく増加する試行もあったが（K によって個体数
が調整されているが，乱数によって Ftや St,1，St,2に大きな
値が与えられた年は総個体数が多くなった），概ね 0～1,000
の範囲で推移した。  
(2) 横断成功率と個体群存続率との関係 
横断モデル（基本型）の個体群動態シミュレーションか
ら得られた，横断成功率 C と 40 年後の個体群存続率との
関係を Fig. 33 に示す。横断成功率が一定の値を超えると個
体群存続率が急激に増加する傾向がみられた。樹林移動率
M の増大に伴い，グラフはわずかに右方向にシフトし，同
じ横断成功率に対して個体群存続率は低くなる傾向があっ
た。しかし，個体群存続率 100%の付近では，同じ横断成
功率に対して樹林移動率による個体群存続率の差異は小さ
かった。 
横断モデル（基本型）および横断モデル（密度依存型）
の個体群動態シミュレーションから得られた，横断成功率
と 40年後の個体群存続率との関係を Fig. 34に並べて示す。
ただし，樹林移動率 M に 90%を与えた時の結果を代表させ
た。横断モデル（密度依存型）では，横断モデル（基本型）
での結果と同様に，初期個体数 100 および 1,000 のいずれ
においても，横断成功率が一定の値を超えると個体群存続
率が急激に増加する傾向がみられた。また，環境収容力 K
が小さいほど同じ横断成功率に対する個体群存続率は低い
傾向がみられた。K=500 の時には，横断成功率が 100%であ
（N0=1,000）と低かった。 
っても，個体群存続率は 75（初期個体数 N0=100 ）～81%
4.4.3 考察 
(1) 移動障害による個体群への影響 
Fig. 33 および Fig. 34 から，横断成功率 C が個体群存続
 
Fig. 31 横断モデル（基本型）で計算した総個体数の推移（初
期個体数 1,000，樹林移動率 M=90%） 
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2003）を踏まえたものである。  
計算の反復は 1,000 回とした。評価の指標は，40 年目時
点で，すべての齢階級別個体数の和（以下，「総個体数」と
する）Nt,1+Nt,2+Nt,3+が 0 より大きい（個体群が存続している）
事象の発生割合（以下，「個体群存続率」とする）とした。 
 4.4.2 結果 
(1) 横断成功率と個体群動態との関係 
横断モデル（基本型）の個体群動態シミュレーションか
ら得られた，40 年間の総個体数の推移を Fig. 31 に示す。
ただし，初期個体数 N0=1,000，樹林移動率 M=90%，横断成
功率 C=0，20，…，100%の時の結果を代表させた。総個体
数の変動について，C=0～40%では，計算開始年の直後から
総個体数は単純減少した。6 年以内に総個体数が 0 となり，
個体群が消滅した（Fig. 31 の a～c）。C=60%および C=80%
では，総個体数が増加した年もみられたが，それぞれ 12 年，
38 年以内に個体群が消滅した（Fig. 31 の d～e）。すなわち，
C=0～80%では，40 年以内に，1,000 回のすべての試行で個
体群が消滅した。C=100%では，総個体数は，年によって増
減しながら，わずかに増加する傾向があった（Fig. 31 の f）。  
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の範囲で推移した。  
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率に大きく影響することが明らかであった。例えば，初期
個体数 N0=1,000，環境収容力 K=1,000～2,000 の時，前述の
ように比較的大きな個体群だとみなせるが，横断成功率 C
が 90%未満での個体群存続率は 50%未満であった（Fig. 
34）。このことから，コンクリート水路による移動障害は，
個体群の存続に致命的な要因と考えられる。 
Fig. 31 および Fig. 32 では，横断モデル（基本型）と横断
モデル（密度依存型）の両方において，横断成功率 C=60%
および C=80%の時，1,000 回の試行の中には，いったん総
 
Fig. 32 横断モデル（密度依存型）で計算した総個体数の推移（初
期個体数 N0=1,000，環境収容力 K=500，樹林移動率
M=90%） 
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Fig. 33 横断モデル（基本型）で計算した個体群存続率 
Population viability simulated by ‘basic migrating model’ 
 
 
Fig. 34 横断モデル（基本型）と横断モデル（密度依存型）のシミ
ュレーション結果の比較（樹林移動率 M=90%） 
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個体数が増加した後，やがて減少して 0 になる試行結果も
みられた。例えば，横断成功率 C=80%では，5 年時点で総
個体数が 0 より大きい（個体群が存続している）率は 90%
以上であり，総個体数が初期個体数 N0の 1,000 を上回る試
行もあった。しかし，最終的には 40 年後にはすべての試行
で個体群が消滅した。この結果は，コンクリート水路にお
ける移動障害の解消が不十分の場合には，対策を施した後
にいったん個体数が増加しても，長期的には個体群は必ず
しも保全されない可能性を意味する。ここに，対策後の長
期的なモニタリングの重要性が示唆される。 
(2) 個体群存続率への影響が大きい因子 
横断モデル（基本型）のシミュレーション結果（Fig. 33）
から，樹林移動率 Mが高いほど，同じ横断成功率 Cに対し
て個体群存続率は高まった。しかし，個体群存続率 100%
の付近では，同じ横断成功率に対して樹林移動率による個
体群存続率の差異は小さかった。80～100%の樹林移動率の
違いは，個体群存続率に影響するものの，高い個体群存続
率を達成するための横断成功率を検討する際には影響は小
さいと考えられる。 
初期個体数 N0が 100 と 1,000 での結果を比較すると，グ
ラフの折れ線が立ち上がる時の横断成功率は 80～85%であ
り（Fig. 33），同様の傾向であった。しかし，同じ横断成功
率および樹林移動率に対する個体群存続率は，初期個体数
100 の方が，初期個体数 1,000 よりも低かった。これは，個
体数が非負の整数しかとらないため，個体数が小さいほど
人口学的確率性の影響を受けやすい（Akçakaya et al.，1999）
ことによる結果だと考えられる。 
横断モデル（密度依存性型）では，環境収容力 Kが 2,000
程度に大きい値をとる場合には，横断モデル（基本型）に
近い結果を示した（Fig. 34）。このことから，大きな個体群
について移動対策の個体群保全効果を検討する場合には，
横断モデル（基本型）をそのまま利用できると考えられる。
横断モデル（密度依存性型）では，環境収容力が小さいほ
ど，同じ横断成功率に対する個体群存続率は低い傾向があ
った。4.3 節で述べたように，密度依存モデルは，環境収容
力が小さい場合に，減少した個体数が回復しやすい特性を
持つ。しかし，本報での密度依存性の組み込み方において
は，前述の人口学的確率性の影響が，個体数の回復しやす
さよりも大きく作用すると考えられる。環境収容力が 500
の場合には横断成功率が 100%であっても個体群存続率は
低かった。この結果はコンクリート水路における移動障害
の解消だけでは小さな個体群は必ずしも保全できないこと
を意味すると考えられる。 
本報での結果と同様に，松﨑（2010）は，環境収容力が
小さい，もしくは本種の初期個体数が小さい局所個体群は
消滅しやすいという個体群存続性分析の結果を示してい
る。松﨑（2010）の解析では，局所個体群間の移動に関す
るパラメータ値が高く設定された（毎年，ある局所個体群
から別の局所個体群に移動する個体の割合を 13～95%とし
た。ただし，移動の実態は調査せず，値は仮説として与え
たものである）。この場合，局所個体群の存続率は，そこで
の環境収容力に加えて，隣接する別の局所個体群の大きさ
にも著しく依存すると推察される。局所個体群間の移動実
態を明らかにしながら個体の供給を組み込んだ個体群動態
モデルを構築することは，今後の興味深い課題である。 
(3) コンクリート水路での移動対策による個体群保全効果 
脱出工について，3.3 節で示した方法で推定したニホンア
カガエルの横断成功率 Cを Table 13 に示す。本研究での結
果は Table 8 から抜粋したものである。また，発表要旨であ
り，試験方法が必ずしも明確ではないが，高橋（2006）お
よび池田ら（2009）が示した水路脱出率から横断成功率を
推定した結果を併せて掲載した。これらの結果によれば，
横断成功率は高くても 40%程度といえる。ただし，3.2 節で
明らかにしたように，脱出工を複数（もしくは高密度に）
設置することで，横断成功率も上昇すると推察される。 
例えば，Fig. 34 の b によれば，初期個体数 N0=1,000，環
境収容力 K=1,000～2,000 の横断モデル（密度依存型）の結
果では，横断成功率 C=40%での個体群存続率は 0%であり，
現状の脱出工の個体群保全効果は低いと判断される。脱出
工を設置する場合には，長期的にモニタリングを行いなが
ら，設置後に個体数が減少した場合に追加の対策を加える，
すなわち順応的管理のプロセス（鷲谷，1998）が重要にな
ると考えられる。 
全面タイプの転落防止工（コンクリート水路の全区間に
フタを設置した場合）では，本種が水路を横断できること
が検証されている（中村ら，2002；水谷ら，2005；川嶋，
2007）。この場合は水路に転落せずに水路を横断できるた
め，横断成功率 C=100%とすると，前述と同じ条件
（N0=1,000，K=1,000～2,000）の時に，個体群存続率は 92
（K=1,000）～96%（K=2,000 ）と計算される（ Fig. 34 の b）。
このことから，全面タイプの転落防止工を設置できれば高
い個体群保全効果が期待できると考えられる。 
部分タイプの転落防止工（断続的にフタをした場合）の
横断成功率の知見は見当たらないが，前野・上野（2009）
の行動観察によると，本種はコンクリート水路を横断する
際に，横断できる場所を探索せずに水路に下りるとされる。
また，工藤（2011）は，転落防止工や脱出工のない実験水
路（30cm 幅）の土羽に放した後 10 分間の本種の行動につ
 
Table 13 脱出工によるニホンアカガエルの横断成功率の 
推定値 
Estimated proportion succeeding of the Japanese Brown 
Frog via escape countermeasures  
概 要 
水路 
脱出率 
横断 
成功率 1） 
出典等 
着脱式脱出工 A 44% 22～28% 3.2 節 
着脱式脱出工 B 33% 16～19%  
着脱式脱出工 C 58% 29～40%  
部分タイプのスロープ脱出工 43% 21～27% 高橋 
部分タイプのネット脱出工 53% 26～36% （2006） 
45°斜面での登攀実験 37% 18～22% 池田ら 
63°斜面での登攀実験  4% 2 % （2009） 
1）3.3 節の方法による推定値。 
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個体数が増加した後，やがて減少して 0 になる試行結果も
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いて，50%の個体がもとの土羽に残留し，47%の個体が水
路に転落し，3%の個体が反対側の土羽に横断した（横断成
功した）と報告している。部分タイプの転落防止工では，
いったん水路に転落した個体が脱出できる工夫はないた
め，フタのない区間での横断成功率は低いと考えられる。
このため，フタの設置率（コンクリート水路の区間長に占
めるフタの設置区間長の割合）が小さいほど横断成功率は
低下し，個体群保全効果も低下すると考えられる。なお，
他の転落防止工や脱出工についても，横断成功率を計測で
きれば，もしくは水路脱出率を計測して 3.3 節で示した式
から横断成功率を推定できれば，個体群保全効果を評価で
きる。 
横断モデルでは，予め目標とする個体群存続率を設定し
て，目標達成に必要な横断成功率の条件を予測することも
できる。例えば，水路の改修を計画している谷津田におい
て，本種の生息個体数が 1,000 であることが分かったとす
る。個体群存続率の目標値をどの程度の値とするかは対象
地区の生息場としての保全の優先度によるだろうが，ここ
では 90%以上と設定したとする。Fig. 34 の b から，初期個
体数 N0=1,000 で，40 年後の個体群存続率が 90%以上とな
る条件は横断成功率 C=100%（横断モデル（基本型），
K=1,000～2,000 の横断モデル（密度依存型））であった。こ
の場合，3.3 節での検討結果によれば脱出工で横断成功率を
100%にすることはできず，全面タイプの転落防止工の設置
等により，コンクリート水路の横断を確実なものとする必
要があると考えられる。以上のように，本節で構築した横
断モデルは，転落防止工や脱出工を行なった場合の個体群
保全効果を評価できる手法である。 
4.4.4 まとめ 
コンクリート水路での移動対策による個体群保全効果の
評価手法の構築に向けて，水田と樹林との間にコンクリー
ト水路がある生息場におけるニホンアカガエルの水田―樹
林間の移動を想定し，樹林移動率 M および横断成功率 C の
パラメータを組み込んだ横断モデルを構築した。 初期個体
数 N0（100，1,000），横断成功率 C（0，5，…，100%），樹
林移動率 M（80，90，100%）および環境収容力 K（500，
1,000，2,000）の値の組み合わせを変えて 40 年間の齢階級
別個体数を 1,000 回反復計算し，40 年後の個体群存続率を
各条件について計算した。その結果，以下が明らかになっ
た。 
①横断成功率が個体群存続率に大きく影響を与えており，
コンクリート水路による移動障害が個体群の存続に致命
的な要因であると考えられた。横断成功率が 60%および
80%の時，いったん総個体数が増加した後にやがて 0 に
なる試行結果もみられ，コンクリート水路における移動
障害の解消が不十分な場合には，長期的に個体数を監視
する必要性が示唆された。 
②個体群存続率への各パラメータの影響について，樹林移
動率の影響は小さく，初期個体数，環境収容力の影響が
大きかった。初期個体数もしくは環境収容力が小さい場
合，横断成功率 100%であっても 40 年後の個体群存続率
は低く，移動障害の解消だけでは小さな個体群は必ずし
も保全できないことが示唆された。 
③移動対策の個体群保全効果について，全面タイプの転落
防止工は横断成功率が高いため，個体群保全効果も高い
と考えられた。一方で，部分タイプの転落防止工あるい
は脱出工の個体群保全効果はあまり高くないと考えられ
た。また，生息個体数 1,000 の個体群を 90%以上の率で
存続させたい場合，横断成功率を 100%にする，すなわ
ち全面タイプの転落防止工の設置等によりコンクリート
水路の横断を確実なものとする必要があると考えられ
た。 
 
4.5 トウキョウダルマガエルを対象とした水田域内の移動
モデルの検討 
4.4 節では，ニホンアカガエルの水田―樹林間の移動を数
理モデル（横断モデル）で表わした。これに対して，4.1 節
で述べたように，定住性のトウキョウダルマガエルを評価
対象とする場合には，水田域内での個体の移動実態に応じ
た，別の数理モデルを構築すべきだと考えられる。そこで
本節では，水田域内での移動とコンクリート水路への転落
を考慮した個体群動態モデル（以下，「水田域内の移動モデ
ル」とする）の構築可能性を検討する。 
水田域内の移動モデルのイメージ図を Fig. 35 に示す。個
体のコンクリート水路への転落頻度に関する知見はないが，
1 年間でのコンクリート水路への平均転落回数を D とし，i
番目の個体が水路に転落する回数Diは平均Dのポアソン分
布に従う乱数で与えられると仮定した。また，水路脱出率
E（コンクリート水路に転落した後の，水路からの脱出率）
をパラメータとして設定した。これは，4.4 節の横断モデル
ではニホンアカガエルが水田―樹林間を移動する生態を持
つためコンクリート水路を横断することが重要であったが，
定住性の種にとってはコンクリート水路の両側が生息場に
も繁殖場にもなるため，水路から脱出できることが重要だ
と考えられることによる（ただし，個体数が少ない時には，
雌雄がコンクリート水路の同じ側にいないと繁殖できない
ため，この場合は脱出の方向性も重要になると考えられる）。
したがって，水田域内の移動モデルでは，4.2 節の基本モデ
ルもしくは 4.3 節の密度依存モデルに，コンクリート水路
による移動障害の影響度（平均転落回数 D，水路脱出率 E
および個体数 N に依存する関数のため，f(D,E,N)とする）の項
を組み込めばよい（Fig. 35）。 
トウキョウダルマガエルについて生存と繁殖に関するパ
ラメータ値の知見が揃っていないため，現時点では 4.4 節
のような個体群動態シミュレーションはできない。また，
上述の平均転落回数に関する知見もない。そのため，ここ
では，いくつかの D，E および N の値に対する f(D,E,N)の値を
Fig. 36 に示すに留めておく。移動障害の影響度 f(D,E,N)は，
平均転落回数 D，水路脱出率 E および個体数 N の値に大き
く依存することが分かる。 
以上のように，生存・繁殖に関するパラメータ値および
コンクリート水路への転落頻度の知見が蓄積すれば，水田
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域内の移動モデルを用いて，水田域内を分断するコンクリ
ート水路において移動障害の解消をはかる場合の個体群保
全効果についても評価できると考えられる。 
 
Ⅴ 結 言 
 
5.1 コンクリート水路による移動障害とその対策  
本報では，コンクリート水路による移動障害を解消する
ための脱出工や転落防止工等の移動対策について，脱出工
の性能を実験に基づき評価するとともに，移動対策の個体
群保全効果を数理シミュレーションに基づき評価した。 
III 章では，既存の脱出工の性能について，スロープの傾
斜角等の諸元を変えて実験的に明らかにしたうえで，既存
水路に簡易に設置できる着脱式の脱出工を提案した。また
これらの実験・観察を通して，カエル類の行動特性や遊泳・
脱出能力について，新たな知見を提出した。3.1 節では，脱
出工のスロープの傾斜角および水路の水深・流速を条件と
し，トウキョウダルマガエルについて水路脱出率（水路か
らの脱出率）を試験した。傾斜角 30～45°のスロープで水
路脱出率が相対的に高く，更に個体の観察から傾斜角 30°
がより脱出しやすいと考えられた。また，水深 5cm 以上も
しくは流速 20cm/s 以上の条件で脱出しやすかった。流れに
対する本種の遊泳能力が低かったため，流速ではなく水深
を調整して脱出しやすい条件にすることが望ましいと考え
られた。3.2 節では，着脱式の脱出工 3 種を試作した。設置
数および通水の有無を試験条件に加えながら，試作した各
脱出工の性能をトウキョウダルマガエルおよびニホンアカ
ガエルについて評価するとともに，より脱出しやすい脱出
工の構造を考察した。3.3 節では，水路脱出率による横断成
功率（コンクリート水路の横断の成功率）の推定式を個体
の行動解析に基づき作成するとともに，試作した脱出工お
よび既存の脱出工での横断成功率を推定した。これらの結
果から何の対策も行なっていないコンクリート水路では，
落ちた後に脱出できるカエルはわずか数%に過ぎないこと
が明らかとなった。また，水路脱出率が比較的高い条件下
でも，現状の脱出工の水路脱出率は平均的に 60%程度であ
り，それから推定される横断成功率は高くても 40%程度で
あった。 
IV 章では，ニホンアカガエルを対象とした個体群動態シ
ミュレーション手法を開発し，個体群存続率を指標として
移動対策の個体群保全効果（個体群の存続を可能にする効
果）を評価した。個体群存続率を計算するための個体群動
態モデルは 3 段階で構築した。4.2 節では，ベースとなる「基
本モデル」を構築し，シミュレーションに必要なパラメー
タの値を設定するとともに，シミュレーション結果と本種
の個体群動態のデータを比較してモデルの妥当性を確認し
た。4.3 節では，環境収容力のパラメータを加えた「密度依
存モデル」を構築し，個体群動態の再現性の向上をはかっ
た。4.4 節では，本種の水田と樹林間の移動生態を反映させ，
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域内の移動モデルを用いて，水田域内を分断するコンクリ
ート水路において移動障害の解消をはかる場合の個体群保
全効果についても評価できると考えられる。 
 
Ⅴ 結 言 
 
5.1 コンクリート水路による移動障害とその対策  
本報では，コンクリート水路による移動障害を解消する
ための脱出工や転落防止工等の移動対策について，脱出工
の性能を実験に基づき評価するとともに，移動対策の個体
群保全効果を数理シミュレーションに基づき評価した。 
III 章では，既存の脱出工の性能について，スロープの傾
斜角等の諸元を変えて実験的に明らかにしたうえで，既存
水路に簡易に設置できる着脱式の脱出工を提案した。また
これらの実験・観察を通して，カエル類の行動特性や遊泳・
脱出能力について，新たな知見を提出した。3.1 節では，脱
出工のスロープの傾斜角および水路の水深・流速を条件と
し，トウキョウダルマガエルについて水路脱出率（水路か
らの脱出率）を試験した。傾斜角 30～45°のスロープで水
路脱出率が相対的に高く，更に個体の観察から傾斜角 30°
がより脱出しやすいと考えられた。また，水深 5cm 以上も
しくは流速 20cm/s 以上の条件で脱出しやすかった。流れに
対する本種の遊泳能力が低かったため，流速ではなく水深
を調整して脱出しやすい条件にすることが望ましいと考え
られた。3.2 節では，着脱式の脱出工 3 種を試作した。設置
数および通水の有無を試験条件に加えながら，試作した各
脱出工の性能をトウキョウダルマガエルおよびニホンアカ
ガエルについて評価するとともに，より脱出しやすい脱出
工の構造を考察した。3.3 節では，水路脱出率による横断成
功率（コンクリート水路の横断の成功率）の推定式を個体
の行動解析に基づき作成するとともに，試作した脱出工お
よび既存の脱出工での横断成功率を推定した。これらの結
果から何の対策も行なっていないコンクリート水路では，
落ちた後に脱出できるカエルはわずか数%に過ぎないこと
が明らかとなった。また，水路脱出率が比較的高い条件下
でも，現状の脱出工の水路脱出率は平均的に 60%程度であ
り，それから推定される横断成功率は高くても 40%程度で
あった。 
IV 章では，ニホンアカガエルを対象とした個体群動態シ
ミュレーション手法を開発し，個体群存続率を指標として
移動対策の個体群保全効果（個体群の存続を可能にする効
果）を評価した。個体群存続率を計算するための個体群動
態モデルは 3 段階で構築した。4.2 節では，ベースとなる「基
本モデル」を構築し，シミュレーションに必要なパラメー
タの値を設定するとともに，シミュレーション結果と本種
の個体群動態のデータを比較してモデルの妥当性を確認し
た。4.3 節では，環境収容力のパラメータを加えた「密度依
存モデル」を構築し，個体群動態の再現性の向上をはかっ
た。4.4 節では，本種の水田と樹林間の移動生態を反映させ，
 
Fig. 35 水田域内の移動モデルのイメージ図 
Scheme of ‘migration model’ for resident frogs 
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横断成功率のパラメータを加えた「横断モデル」を構築し
た。また，4.5 節では，トウキョウダルマガエルの場合の移
動モデルについて考察を加えた。横断モデルのシミュレー
ションの結果，コンクリート水路での横断成功率が 90%未
満では，40 年経過後の個体群存続率は 50%未満であった。 
I 章でも述べたように，ほ場整備後の水田でカエル類の
個体数が減少した，もしくは個体群が消失した原因には，
生息に適した畦畔の面積の減少，乾田化による繁殖場の消
失，表土の剥ぎ取り等による個体の死亡などの複数の要因
も重なるであろうから，その原因の特定は困難である。し
かし，III 章と IV 章の検討結果から，コンクリート水路に
よる移動障害が個体群の存続に致命的な要因だと考えられ
る。また，コンクリート水路に既存の脱出工をわずかに設
置したとしても，個体群の保全には至らない可能性が高い
といえる。そのため，個体群を保全する上では，土水路（暗
渠の上に土水路を設ける二段式の水路を含む）を設置する，
あるいは全面タイプの転落防止工（水路の全区間にわたる
フタ）を設置するといった根本的な対策が第一に必要だと
考えられる。 
通常，農業農村整備事業では，その事業費の一部を農家
が負担する。そのため，移動対策等の生態系保全策に伴い
事業費が増大する可能性があることは，農家の理解を得る
上で重要な問題となる。例えば，幅 50cm のコンクリート
水路で，転落防止工としてコンクリート製のフタを設置す
る。このように，水路の全区間にフタを設置すれば生態系
保全効果は高いとしても，費用が高ければ導入にはつなが
らない。 
こうした生態系保全策にかかる費用を農家の負担だけで
対応するのは困難であろう。これに対して，農村生態系が
豊かになることで恩恵を受けるのが，農家というよりも地
域住民，ひいては国民全体であることを考えると，少なく
とも生態系保全策に伴う経費は地域住民もしくは国民が平
等に負担することが望ましいといえる。実際，三重県によ
る希少生物保全事業では，「絶滅危惧種や地域において保全
が必要とされている希少生物等が生息する場合は，従来工
法との差額にかかる工事費の地元負担金を県が補助する」
としている。また，農家や地域住民による簡便な生態系保
全の取り組みや維持管理作業等による費用・労力の一部は，
農地・水保全管理支払交付金での補助対象にもなっている。
このような補助制度の制定・普及が全国的に進めば，生態
系保全策への農家の同意も得られやすくなると期待される。
本研究の成果を含めて生態系保全策による効果を定量的に
示し，分かりやすく説明していくことは，生態系保全策に
係る地元負担を軽減する国や地方自治体の補助制度に科学
的根拠を与え，生態系保全に関する農家や地域住民の理解
を深めることに貢献できると考えられる。 
 
5.2 個体群保全効果の評価手法の活用方法 
IV 章で構築した個体群保全効果の評価手法では，個体群
動態シミュレーションにより，移動対策の個体群保全効果
の事前予測・評価が可能であった。パラメータの１つであ
る移動対策の横断成功率は，試験によって直接計測する，
もしくは水路脱出率を計測し，3.3 節の関係式に基づき推定
することで与えられる。また，反対に予め目標とする個体
群存続率を設定して，目標の達成に必要な横断成功率の条
件を予測し，工法選択の判断に活用することもできる。 
それに加えて，この手法は，生息場や繁殖場の保全策に
よる個体群保全効果の評価にも活用できる。例えば，繁殖
場の保全策として，親個体が産卵時に選好する植生環境（抽
水植物がない場所を好む）と水深を保つこと（吉田ら，
2006；門脇，2002），孵化率の高い水温（倉本ら，1971）や
水分環境（渡部ら，2009）を保つこと，農事暦を工夫して
幼生期と中干しのタイミングの重複を避けること（吉田ら，
2007）等が挙げられる。これらの保全策は，幼生期の生存
率の向上，そして当歳個体数の増加に寄与すると考えられ
る。これは，横断モデルにおける繁殖率 Ftの増大を意味す
る。保全策による Ftの増大の程度を定量することは課題と
なるが，Ft の値を変更して個体群動態シミュレーションを
行うことで，繁殖場の保全策による個体群保全効果も評価
できる。 
そこで，移動対策と繁殖場の保全策を組み合わせた場合
の効果を試算した。Fig. 37 は，Ftの平均を 4.4 節の 1.0～1.3
倍に変えながら（標準偏差はもとの値に固定した），横断成
功率 Cと40 年後の個体群存続率をシミュレーションした
ものである。ただし，横断モデル（密度依存型）を用い，
初期個体数 1,000，環境収容力 K500 とし，計算方法および
他のパラメータは 4.4 節に従った。繁殖率 Ftの平均が大き
い程，同じ横断成功率 C に対する個体群存続率は高くなる
ことが分かる。つまり，移動対策を講じつつ，あわせて繁
殖場の保全を図ることで，個体群の保全をいっそう確実な
ものにできると考えられる。 
個体群動態シミュレーションを農村生態系の保全策の事
前予測・評価に活用するための研究は，魚類のタモロコ
Gnathopogon elongatus elongatus で進んでいる（竹村ら，2010，
2011a，b，c）。従来，農業水路内の落差工等の移動障害に
対して魚道を設置する（ネットワーク化する）際に，魚類
の個体群動態を定量的に予測・比較できる手法はなく，施
 
 
Fig. 37 繁殖率 Ftが増加した場合の個体群存続率 
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工場所等は経験的に決められてきた。竹村ら（2011a）が構
築した「ネットワークモデル」は，魚道の施工場所や整備
水準が異なる，様々なシナリオに対して予測結果の定量比
較が可能である。例えば，水路内にいくつかの落差工（移
動障害）が存在し，いずれかの落差工に魚道を設置する場
合に，どれに優先的に設置すれば，より早く個体群の回復
がはかれるかを事前予測できる。ネットワークモデルの開
発（竹村ら，2011a）と併せて，シミュレーションに必要と
なるパラメータ値について，タモロコの移動特性（竹村ら，
2010），自然増加率（竹村ら，2011c）および環境収容力（竹
村ら，2011b）の値が推定されている。竹村らのネットワー
クモデルでは，タモロコによる水路の縦断方向の移動を考
慮するため，一次元のメッシュ分割（吉野ら，1993）を採
用した。そのため，モデルの機構はより複雑であるが，影
響要因を移動障害に絞った個体群動態モデルという点で，
本報で構築した横断モデルと共通するものといえる。 
このように，個体群動態のシミュレーションに基づく生
態系保全策の効果の予測・評価手法は，保全策の計画時に
効果を事前評価するため，もしくは限られた予算の中でよ
り高い効果が期待できる工法を選択するための支援ツール
として活用しうる。生態系配慮の効果を定量的に把握する
ための指標開発が求められている中で（農林水産省，2007），
本研究で提案した個体群保全効果の評価手法は，生態系配
慮手法の設置を検討するための有効なツールになると考え
られる。ただし，シミュレーションの結果は施工前に最善
の配慮方法を選定するためのものであり，施工後はモニタ
リングを行いながら適切に管理することが肝要である。 
 
5.3 持続可能な農業・農村の振興への貢献可能性 
I 章では，カエル類の生息が，害虫のコントロールや物
質循環等の生態系サービスにおける調整サービス，季節の
楽しみ等の文化的サービスにつながることを述べた。ここ
で，カエル類の保全によってポテンシャルとして期待され
る多面的な効果を Fig. 38 にまとめた。例えば，たかしま有
機農法研究会では，移動対策等を行なった水田で収穫した
米を「たかしま生きもの田んぼ米」という生きものブラン
ドで販売している（本多，2011）。このような生きものブラ
ンド化の取り組みが進めば，個々の農家・農業法人の所得
向上を通じて，食料の安定供給や持続可能な農業につなが
るだろう。また，カエル類への関心から，それが生息でき
る水田・地域への関心を誘導できれば，生態系保全活動を
含めた地域活動の活発化，農村振興にもつながるかもしれ
ない。このように，カエル類の保全は，単にカエル類のた
めだけではなく，食料の安定供給，持続可能な農業，農村
の振興・活性化といった政策目標に最終的に結びつくと考
えられる。ただし，Fig. 38 における個々の矢印の結びつき
を評価する研究や，結びつきを顕在化する仕組み・戦略に
ついては今後の長期的な検討課題といえる。なお，カエル
類の生息は，餌となる昆虫類や捕食者である大型鳥類だけ
でなく，カエル類と同様に大型鳥類の餌となる魚類等の水
生生物の生息に直接的・間接的に影響する（例えば，カエ
ル類の個体数が減れば，魚類に対する捕食圧が上がると予
想される）。そのため，実際には，カエル類とともに他の生
物種も生息できる生息環境の保全が重要といえる。 
他方，カエル類の保全をはじめ，農村生態系を豊かなも
のにするための取り組みとして，現在，環境保全型農業の
推進がはかられている。農林水産省による「環境保全型農
業直接支払交付金」では，有機栽培や冬期湛水，リビング
マルチ等の取り組みに対して支援がなされている。また，
日本学術会議による「農業における病虫害・植物防除研究
に関する提言」（日本学術会議農学委員会植物保護科学分科
会，2011）によれば，生物多様性による生態系サービスを
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工場所等は経験的に決められてきた。竹村ら（2011a）が構
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でなく，カエル類と同様に大型鳥類の餌となる魚類等の水
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物種も生息できる生息環境の保全が重要といえる。 
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保ちながら持続的な農業体系を確立することが農作物の安
定生産とともに期待されている。そのために総合的有害生
物管理（IPM）や総合的生物多様性管理（IBM）を主体と
する環境保全型の農業生産体系の定着を進める必要がある
とされる。なお，IPM は現行の耕種的・生物的・化学的・
物理的な防除法，適正品種，施肥量，減農薬を互いに矛盾
しないように組み合わせて，経済的被害となるレベル以下
に病虫害や雑草の発生を低減させる栽培管理体系である。
IBM は天敵でも害虫でもない「ただの虫」（中立種）が生
息できるように農村生態系の多様性を保つことで，害虫の
多発生を抑制しようという概念である。 
本研究で構築した個体群動態モデルに照らすと，いずれ
も定量的な知見はないが，有機栽培や減農薬・減化学肥料
栽培，リビングマルチ，IPM，IBM 等は繁殖率 Ftや生存率
St,1，St,2，環境収容力 Kの増大に寄与し，冬期湛水は Ftや K
の増大に寄与すると予想される。そのため，これらの環境
保全型農業の取り組みはニホンアカガエルの個体群保全に
寄与すると予想される。 
一方で，IV 章で明らかになったように，コンクリート水
路での移動障害がニホンアカガエルの個体群存続に致命的
に影響する。カエル類以外でも，例えばネズミ類等の小型
哺乳類にとっても，同様にコンクリート水路は移動障害と
なるため（高中ら，2008），その生息環境を保全する場合に
は移動障害の解消が必要であろう。あるいは，水田で繁殖
する魚類（例えば前述のタモロコ）が生活史を全うする上
でも，水田―水路間の落差の解消や水路内の落差の解消，
すなわち移動障害の解消が不可欠である。これらの移動障
害の解消は環境保全型農業では解決できない課題といえる。
移動障害が未解消のままでは，環境保全型農業だけを推進
しても，農村生態系の生物多様性の保全やその生態系サー
ビスの維持は達成できない恐れがある。今後，環境保全型
農業を推進する前提として，地域に生息する生物の移動範
囲や移動経路の状態を把握し，陸生生物の移動対策や水路
の魚道，水田魚道等の導入によって生物の移動経路を確保
する必要があると考えられる。カエル類や魚類から評価対
象種を広げながら，III 章のような実験もしくは現地調査と，
IV 章のような個体群動態シミュレーションに基づき，効果
的に移動障害を解消できる手法の開発を進めていくことが
重要である。 
 
5.4 今後の課題 
本研究での実験や個体群動態シミュレーションにはいく
つかの検討課題が残される。それらの課題および課題解決
に向けた研究案について，以下の 3 点を挙げる。 
(1) 標準となる移動対策の性能評価手法の確立 
II 章で述べたように，現場に設置されている移動対策の
多くは性能が評価されていない。今後，性能評価の知見を
蓄積する上では，その前提となる望ましい性能評価手法の
確立が必要である。ここで，これまでの脱出工の知見のう
ち，効果に関する情報があったものを抽出すると（Table 14），
対象種や供試個体数，個体を放す位置，実験時間，評価指
標はそれぞれ異なることが分かる。カエル類は行動の個体
差が大きく，ある程度の個体数での試験が必要だと考えら
れるが，わずか数個体の供試による報告もみられる。また，
脱出工の近くに個体を放せば当然脱出しやすい。このよう
に，試験方法によって，同じ脱出工であっても評価結果は
大きく変わると推察される。 
個々の研究の目的や作業仮説等によって，最適な研究手
法が異なるのは当然であろう。しかし，測定方法が未統一
のまま性能を評価しても，他との比較ができないために，
性能の低い脱出工の導入につながる恐れがある。したがっ
て，評価の前提として，標準となる測定手法の確立が必要
である。それには，例えば供試個体や試験方法を少しずつ
変えながら水路脱出率等の測定を繰り返し，同程度の測定
値が得られる試験条件の範囲を明らかにすることが重要と
なる。 
4.4 節で構築した横断モデルでは，Fig. 19 をもとに脱出
工の水路脱出率を横断成功率に換算すれば，これまでの試
験報告で示された水路脱出率から個体群存続率の計算が可
能である。もしくは横断成功率を実測する場合には，水路
の片側の天端に個体を放し，その後，水路を飛び越えて，
あるいは水路に転落・脱出して水路を横断した個体の割合
を計測すればよい。例えば，渡部ら（2012）では，ビデオ
画像解析により横断成功率の計測を試みている。今後，移
動対策の試験の際に，水路脱出率とあわせて横断成功率を
計測すれば，脱出工と転落防止工間で性能の比較が可能と
なり，また実測した横断成功率をもとに個体群保全効果を
評価できると考えられる。 
(2) 多様な試験条件での移動対策の性能評価 
コンクリート水路における個体の水路の横断と水路から
の脱出について，また移動対策の性能について，現場にお
ける多様な水深・流速条件や，水路壁面の材質・凹凸，脱
出工の設置場所・密度に着目した知見の蓄積が必要である。
このうち水路の凹凸は，壁面の傾斜角とともに登攀への影
響が大きいと予想される。水路壁面の凹凸の測定方法の研
究は，凹凸すなわち粗度の増大が通水機能の阻害につなが
るため，機能診断の分野で進んでいる。例えば，レーザー
変位計（中矢ら，2008）や型取りゲージ（本間ら，2008）
を用いた一次元での計測方法が実用化されている。また，
デジタル写真測量を用いて，水路表面の数枚の写真から 2
次元での凹凸の計測も可能である。これらの計測方法を用
いながら，カエル類の登攀と壁面の凹凸および傾斜との関
連を明らかにすることは，今後の興味深い課題である。 
なお，コンクリート水路であっても，磨耗や地衣植物の
定着等により壁面の凹凸が増大すれば，カエル類の登攀は
容易になると予想される。ほ場整備年代が古い事業実施地
区の中には，整備済みにもかかわらずカエル類が多く観察
される地域もあることから（渡部，2008），このようなコン
クリート水路では移動対策なしでも本報での結果以上にカ
エル類が脱出しているかもしれない。しかし，凹凸が小さ
いであろう施工後間もないコンクリート水路ではカエル類
は登攀できないことから，事業自体のインパクト（例えば，
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ほ場整備での表土の剥ぎ取りや現況の土水路の埋め戻しに
よる個体の死亡，Fig. 2）に追い打ちをかけている恐れがあ
り，この期間の移動対策が特に重要だと考えられる。 
転落防止工の設置場所および密度の検討については，現
場の水路あるいは実験水路において設置場所もしくは設置
数を変えながら試験を繰り返すことになるだろう。実験の
効率化のために，実験時における個体の行動の把握にビデ
オ撮影（横山ら，2011）や IC タグを活用できると考えられ
る。IC タグは，魚類の移動の追跡等に関する数例の研究事
例（山下ら，2010；山本・本田，2011）があり，カエル類
についても活用が可能とされる（福山，2008）。軽量（0.1g
程度）で，電池が不要なため半永久的に使用可能な製品も
実用化されており，IC タグを装着した後は非接触で個体識
別が可能である。これらの方法を活用することで，より長
時間の実験や観察もできるだろう。そのため，移動対策の
性能の評価とともに，カエル類の行動特性について新たな
知見が得られると期待される。 
(3) 個体群動態モデルとパラメータ値に関する知見の蓄積 
4.4 節で構築した横断モデルは，水田―樹林間の移動を数
理モデルで表したものであり，ニホンアカガエル以外の移
動性のカエル類（ヤマアカガエルやヒキガエル類，アオガ
エル類）に対しても，パラメータ値に関する知見が得られ
れば適用できる。また，トウキョウダルマガエル等の定住
性の種に対しては，生存・繁殖に関するパラメータ値やコ
ンクリート水路への転落頻度等の知見が得られれば，4.5 節
で提案した移動モデルによる個体群動態シミュレーション
が可能になる。 
横断モデルでは，ニホンアカガエルのメスの親 1 個体か
ら産まれた個体の生残数は，親の齢階級によらず一定と仮
定した。この仮定を確かめるためには，親別に生残個体数
を明らかにする必要がある。このことについて，DNA マー
カーを用いることで，親（卵塊）別に個体を識別しうる（松
島，2010）。Skeletochronology 法では，切りとった指骨の切
片の年輪から，個体の齢査定，更に個体の繁殖開始齢を推
定できる（草野ら，1995；Marunouchi et al.，2000）。両手法
の併用によって，親別，更に親の齢階級別に，子の生残個
体数を追跡できると考えられる。また，水田から樹林に移
動する個体の割合（樹林移動率）についても，齢階級によ
って異なるかもしれない。このことは，Skeletochronology
法および安定同位体比分析を併用することで明らかにでき
Table 14 既往の知見による脱出工の性能評価方法 
Materials and methods to evaluate effectiveness of escape countermeasures  
 
脱出工のタイプ 対象種 1）（体長） 実験方法 実験時間 評価指標 
実験条件 
の記載 
森（2001） 部分タイプ 
（着脱式スロープ） 
トウ（不明） スロープの下端に個体を放し，脱
出までを観察（50 回） 
不明 水路脱出率 水深・流速と
も不明 
坂本・岡 
（2006） 
部分タイプ 
（スロープ） 
アマ（不明）， 
カエルの模型 
（不明） 
流水時に，スロープの 1～2m 上流
から，30 個体を放し，スロープに
到達するまで観察 
不明 スロープへの
到達率 
水深は不明 
流速は記載 
高橋 
（2006） 
部分タイプ 
（スロープ） 
アカ（2~5cm） 10 個体を水路底に放し，脱出まで
観察 
不明 水路脱出率 水深は記載 
流速は不明 
 部分タイプ 
（ネット） 
アカ（2~5cm） 15 個体を集水桝に放し，脱出まで
観察 
不明 水路脱出率 水深・流速と
も不明 
加島・渡邊 
（2006） 
全面タイプ 不明（2~3cm） 不明 不明 脱出個体の有
無 
水深・流速と
も不明 
大平ら 
（2008） 
全面タイプ トノ（3~6.5cm），
アマ（1.5cm），
ヌマ（1.5~4cm） 
トノ・ヌマ各 10 個体，アマ 5 個体
を脱出工の設置区間に放し，放流
地点から下流 5m の範囲での脱出
を観察。 
5 分間 水路脱出率，
スロープへの
到達率 
水深・流速と
も記載 
福井県農業
試験場 
（2009） 
部分タイプ 
（スロープ） 
トノ（5~7cm），
アカ・ヤマ（2~ 
3cm） 
トノ 6 個体，アカ・ヤマ 13 個体を
スロープの 5m 上流に放し，スロ
ープの到達まで観察 
不明 スロープへの
到達率 
水深・流速と
も記載 
池田ら 
（2009） 
全面タイプ トウ（2~6.5cm），
アカ（2.5~6.5cm） 
トウ 29 個体もしくはアカ 27～30
個体を実験装置に放し，脱出まで
観察 
30 分 実験装置から
の脱出率 
水深は不明 
流速はなし 
横山ら 
（2011） 
部分タイプ 
（スロープ） 
トノ・ツチ・ヌマ
（不明） 
各 1～4 個体を水路枡に放し，5 時
間ビデオ撮影。また翌朝に残存個
体を観察。 
5 時間以
上（夕方～
翌朝） 
水路脱出率 水深は記載 
流速は不明 
吹田 
（2011） 
全面タイプ トノ・ヤマ（不明） 不明 不明 脱出個体数 水深・流速と
も不明 
宇賀神 
（1993） 
部分タイプ 
（「ハイダセール」 
スロープ） 
アカ・アマ・ツ
チ・トウ・シュレ 
（1.8～5.0cm） 
10 個体を湿らせた水路内に放し，
脱出までの時間を計測。 
1 時間 水路脱出率 水深はなし
流速はなし 
1）アカ：ニホンアカガエル，アマ：ニホンアマガエル，シュレ：シュレーゲルアオガエル，ツチ：ツチガエル，トウ：トウキョウダ
ルマガエル，トノ：トノサマガエル，ヌマ：ヌマガエル。 
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ほ場整備での表土の剥ぎ取りや現況の土水路の埋め戻しに
よる個体の死亡，Fig. 2）に追い打ちをかけている恐れがあ
り，この期間の移動対策が特に重要だと考えられる。 
転落防止工の設置場所および密度の検討については，現
場の水路あるいは実験水路において設置場所もしくは設置
数を変えながら試験を繰り返すことになるだろう。実験の
効率化のために，実験時における個体の行動の把握にビデ
オ撮影（横山ら，2011）や IC タグを活用できると考えられ
る。IC タグは，魚類の移動の追跡等に関する数例の研究事
例（山下ら，2010；山本・本田，2011）があり，カエル類
についても活用が可能とされる（福山，2008）。軽量（0.1g
程度）で，電池が不要なため半永久的に使用可能な製品も
実用化されており，IC タグを装着した後は非接触で個体識
別が可能である。これらの方法を活用することで，より長
時間の実験や観察もできるだろう。そのため，移動対策の
性能の評価とともに，カエル類の行動特性について新たな
知見が得られると期待される。 
(3) 個体群動態モデルとパラメータ値に関する知見の蓄積 
4.4 節で構築した横断モデルは，水田―樹林間の移動を数
理モデルで表したものであり，ニホンアカガエル以外の移
動性のカエル類（ヤマアカガエルやヒキガエル類，アオガ
エル類）に対しても，パラメータ値に関する知見が得られ
れば適用できる。また，トウキョウダルマガエル等の定住
性の種に対しては，生存・繁殖に関するパラメータ値やコ
ンクリート水路への転落頻度等の知見が得られれば，4.5 節
で提案した移動モデルによる個体群動態シミュレーション
が可能になる。 
横断モデルでは，ニホンアカガエルのメスの親 1 個体か
ら産まれた個体の生残数は，親の齢階級によらず一定と仮
定した。この仮定を確かめるためには，親別に生残個体数
を明らかにする必要がある。このことについて，DNA マー
カーを用いることで，親（卵塊）別に個体を識別しうる（松
島，2010）。Skeletochronology 法では，切りとった指骨の切
片の年輪から，個体の齢査定，更に個体の繁殖開始齢を推
定できる（草野ら，1995；Marunouchi et al.，2000）。両手法
の併用によって，親別，更に親の齢階級別に，子の生残個
体数を追跡できると考えられる。また，水田から樹林に移
動する個体の割合（樹林移動率）についても，齢階級によ
って異なるかもしれない。このことは，Skeletochronology
法および安定同位体比分析を併用することで明らかにでき
Table 14 既往の知見による脱出工の性能評価方法 
Materials and methods to evaluate effectiveness of escape countermeasures  
 
脱出工のタイプ 対象種 1）（体長） 実験方法 実験時間 評価指標 
実験条件 
の記載 
森（2001） 部分タイプ 
（着脱式スロープ） 
トウ（不明） スロープの下端に個体を放し，脱
出までを観察（50 回） 
不明 水路脱出率 水深・流速と
も不明 
坂本・岡 
（2006） 
部分タイプ 
（スロープ） 
アマ（不明）， 
カエルの模型 
（不明） 
流水時に，スロープの 1～2m 上流
から，30 個体を放し，スロープに
到達するまで観察 
不明 スロープへの
到達率 
水深は不明 
流速は記載 
高橋 
（2006） 
部分タイプ 
（スロープ） 
アカ（2~5cm） 10 個体を水路底に放し，脱出まで
観察 
不明 水路脱出率 水深は記載 
流速は不明 
 部分タイプ 
（ネット） 
アカ（2~5cm） 15 個体を集水桝に放し，脱出まで
観察 
不明 水路脱出率 水深・流速と
も不明 
加島・渡邊 
（2006） 
全面タイプ 不明（2~3cm） 不明 不明 脱出個体の有
無 
水深・流速と
も不明 
大平ら 
（2008） 
全面タイプ トノ（3~6.5cm），
アマ（1.5cm），
ヌマ（1.5~4cm） 
トノ・ヌマ各 10 個体，アマ 5 個体
を脱出工の設置区間に放し，放流
地点から下流 5m の範囲での脱出
を観察。 
5 分間 水路脱出率，
スロープへの
到達率 
水深・流速と
も記載 
福井県農業
試験場 
（2009） 
部分タイプ 
（スロープ） 
トノ（5~7cm），
アカ・ヤマ（2~ 
3cm） 
トノ 6 個体，アカ・ヤマ 13 個体を
スロープの 5m 上流に放し，スロ
ープの到達まで観察 
不明 スロープへの
到達率 
水深・流速と
も記載 
池田ら 
（2009） 
全面タイプ トウ（2~6.5cm），
アカ（2.5~6.5cm） 
トウ 29 個体もしくはアカ 27～30
個体を実験装置に放し，脱出まで
観察 
30 分 実験装置から
の脱出率 
水深は不明 
流速はなし 
横山ら 
（2011） 
部分タイプ 
（スロープ） 
トノ・ツチ・ヌマ
（不明） 
各 1～4 個体を水路枡に放し，5 時
間ビデオ撮影。また翌朝に残存個
体を観察。 
5 時間以
上（夕方～
翌朝） 
水路脱出率 水深は記載 
流速は不明 
吹田 
（2011） 
全面タイプ トノ・ヤマ（不明） 不明 不明 脱出個体数 水深・流速と
も不明 
宇賀神 
（1993） 
部分タイプ 
（「ハイダセール」 
スロープ） 
アカ・アマ・ツ
チ・トウ・シュレ 
（1.8～5.0cm） 
10 個体を湿らせた水路内に放し，
脱出までの時間を計測。 
1 時間 水路脱出率 水深はなし
流速はなし 
1）アカ：ニホンアカガエル，アマ：ニホンアマガエル，シュレ：シュレーゲルアオガエル，ツチ：ツチガエル，トウ：トウキョウダ
ルマガエル，トノ：トノサマガエル，ヌマ：ヌマガエル。 
 
 
 
る。すなわち，個体の指を切りとり，Skeletochronology 法
で齢査定を行うとともに，安定同位体比分析によって個体
が移動する前の生息場を推定（森ら，2008，2009）すれば
よいと考えられる。 
横断モデルで対象としたニホンアカガエルは，生態に関
する知見が比較的多い種であるが，定量的なデータがない
生態情報や行動特性については仮定を置きながら個体群動
態モデルを構築した。これらの仮定は，上述のように今後
のフィールド研究等の作業仮説となるものである。すなわ
ち，個体群動態モデルの研究は，実際のフィールド研究の
方向性を検討する上でも役に立つといえる。本報では扱わ
なかったが，個体群動態モデルの感度分析の結果から，個
体群の保全に対してより重要度の高いパラメータが明らか
となれば，重要な順にパラメータ値の定量化を進めるとい
う研究方針を立てることもできる（竹村ら，2011a）。更に
フィールド研究で新たな調査結果が得られれば，個体群動
態モデルおよびパラメータに反映できる。個体群動態モデ
ル研究とフィールド研究を，互いの成果を活用しながら同
時並行で推進することが，労力や費用を要する生態系保全
手法に科学的根拠を与えていく上で重要である。 
 
農村工学研究所資源循環工学研究領域生態工学担当 森 淳博
士，小出水規行博士，同研究所農村基盤研究領域資源評価担当 竹
村武士博士，水研センター国際水産資源研究所 西田一也博士に
は，日頃より研究活動への姿勢についてご指導いただき，本研究
を進める際にもご指導，ご助言と多大なるご厚情をいただきまし
た。農村工学研究所農村技術支援チーム 石島正人氏，同研究所山
野井京子氏，後藤ポンティップ氏には，研究にご協力いただきま
した。 
岩手県立大学 鈴木正貴准教授，宇都宮大学 守山拓弥博士，
長野県佐久地方事務所 松澤真一博士，国土交通省北海道開発局  
山本康仁氏，宇都宮大学 森 晃氏には，研究をまとめるにあた
り，貴重なご意見をいただきました。  
ここに記して，深謝の意を表します。 
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Summary 
 Recently, eco-friendly facilities have been installed in agricultural channels to improve rural ecosystems. 
However, it is not always possible to construct channels using natural materials, and, as a consequence, channels are 
frequently constructed from concrete. Such concrete channels may have adverse ecosystem effects; for example, 
those that are constructed across the migration routes of frogs would disconnect the links between frog habitats. This 
report evaluates the migration countermeasures that enable frogs to cross channels, focusing in particular on the 
Tokyo Daruma Pond Frog, Rana porosa porosa, and the Japanese Brown Frog, Rana japonica. The report comprises 
five chapters, with Chapter 1 providing an introduction. 
Chapter 2 reviews the migration countermeasures currently implemented in rural areas and the problems associated 
with these countermeasures. Pond frogs tend to move from one paddy field to another, whereas brown frogs migrate 
between paddy fields and the neighboring forests. Both types of frog often fall into the concrete channels that bisect 
their migration routes and are unable to escape. Hence, migration countermeasures, such as the construction of sloped 
walls that enable frogs to escape from these channels (hereinafter, “escape countermeasure”), and the installation of 
lid structures that allows frogs to cross channels, have been implemented. However, although various types of sloped 
wall have been installed, the effectiveness of these walls has not been evaluated.  
Chapter 3 describes three experiments that were performed to evaluate the capacity of the sloped walls to enable 
frog escape. Firstly, the escape effect of partially sloped walls was evaluated based on the proportion of pond frogs 
that escaped from an experimental channel via a sloped wall (hereinafter, “proportion escaping”). The experiment 
suggested that walls with slopes of 30 degrees would enable frogs to escape most easily from channels, and that a 
water depth of 5 cm, and a flow velocity of 20 cm/s or more, would assist frogs in reaching the sloped walls. 
Secondly, three prototype countermeasures that can be easily implemented in concrete channels were developed. The 
effectiveness of each countermeasure for the pond and brown frogs was evaluated, and more effective types of 
structure as escape countermeasures are discussed. Thirdly, the author proposes a relational expression to estimate the 
proportion of frogs that succeed in crossing a concrete channel (hereinafter, “proportion succeeding”) based on the 
proportion escaping, and evaluated the proportion succeeding of the prototype and existing countermeasures.  
Chapter 4 describes the population dynamics models used to assess brown frog population viability and to evaluate 
the population conservation effect of the migration countermeasures based on simulations. Three population 
dynamics models were developed: (1) a “basic model” based on an age-structured model; (2) a “density-dependent 
model” with the parameter of carrying capacity; and (3) a “crossing model” with the parameters of migration and the 
proportion succeeding. The simulation results for the crossing model suggest a concrete channel running across a frog 
migration route would critically endanger the frog population. The simulation results also show that the population 
conservation effect of the escape countermeasures may be low, although that of lid structures, which completely 
cover the channel, may be high.  
Chapter 5 summarizes the results of this study. The results suggest that concrete channels would critically restrict 
frog migration and population viability, whereas lid structures would be effective countermeasures for conserving 
frog populations. The population dynamics models may be useful as prior evaluation tools for selecting the optimum 
combination of eco-friendly measures to be taken on migration pathways, as well as frog nursery sites and habitats, 
for the conservation of frog populations. Further research designed to accumulate information on the migration 
countermeasures and to improve the population dynamics models is also proposed. 
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